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序論  
1. 本研究の問題意識  

(1) 平和構築における国家建設  

 紛争後平和構築（Post-conflict Peacebuilding：以下、平和構築）とは「紛争の再発を

避けるために平和を強化し堅固にする構造を見つけ、支えるための活動」である 1。平和構

築は、冷戦後に世界で頻発する内戦に国際社会が対処するための主要な活動となっている。

国連を中心とした国際機関が平和構築を積極的に行うようになった背景には、冷戦終結に

より国連安全保障理事会が機能するようになったことに加えて、冷戦後から内戦が交渉に

よって集結する割合が増大したことがある。図 0-1 は 1940 年から 2000 年までに発生した

内戦が、どのような形で終結したかをまとめたものである。これによると、1980 年代まで

は 75％から 100％の紛争が軍事的勝利によって終結していたのに対し、1990 年代にはそ

の比率は 41％まで下がっている。また、交渉による終結は 1980 年代まで多くても 20％未

満だったが、1990 年代には 41％まで上昇し軍事的勝利による終結と同率となった。  

 

図 0-1：内戦終結のタイプ（1940-2000 年）  

 
Toft,  Monica Duffy,  “Ending Civil  Wars: A Case for Rebel Victory?” International 

Security,  Vol.  34, No. 4,  2010, p.  14. 

 

 1990 年代前半の平和構築は選挙の実施を一つの目安として短期間で撤退することが多

かった。しかし、1995 年からボスニアで行われたデイトン合意履行の経験が、国連を含む

平和構築に携わる組織に対して平和構築活動の期間と成功の基準に関して再考を促すこと

となった 2。当初、ボスニアでのミッションは選挙を実施して 1 年間で活動を終える予定で

                                                  
1 Boutros-Ghali, Boutros, An Agenda for Peace: Preventive Diplomacy, Peacemaking and Peace-keeping, 1992,  
para. 21.日本語訳については、以下を参照した。篠田英朗『平和構築と法の支配   :国際平和活動の理論的・機能的

分析』創文社、 2003 年、 6 頁。  
2  Paris,  Roland and Timothy Sisk, “Introduction: Understanding the Contradictions of Postwar 
Statebuilding,” Roland Paris and Timothy Sisk eds.,  The Dilemmas of Statebuilding: Confronting the 
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いた。しかし、選挙後もデイトン合意の履行に進展が見られず、また選挙によって選ばれ

た民族政党から成る政府が民族対立の中で何ら合意できず機能不全に陥ったことから、ボ

スニアでのミッションは活動期間を延長することとなった。ボスニアでの経験から国連は

期間よりも目標達成を重視すべきとの教訓を得た。  

 

表 0-1：主要な紛争後平和構築活動（1989-2007 年）  
展開地域  期間（軍事部門）  
ナミビア  1989-1990
ニカラグア  1989-1992
アンゴラ  1991-1997
カンボジア  1991-1993
エルサルバドル  1991-1995
モザンビーク  1992-1994
リベリア  1992-1997
ルワンダ  1993-1997
ボスニア  1995-
クロアチア（東スラボニア）  1995-1998
グアテマラ  1997
東ティモール  1999-2002
シエラレオネ  1999-2005
コソボ  1999-
コンゴ民主共和国  1999-
アフガニスタン  2002-
リベリア  2003-
ブルンジ  2004-
コートジボワール  2004-
スーダン（南部）  2005-
スーダン（ダルフール）  2007-
注：軍事要員が 200 名未満のものと紛争後ではないものは除く。  

Paris,  Roland, and Timothy Sisk, “Introduction: Understanding the Contradictions of Postwar 
Statebuilding.” Roland Paris and Timothy Sisk eds.,  The Dilemmas of Statebuilding: Confronting the 

Contradictions of Postwar Peace Operations, Routledge, 2009, p.  2.を基に筆者作成。

 

 この教訓を踏まえ、1990 年代後半の平和構築活動は以前と比べて長期化する傾向にある。

表 0-1 の中で、1989 年から 1993 年までに展開された平和構築ミッションの平均年数は約

3.4 年なのに対し、1995 年以降に展開されたミッションの平均は、2007 年時点で展開中

のものを 2007 年終了と仮定しても約 4.5 年である。さらに、平和構築において目標達成

が重視されるようになると、永続的な平和の実現という目標達成のためには国家制度の整

備が不可欠であるとの考えが生まれてきた。このようにして 2000 年前後から、平和構築

における国家建設の必要性が広く認識されるようになった。  

 平和構築研究の中で国家建設の必要性が叫ばれるようになったのは 2000 年代に入って

からである。1990 年代前半の平和構築研究は個々の事例を記述し教訓を引き出すことが中

心だった。その後 1990 年代末から複数事例の比較分析が広く行われるようになった。2004

                                                                                                                                                                     
Contradictions of Postwar Peace Operations, Routledge, 2009, p.  6.  
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年に パ リ ス（ Roland Paris） は 11 の 事例 3を 分 析し た 上 で、「自 由 化の 前 の 制度 化

（ Institutionalization Before Liberalization: IBL）」戦略を提唱した 4。 IBL 戦略は 6 つ

の主要な要素（表 0-2）を含んでおり、それらの要素に共通する目標として「効果的な国

家制度の再構築」を挙げている 5。パリスによる研究は、これまで早期の選挙実施を目標と

してきた平和構築を批判し、制度化を優先すべきだと主張した点において国家建設研究の

先駆けとなった。  

 

表 0-2： IBL 戦略の主要な要素  
1. 穏健な政党が組織され、選挙結果への遵守を保証するメカニズムが創設されるまで選

挙を延期する。  
2. 過激派ではなく穏健派に利するような選挙ルールを設計する。  
3. 社会的な紛争ラインを越えた市民社会組織の発展を奨励し、暴力を支持する組織を排

除する。  
4. 扇動的なヘイトスピーチを規制する。  
5. 社会的な緊張を悪化ではなく緩和させるような経済改革を促進する。  
6. 効果的な治安組織と専門的で中立的な官僚組織を設立する。  
Paris,  Roland, At War ’s End: Building Peace After Civil  Conflict,  Cambridge University Press,  2004, p.  188.

を基に筆者作成。

 

 パリスとシスク（Timothy Sisk）らは、国家建設を「紛争後国家において正統な政府制

度を設立あるいは強化すること」と定義している 6。そして、国家建設は 5 つのジレンマ（フ

ットプリント、期間、参加、依存、一貫性）を抱えていると主張している 7。国家建設に関

する最近の研究では、国家建設に伴って発生する諸問題の発見に主眼が置かれている。近

年、こうしたジレンマの発見は国家建設に限らず、平和構築においても一つの潮流となっ

ている。平和構築研究においては、平和構築と民主化とが必ずしも同時に達成できるもの

ではなく、いくつかのジレンマを抱えていることが指摘されている 8。国家建設が平和構築

の一部である以上、国家建設も平和構築と民主化の間のジレンマと無関係ではいられない。

そこで、以下では国家建設を支援する側である国際社会と、当事国に分けて国家建設に関

わる諸問題を整理してみたい。  

 

                                                  
3 アンゴラ、ルワンダ、カンボジア、リベリア、ボスニア、クロアチア、ニカラグア、エルサルバドル、グアテマ

ラ、ナミビア、モザンビーク。  
4  Paris,  Roland, At War ’s End: Building Peace After Civil  Conflict,  Cambridge University Press,  2004, p.  187.  
5 Ibid, pp. 187–207.なお、左記文献では p.188 の表において key elements として「効果的な国家制度の再構築」

を含めて 6 項目が示されているが、同頁文章中では main elements として「効果的な国家制度の再構築」を除い

て 6 項目が紹介されている。そこで本研究では、「効果的な国家制度の再構築」を共通目標とし、それ以外の 6 項

目を主要な要素（ main elements）として扱うこととする。  
6  Paris and Sisk, “Introduction: Understanding the Contradictions of Postwar Statebuilding,” p.  14.  
7 Paris,  Roland and Timothy Sisk, “Conclusion: Confronting the Contradictions,” Roland Paris and Timothy 
Sisk eds. ,  The Dilemmas of Statebuilding: Confronting the Contradictions of Postwar Peace Operations, 
Routledge, 2009, pp. 306–309.  
8 例えばジャースタッドは、平和構築を和平合意の履行と定義し、民主化との間に存在する 4 つのジレンマ（水平、

垂直、組織、時間）を指摘している。Jarstad, Anna, “Dilemmas of War-to-Democracy Transitions:  Theories and 
Concepts,” Anna Jarstad and Timothy Sisk eds.,  From War to Democracy: Dilemmas of Peacebuilding, 
Cambridge University Press,  2008, pp. 21–26.  
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(2) 国家建設が抱える問題  

a. 国際社会：出口の見えない活動  

 介入の度合い  

 国家建設において国際社会が抱える問題は 3 点に集約される。第一の問題は、パリスと

シスクがフットプリント・ジレンマと呼ぶものである 9。国際社会が国家建設活動として当

事国への介入を行う際、国際社会が対処しなければならない問題は多岐にわたる。それは

政治・経済分野における制度構築・強化のみならず、国家建設が完了し平和構築に適した

状況が生まれるまでの和平履行の監督や、治安維持等にも対処しなければならない。こう

した諸問題に対処するためには、国際社会は介入の度合いを強める必要がある。適切な国

家制度が構築されるまで、当事国には問題に対処する能力もシステムも存在しない、もし

くは存在していても脆弱ないし不適切だからである。  

 他方で、国家建設の主役は当事国である。最終的に国際社会が国家建設活動を終了する

ためには、当事国が国際社会に頼らずに制度構築を進めることが求められる。しかし、国

際社会による介入の度合いが強ければ強いほど、後に述べる依存や民主的正統性の欠如と

いった問題が発生する。こうした問題の発生を最小限にするためには軽度の介入が望まし

い。つまり、国際社会は国家建設活動を行うにあたって重度の介入から軽度の介入へ移行

し、最終的に活動を終了させる必要がある。  

 

 国際社会への依存  

 次の問題は、国際社会が国家建設を行うが故に発生してしまう構造的な問題であり、パ

リスとシスクは依存ジレンマと名付けている 10。国際社会が国家建設活動を行うというこ

とは、国家制度の構築・強化という本来であれば当事国が行うべき国家運営に属する活動

の一部に国際社会が関与することを意味する。そして、紛争後国家と国際社会を比べると、

大抵の場合国際社会の方が豊富な経験と各種資源を有している。つまり、国際社会が国家

建設に関与することで、当事国のみで国家建設を行う場合に比べて、効率良く活動を進め

ることができる。しかし、国際社会による関与が長引くことで、当事国が国際社会に依存

する傾向が強くなる。当時国にとってみれば、国際社会に依存することは資金的にも能力

的にも魅力的な選択肢であり、依存することへの誘惑は非常に強いものがある。他方、国

際社会による国家建設活動は永続的なものではなく、いずれ国家建設活動は国際社会の手

を離れ当事国が活動を担わなければならない。そのためには、当事国が国家建設を行う能

力を有することが求められる。つまり、国際社会の撤退に備えて始めから依存を最小限に

するか、最初は依存していても徐々にその度合いを低下させる必要がある。同時に、当時

国が国家建設を進められるように能力育成を行わなければならない。  

 

 民主的正統性  

 3 つ目の問題は、介入の正統性に関するものである。この問題はジャースタッド（Anna 

Jarstad）が組織ジレンマと呼ぶ問題と、パリスとシスクが期間ジレンマと呼ぶ問題に関

連している。当事国の国家建設に国際社会が介入することは必要だが、国際社会は当事国

                                                  
9 Paris and Sisk, “Conclusion: Confronting the Contradictions,” pp. 306–307.  
1 0 Ibid, p.  308.  
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の国民によって民主的に選出された訳ではない。つまり、民主的正統性を持たない国際社

会が関与する国家建設活動は民主的とは言えない。他方、国家建設が目標としているのは

民主的な国家制度の構築・強化である。したがって、国際社会は非民主的手法により民主

的な制度の導入を促そうとしているのである。  

 また、国際社会は当事国の国民に対する説明責任を有していない。そのため、国際社会

が建設しようとする「国家」と当事国の国民や政治エリートが建設しようとする「国家」

が一致しない可能性がある。民主主義の観点からは民主的に選出された政治エリートが求

める「国家」を建設すべきである。この点は、国家建設は最終的には当事国によって行わ

れるものであるという、オーナーシップの観点からも正当化される。他方、国際社会は国

家建設や平和構築を通じて、紛争の再発を防ぎ永続的な平和を築くための「国家」建設を

目指している。そして、この「国家」像と当事国が求める「国家」が異なる場合、国際社

会が自らの求める「国家」を建設することで、国家建設活動は民主的正統性を損なってし

まう。  

 このような手法や目標に関する問題は、当事国の国民が不満をもつ要因と成り得る。特

に、国家建設は国際社会による長期的な関与を必要とするものであることを考えると、国

際社会の関与が長期化するほど、国民の中から不満の声が出て来るだろう。  

 

 短期的な目標から長期的な目標へ  

 以上の問題は、短期的な目標と長期的な目標とのジレンマとして整理することができる。

ジャースタッドは、これを時間的ジレンマと名付けている 11。ジャースタッドは平和構築

と民主化について議論しているが、国家建設にも時間的ジレンマは存在する。短期的な目

標として国際社会と当事国は国家建設を進めることを優先する。その結果、国際社会の介

入は重度なものになる傾向が高まり、それ故に国際社会への依存も高まる。また、国際社

会の介入という非民主的な手法がとられ、国際社会が望む形での国家建設が進められる。

他方、国家建設の長期的な目標は、当事国が自力で国家建設を進められるようになり、民

主的な国家制度を構築・強化することにある。そのためには、国際社会の介入は軽度でな

ければならず、国際社会への依存も無くさねばならない。また、当事国が求める国家建設

を民主的な手法によって進めることが必要となる。  

 つまり、国家建設において国際社会が抱えている問題は短期的な目標と長期的な目標が

両立しないことにある。そして国際社会が短期的な目標を優先するために、長期的な目標

の達成に支障が出てしまい国際社会による介入を終わらせることができない。これは、国

家建設における出口戦略の問題である。国家建設における国際社会の介入は、どのように

終わりを迎えればよいのだろうか。短期的な目標と長期的な目標が同時に達成できない以

上、唯一の戦略は短期的な目標から長期的な目標へと移行することである。  

 そのために国際社会は 2 つのことを行わなければならない。第一に介入の度合いを下げ

ていくことである。介入の度合いを段階的に下げていければフットプリント・ジレンマの

解消に繋がる。また、国際社会による介入が非民主的であるという批判に対しても、徐々

に介入の度合いを引き下げることで批判の緩和が可能となる。国際社会への依存について

                                                  
1 1 Jarstad, “Dilemmas of War-to-Democracy Transitions: Theories and Concepts,” p.  25.  
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は、重度の介入による重度の依存から軽度の介入に移行することで、依存度を下げること

ができる。  

 第二に、国際社会が国家建設を通じて建設しようとする「国家」を当事国に理解させる

ことである。国際社会が介入の度合いを下げていき、最終的に撤退した後も国家建設が継

続されるためには、国際社会が掲げる「国家」を当事国が作っていくことが求められる。

国際社会の撤退後に当事国が民主的ではない国家を作ろうとするような事態は、国際社会

にとって受け入れられるものではない。それは、永続的な平和の実現という平和構築が掲

げる目標に反するものとなるからである。したがって、国際社会が国家建設において当事

国に介入している間に、どのような「国家」を建設しなければならないかを理解させる必

要がある。そして国際社会が許容出来る制度の構築・強化を当事国が自力で行うようにな

って初めて、国際社会は撤退できるのである。  

 

b. 当事国：困難な合意形成  

 権力分有と競り上げの発生  

 国家建設が抱える困難は、当事国の側にも存在する。その一つは、大半の場合において

紛争を戦った集団のリーダー達である政治家が、他の集団の政治家と合意することが困難

であるという問題である。そして合意形成を困難にしている要因の一つが、国家建設が対

象としている政治制度にある。ウォルター（Barbara Walter）によれば、停戦に合意して

動員解除や武装解除を行った集団は、他の集団からの攻撃に対して脆弱になってしまうた

め、軍事力の放棄に応じることが困難になる。また、紛争中に自分達が支配していた地域

の支配権を放棄することは、他の集団による政治権力の独占を招く危険があるために、支

配権の放棄も困難になる。この問題を解消し、停戦合意の履行に集団をコミットさせるた

めには、第 3 者による安全の担保と権力分有による政治権力の分配が有効である 12。  

 

表 0-3：和平合意における権力分有  

和平合意  
紛争の  
開始 -終了年

中央政府

における

権力分有

領域的  
権力分有  

軍事的  
権力分有  

経済的  
権力分有  

アンゴラ  1975-1989 × × × × 

アンゴラ  1989-1991 ○  × ○  × 

アンゴラ  1992-1994 ○  ○  ○  × 

アゼルバイジャン  1989-1994 × ○  ○  × 

ボスニア  1992-1995 ○  ○  ○  × 

カンボジア  1970-1991 ○  × ○  × 

チャド  1979-1979 ○  × × × 

チャド  1989-1996 ○  × ○  × 

チェチェン  1994-1996 ○  ○  ○  ○  

                                                  
1 2 Walter,  Barbara F., “Designing Transitions from Civil  War: Demobilization, Democratization, and 
Commitments to Peace,” International Security,  Vol. 24, No. 1,  1999, pp. 133–139.  
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コロンビア  1948-1957 ○  × × ○  

クロアチア  1991-1992 ○  × × × 

クロアチア  1995-1995 ○  × × × 

ドミニカ共和国  1965-1965 × × ○  × 

エルサルバドル  1979-1992 ○  × ○  ○  

グルジア（南オセチア）  1989-1992 × ○  ○  × 

グルジア（アブハジア）  1992-1994 ○  ○  × × 

グアテマラ  1963-1996 × ○  × ○  

ギニアビサウ  1998-1998 ○  × ○  × 

インド  1946-1949 ○  ○  × × 

イラク  1961-1970 ○  ○  × ○  

ラオス  1959-1973 ○  × × × 

レバノン  1958-1958 ○  × × ○  

レバノン  1975-1989 ○  × ○  × 

リベリア  1989-1993 ○  × × × 

リベリア  1994-1996 ○  × × × 

マレーシア  1948-1956 × ○  × ○  

モルドバ  1992-1992 ○  ○  × ○  

モザンビーク  1982-1992 ○  ○  ○  × 

ニカラグア  1981-1989 ○  ○  ○  ○  

パプワニューギニア  1989-1998 × ○  × × 

フィリピン  1972-1996 ○  ○  ○  ○  

ルワンダ  1990-1993 ○  × ○  ○  

シエラレオネ  1992-1996 ○  × ○  ○  

南アフリカ  1983-1991 ○  ○  ○  ○  

スーダン  1963-1972 × ○  ○  ○  

タジキスタン  1992-1997 ○  × ○  × 

イエメン  1962-1970 ○  ○  ○  ○  

ジンバブエ  1972-1979 ○  × ○  ○  
Hoddie,  Matthew, and Caroline Hartzell ,  “Power Sharing in Peace Settlements: Initiating the Transition 

from Civil  War.” Philip G. Roeder and Donald Rothchild eds.,  Sustainable Peace: Power and Democracy 
After Civil  Wars, Cornell  University Press, 2005, pp.  88.を基に筆者作成。

 

 ウォルターの指摘を踏まえれば、内戦後に権力分有制度が導入される確率が高くなる。

事実、権力分有が和平合意に盛り込まれる例は非常に多い。ホディー（Matthew Hoddie）

とハーツェル（Caroline Hartzell）によれば、彼らが分類した 4 種類の権力分有の内、政

治権力に関係する中央政府における権力分有と領域的権力分有が導入された事例は、全 38
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事例中でそれぞれ 30（約 79％）事例と 18（約 47％）事例となっている（表 0-3） 13。  

 権力分有には多極共存型と統合型という 2 つの潮流があるが、ここでの権力分有は多極

共存型民主主義制度である。レイプハルト（Arend Lijphart）によれば、多極共存型民主

主義の特徴は 1) 大連合、2)相互拒否権、3) 比例制原理、4)区画の自律性、の 4 つである14。

また、多極共存型民主主義が安定的に機能する条件として、1)人口の過半数を占める集団

が存在しないこと、2) 「亀裂を跨ぐ愛着」が存在すること、3)人口規模が小さいこと、を

挙げている 15。  

 多極共存型民主主義は、複数の集団から構成される社会において政治エリートの協調を

実現できる政治制度とされている。その最大の特徴の一つは多数派支配の抑制である。相

互拒否権が与えられているが故に、ある集団が他の集団を無視して決定を下すことはでき

ず。更に比例制原理によって政治ポストが各集団に配分されているために、そもそも圧倒

的多数派が存在する可能性は低い（ここで人口の過半数を占める集団の不在が重要となる）。

大連合も同様に過半数を占める集団の形成を防ぎ、区画の自律性によってたとえ少数派で

あっても重要な問題に関与することができる。  

 他方、多極共存型民主主義は集団内部で発生する競り上げによる急進化を防ぐことがで

きない 16。ホロヴィッツ（Donald Horowitz）によれば、エリートは常に共存を望んでい

る訳ではなく、民族内での権力争いがあるためエリートには妥協する自由が欠如している

17。民族主義政党を例にすると、民族主義政党はある特定の民族からの支持のみに依存し

ている。もし、ある民族主義政党が自民族の利益を擁護することに失敗していると判断さ

れれば、その政党は支持を失ってしまう。民族を基盤としない政党の場合、ある集団から

の支持を失っても他の集団から支持が得られる可能性がある。しかし、民族主義政党の場

合は自民族からの支持を失うことは政党としての死を意味する。したがって、民族主義政

党は民族の利益の追求を最優先することになる。そして、ある民族内に複数の政党が存在

する場合、それぞれの政党は自分達の方がより民族の利益を擁護できることを訴えて、支

持を最大化しようとする。その結果、競り上げによってそれぞれの政党の主張は急進化し

てしまう 18。レイリー（Benjamin Reilly）によれば、「比例制原理」において選挙に勝つ

方法は「民族主義カードを切ること」であるため「強硬な民族主義政党の成長」を許して

しまう 19。そして民族主義的な方向に急進化することは、大抵の場合他の民族との対立を

引き起こすことになる。  

 

                                                  
1 3 Hoddie,  Matthew and Caroline Hartzell ,  “Power Sharing in Peace Settlements: Initiating the Transition 
from Civil  War,” Philip G. Roeder and Donald Rothchild eds.,  Sustainable Peace: Power and Democracy After 
Civil  Wars, Cornell  University Press, 2005, p.  88.  
1 4 Lijphart,  Arend, Democracy in Plural Societies:  A Comparative Exploration, Yale University Press,  1977, 
pp. 25–44.  
1 5 Ibid, chap. 3.左記文献では他の条件も挙げられている。他の条件を除外した理由については、中村正志「分断社

会における民主主義の安定：権力分有をめぐる議論の展開」川中豪編『新興民主主義の安定』アジア経済研究所、2009
年、 27 頁参照。  
1 6 競り上げについては、以下を参照。 Rabushka, Alvin and Kenneth A. Shepsle,  Politics in Plural  Societies:  A 
Theory of Democratic Instability,  Longman, 2009, p.  86. 
1 7 Horowitz,  Donald L.,  Ethnic Groups in Conflict,  University of California Press,  1985, pp. 574–579. 
1 8 Ibid, pp. 244–246.  
1 9 Reilly,  Benjamin, “Elections in Post-Conflict Scenarios:  Constraints and Dangers,” International 
Peacekeeping, Vol.  9, No. 2,  2002, p.  132. 
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 国家性の問題  

 現地政府が抱えているもう一つの問題は、紛争後も残る民族対立である。国内紛争によ

って互いに銃を向け合っていた民族集団が停戦した直後の国家では、戦闘は止めたものの

敵対民族に対する憎悪は強く残っている。そうした敵対感情が強く残る状況下では、敵対

民族も自分達と同じ国民であるという意識は希薄である。もし紛争が独立を求めるもので

あった場合、そもそも敵対民族と同じ国民でいることを拒絶したために紛争を起こしたの

であり、敵対民族に対する拒否反応は停戦後も強いと考えられる。  

 このように民族対立が強く残る紛争後国家は、「大規模な人々の集団が他の国家への加入

や独立国家創設を望むなど、国家への帰属意識が著しく欠如している場合」に発生する国

家性の問題に直面しているといえる 20。国家性の問題が発生しているということは、多極

共存型民主主義が安定的に機能する条件である「亀裂を跨ぐ愛着」が失われているという

ことである。ラストウ（Dankwart Rustow）は民主化の前提条件として「国民的統一」の

存在を挙げている。「国民的統一」は「民主化の過程にある国の大多数の市民が、所属する

政治コミュニティに対し疑いや心理的留保を抱いていない状態」である 21。そして、「国民

的統一」は民主化の途上にある国家において、政治対立が国家の崩壊へと繋がるのを防ぐ

役割を持っている。民主化の初期段階では政治対立が深刻なものとなるが、「国民的統一」

があるが故に国家の崩壊には至らない。そして、政治対立の後に合意が成立し、合意形成

が習慣化することで民主化が完了する 22。つまり、「亀裂を跨ぐ愛着」や「国民的統一」の

ように、国家に対する帰属意識がある程度担保されていなければ、民族対立は再び紛争へ

と至る危険性を有することになる。  

 国家性の問題が発生しているということは、民族毎に「国家」が意味するものが異なっ

ていることを意味する。敵対民族と自民族を含めて「国家」と捉えるのか、自民族だけを

「国家」として捉えるのか、その捉え方に違いがあれば、国家建設という言葉の意味も民

族毎に異なってしまう。仮に紛争後国家に 2 つの民族が存在し、両民族とも相手民族との

共存を望んでいない場合、2 民族の総体としての「国家」を建設しようとする試みは、ど

の民族からも支持されないことになる。また、片方の民族は相手民族との共存を受入れ、

もう片方が共存を拒否している場合、2 民族が共存する「国家」と一民族のみの「国家」

は同時には存在し得ない。このような状況では、国家建設について民族間で合意に至るこ

とは非常に困難となる。  

 当事国における合意形成を阻害する 2 つの要因を踏まえると、当事国が抱える問題は以

下のように整理される。履行に対するコミットメントを確保する形で和平合意を結ぶため

には、権力分有制度が導入されるが、そこでは競り上げを抑制できないために各民族の主

張が急進化し、合意形成に大きな支障をきたしてしまう。また、民族対立が根強く残り国

家性の問題が発生している状況下では「国家」が指すものが民族毎に異なるため、国家建

設において合意を得ることは難しい。国家建設の主役があくまで当事国である以上、民族

                                                  
2 0 Linz, Juan and Alfred Stepan, Problems of Democratic Transition and Consolidation: Southern Europe, 
South America, and Post-communist Europe, Europe, Johns Hopkins University Press,  1996, p.  7.日本語訳は

以下を参照。J.リンス、A.ステパン著、荒井祐介、五十嵐誠一、上田太郎訳『民主化の理論―民主主義への移行と

定着の課題』一藝社、 2005 年 .  
2 1 Rustow, Dankwart A.,  “Transitions to Democracy: Toward a Dynamic Model,” Comparative Politics,  Vol .  2,  
No. 3, 1970, p.  350. 
2 2 Ibid, pp. 350–361. 
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間での合意ができないことは国家建設の大きな障害となる。  

 

 以上をまとめると、国家建設において国際社会と当事国が抱えている問題は表 0-4 の通

りとなる。  

 

表 0-4：国家建設が抱える問題  

国際社会   介入の度合い  

 国際社会への依存  

 民主的正統性  

当事国   競り上げ  

 国家性の問題  

筆者作成。  

 

 国際社会が抱える問題は、短期的な目標と長期的な目標が両立しないことである。した

がって国際社会は短期的な目標の達成から、徐々に長期的な目標の達成へと活動を移行さ

せる必要がある。そうしなければ、国際社会は国家建設を成功裏に終了し当事国から撤退

することができない。次に、当事国が抱えている問題は合意形成が困難であるという点に

集約される。国家建設を進めるためには、国家制度の構築・強化について政治エリートが

合意しなければならない。つまり、合意形成が困難であることは国家建設を停滞させる要

因となる。国際社会と当事国が抱える問題を踏まえると、国家建設を成功させるためには、

短期的な目標から長期的な目標への移行を実現しつつ、政治エリートの合意形成を促進さ

せるという 2 点を達成しなければならない。  

 

(3) 加盟コンディショナリティによる国家建設  

 国家建設において国際社会と当事国が抱える諸問題に対する一つのアプローチとして、

近年、コンディショナリティ（Conditionality）が注目を集めている 23。コンディショナリ

ティとは、ドナーが受容国に対して報酬を供与する上で特定の条件を課す手法である。コ

ンディショナリティは、報酬の内容、条件を達成する時期、報酬と条件の関連という 3 点

から分類が可能である（表 0-5）。  

 

表 0-5：コンディショナリティの分類基準  
報酬の内容  条件達成時期  報酬と条件の関連  
加盟  事前  政治条件  
援助  事後  技術条件  

筆者作成。  

 

報酬の内容は主に援助に関連するものと、国際機関等への加盟に関するものに分けられ

る。条件を達成する時期は、報酬供与前（事前条件）か後（事後条件）かに分けられる。

                                                  
2 3 例えば、 Europe-Asia Studies 誌は 2011 年に、また、 Journal of European Public Policy 誌は 2008 年にコン

ディショナリティ特集号を発行している。  
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報酬と条件の関連は、報酬（例えば条約への参加）を得るために技術的に要求される（国

内法整備）技術条件と、技術条件のように報酬と不可避に関連してはいないものの政治的

理由により条件とされた政治条件に分けられる。  

 コンディショナリティは国家建設が抱える諸問題を解決に導く可能性を有している。コ

ンディショナリティの導入により国家建設における国際社会の介入を重度のものから軽度

のものへと移行することが可能となる。コンディショナリティにおいて国際社会は条件と

報酬の設定を行い、具体的な制度構築は受容国が行う。直接手を下して国家建設を行うの

ではなく間接的に関与するという点において、コンディショナリティは暫定統治のような

重度の介入に比べて、遥かに介入の度合いが低い。重度の介入から徐々にコンディショナ

リティに移行することで、国際社会の介入度を段階的に下げることが可能である。また、

国家建設を条件とすることで、具体的な改革事案において、どのような制度を国際社会が

望んでいるのかを伝えることが可能となる。これにより国際社会の描く「国家」を受容国

に理解させることができる。  

 コンディショナリティによって国家建設を進めることは、国家建設の具体的な事案につ

いて受容国の政治家に合意を求めることである。もしコンディショナリティによって国家

建設の事案について合意が形成されるならば、合意形成の困難さをコンディショナリティ

によって乗り越えられたことになる。  

 国家建設におけるコンディショナリティの研究は、欧州化研究の一端として主に EU 加

盟が周辺国に与える影響の研究から始まり、中東欧を対象として加盟コンディショナリテ

ィが与える影響の分析が行われるようになった。シメルフェニヒ (Frank Schimmelfennig)

は、中東欧諸国を対象として、コンディショナリティによる人権や民主主義といった規範

の浸透について、合理的選択に基づいて分析している 24。そこでは、まずコンディショナ

リティの作用メカニズムについて 4 つの特徴を挙げている 25。第一に、受容国のアクター

は国際社会の規範を順守するか否かを、政治的選好に基づいて決定する。政治的選好は、

安全保障や繁栄といった利益に加え政治権力の獲得・維持も含まれる。第二に、受容国は

国際機関からの懲罰を避け報酬を得るために規範を順守する。ここでの懲罰や報酬は、先

述の政治的選好に関するものである。第三に、アクターは規範順守のコストとベネフィッ

トを自らの目標に照らし合わせて判断する。そして、規範順守のコストが報酬による利益

ないし懲罰のコストより低い時に、規範を順守する。第四に、アクターは規範順守のコス

トを下げるために、自らの行動は規範を順守していると主張する。  

以上のメカニズムに基づいて中東欧におけるコンディショナリティを分析した結果、シ

メルフェニヒは以下の 3 点を指摘している 26。第一に、欧州の国際機関が掲げる規範を順

守していなかった国に対して、規範を順守させることができるのは EU 及び NATO 加盟コ

ンディショナリティのみである。第二に、コンディショナリティの作用は国際機関と受容

国政府との間で行われる政府間プロセスである。そして最後に、国際機関への加盟を望み

規範の順守に積極的な政党と、民族主義や権威主義を掲げ規範の順守に消極的な政党のバ

                                                  
2 4 Schimmelfennig, Frank, “Strategic Calculation and International Socialization: Membership Incentives, 
Party Constellations, and Sustained Compliance in Central and Eastern Europe,” International Organization, 
Vol.  59, No. 4,  2005, pp. 827–860. 
2 5 Ibid, p.  830. 
2 6 Ibid, p.  855. 
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ランスがコンディショナリティの作用に影響する。シメルフェニヒによる合理的選択に基

づく分析アプローチは、その後の欧州化研究においても主流なものの一つとなっている 27。 

その後、2000 年代後半から、紛争後という条件下において加盟コンディショナリティ（以

下、コンディショナリティとは加盟コンディショナリティを指す）が受容国に与える影響

に関する研究が行われ始めた。これらの研究では主に西バルカン 28を対象地域としている。

西バルカン諸国の大半は 1990 年代に内戦を経験している。また、これらの国々では EU

や NATO 加盟を目的とした国家建設が進められている。つまり、欧州化研究から生まれた

コンディショナリティは、西バルカンを対象地域に含めたことで国家建設研究と重なり始

めたのである。  

まず、西バルカン諸国の特徴についてソエレン（Keil Soeren）は 3 点を指摘している 29。

第一に、西バルカン諸国は EU への加盟を希望している。第二に、西バルカン諸国の国家

機構は脆弱であり、ボスニアやコソボでは独立国家としての存在自体が挑戦を受けている。

第三に、西バルカン諸国は新興民主主義国である。つまり、西バルカンでは、加盟希望は

加盟コンディショナリティが機能する素地となり、国家機構が脆弱であるために国家建設

が重視されてきた。さらに新興民主主義国であるため、平和構築や国家建設が民主化との

間に抱える問題に悩まされてきた。  

また、アルバニアを除く西バルカン諸国は、ユーゴスラビア解体の過程において内戦を

経験している。特にボスニアとコソボには、紛争終結から 10 年以上が経過しているにも

関わらず国際社会による平和構築ミッションが展開している。こうした国や地域は、国際

社会の介入が長期化しているが故に、国家建設において国際社会が抱える問題に悩まされ

ている。また、競り上げや国家性の問題といった、当事国が抱える問題も依然として解消

されていない。つまり、西バルカンには、国家建設において国際社会と当事国が抱える全

ての問題が存在している。  

 これまでの欧州化におけるコンディショナリティ研究では、受容国の行動は主に合理的

選択によって説明されてきた。これに対しフレイバーグ（Tina Freyburg）とリヒター

（Solveig Richter）は、西バルカン諸国は合理的選択を行う前に EU の条件が民族アイデ

ンティティと矛盾するか否かを判断すると指摘している 30。そして、矛盾している場合に

は条件は受け入れられず、矛盾しない場合にのみ合理的選択が行われる 31。つまり、合理

的選択に先立って条件と民族アイデンティティとの関連が考慮されなければならないと述

べている。  

 フレイバーグとリヒターはクロアチアを事例に分析を行っている。そして、政府を一つ

のアクターとして扱っている。クロアチアでは主要な政党は全て EU 加盟を支持していた

ため、政府を一つのアクターとして扱うことが可能だった。しかし、西バルカンには複数

                                                  
2 7 合理的選択以外のアプローチとして、コンストラクティビストは、受容国が国際社会の掲げる規範を内部化す

ることによって、受容国の規範が変化し行動が変化すると説明している。例えば、以下を参照。 Risse, Thomas, 
Stephen C. Ropp, and Kathryn Sikkink, The Power of Human Rights:  International Norms and Domestic 
Change (Cambridge Studies in International Relations),  Cambridge University Press,  1999. 
2 8 クロアチア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、セルビア、モンテネグロ、マケドニア、アルバニアの総称。  
2 9 Keil ,  Soeren, “Europeanization, State-Building and Democratization in the Western Balkans,” 
Nationalities Papers, Vol.  41, No. 3,  2013, pp. 343–344. 
3 0 Freyburg, Tina and Solveig Richter,  “National Identity Matters:  The Limited Impact of EU Political 
Conditionality in the Western Balkans,” Journal of European Public Policy, Vol.  17, No. 2,  2010, p.  275. 
3 1 ここでの民族アイデンティティは既定かつ不変のものではなく、変化する可能性を持っている。 Ibid, p.  267. 
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の民族で構成され、前項で述べた合意形成の問題を抱えている国家も存在する。そのよう

な国家を分析対象とする場合、国家としての統一意見が存在しないため、各民族をアクタ

ーとして扱う必要があるだろう。さらに、民族として EU 加盟希望を支持するか否かが統

一されていない場合、民族内を更に細かく見る必要がある。  

 EU が西バルカンに課す条件は、それまでのものと異なるという指摘もある。EU が課す

条件についてリヒターは、EU が西バルカンに課している条件には EU 加盟基準（コペン

ハーゲン基準）に基づいた民主化のための条件と、地域の平和と安定を担保するための基

準（コペンハーゲン・プラス）が含まれていると指摘している 32。また、バチュドワ（Milanda 

Vachudova）は EU が東欧諸国に与えた影響を分析した後、西バルカンで EU は安定化連

合プロセスの成功をアピールするために、条件を緩和するかもしれないと述べている 33。

つまり、西バルカンにおいて EU が課す条件は本来の加盟基準を越えて拡大され、変化す

る可能性を含んでいる。  

 コンディショナリティを課してきたのは EU だけではない。軍事機構である NATO も、

加盟コンディショナリティによって受入国の政策変更を促してきた。NATO については、

EU 程にはコンディショナリティに関する研究は行われていなかったが、最近になって

NATO コンディショナリティが受容国の制度変更に与える影響を明らかにする研究成果が

出 始 め て い る 。 メ ル ニ コ フ ス カ （ Inna Melnykovska ） と シ ュ バ イ カ ー ト （ Rainer 

Schweickert）によれば、EU コンディショナリティが東欧諸国に与えた影響に関する説明

は、NATO にも適用可能であり、NATO も EU を補完する形で受容国の制度変更に影響を

与えていた 34。  

 EU と NATO のコンディショナリティを比較した研究としては、アイベト（Gülnur Aybet）

とビーバー（Florian Bieber）によるものがある 35。アイベトとビーバーは、これまでの

コンディショナリティに関する分析アプローチでは、紛争後国家におけるコンディショナ

リティの影響を明らかにできないと指摘している。紛争後国家には、統一された規範が存

在しないため規範の内部化ができず、合理的で一体となった政治エリートが存在しないた

め、合理的選択をするアクターがいない。したがって、合理的選択による説明もコンスト

ラクティビストによる説明も成立しない。  

 こうした観点に立ち、アイベトとビーバーはボスニアを事例として、NATO が関与した

軍改革と EU が関与した警察改革におけるコンディショナリティが与えた影響の違いを、

国際機関が当該改革分野に有する専門性の違いから説明している。軍改革が成功したのは

NATO が軍改革分野に高い専門性を有していたからであり、警察改革が失敗したのは EU

が警察改革に関して低い専門性しか持っていなかったからだと結論づけている。そして、

EU の専門性が低かったのは、EU 加盟条件の中に警察関連の規定がなかったことが影響し

ている。  

                                                  
3 2 Richter,  Solveig,  “Two at One Blow? The EU and Its Quest for Security and Democracy by Political 
Conditionality in the Western Balkans,” Democratization, Vol.  19, No. 3, 2012, p.  509. 
3 3 Vachudova, Milanda A.,  Europe Undivided: Democracy, Leverage, and Integration After Communism, 
Oxford University Press, 2005, chap. 8.  
3 4 Melnykovska, Inna and Rainer Schweickert, “ NATO as an External Driver of Institutional Change in 
Post‐ Communist Countries,”  Defence and Peace Economics,  Vol.  22, No. 3,  2011, pp. 288–291. 
3 5 Aybet,  Gülnur and Florian Bieber,  “From Dayton to Brussels:  The Impact of EU and NATO Conditionality 
on State Building in Bosnia & Hercegovina,” Europe-Asia Studies,  Vol.  63, No. 10, 2011, pp. 1911–1937. 
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2. 先行研究の問題点  

 国家建設においては、短期的な目標から長期的な目標への移行と、当事国の合意形成の

促進という 2 点を達成しなければならない。コンディショナリティによる国家建設は、そ

れらの問題を解決する可能性を秘めている。  

 しかし、西バルカンのコンディショナリティ研究については、民族や政党といった政府

内のアクターを見る視点が欠けているように思われる。コンディショナリティを合理的選

択アプローチで分析する際、これまでは政府を一つのアクターとして見ていた。シメルフ

ェニヒは政党の選好を見ている点で国内アクターにも注目している。だが、コンディショ

ナリティを国際機関と政府の間のプロセスと捉えているため、基本的には政府を一つのア

クターとして扱っている。また、フレイバーグとリヒターの指摘を西バルカンの他の国や

地域に適用する場合、政府を一つのアクターとするのではなく、より細かい単位（民族や

政党）をアクターとした分析が求められる。  

 アイベトとビーバーは、ボスニアでは政府が一枚岩になっていないことを指摘している。

そして、政府が一枚岩ではないが故に、既存のコンディショナリティ研究ではボスニアの

事例を説明することは不可能だと主張している。では、政府ではなく民族や政党をアクタ

ーとした場合、コンディショナリティの作用はどのように説明できるのだろうか。アイベ

トとビーバーの研究は既存の研究の限界を指摘した後に、EU と NATO の違いからコンデ

ィショナリティを分析しており、政府内のアクターを見てはいない。  

 リヒターやバチュドワの研究からは、EU が西バルカンで行うコンディショナリティは

中東欧とは異なることが指摘されている。こうした指摘は、コンディショナリティの作用

を国内レベルで見る際に考慮しなければならない。また、NATO については、シメルフェ

ニヒは受容国が強い魅力を感じる（報酬が高い）という意味で、EU 加盟と NATO 加盟を

同列に扱っている。また、メルニコフスカとシュバイカートの指摘を踏まえれば、コンデ

ィショナリティの作用を見る上で、EU と NATO は同じメカニズムで議論できる。  

 総じて、これまでの研究は政府を一つのアクターとして捉え、民族や政党といった民族

内のアクターを分析に捉えようとしてこなかった。他方、西バルカンには、民族対立や国

家性の問題によって、合意形成ができないという問題を抱えている国や地域が存在する。

こうした事例を見る際には、必然的に民族をアクターとして捉えなければならない。また

フレイバーグとリヒターが指摘しているように、民族アイデンティティが変化するものな

らば、民族内に民族アイデンティティについて多様な意見が存在している可能性がある 36。

その場合は、民族内のグループをアクターとして見なければならない。  

 

3. 研究の目的と意義  

 以上を踏まえ、本研究ではコンディショナリティによる国家建設が作用するプロセスを、

民族や政党といった受容国内のアクターの動向に着目して明らかにすることを目的とする。 

 では、政府内のアクターに注目してコンディショナリティによる国家建設を分析するこ

とに、どのような意義があるのだろうか。まず、国家建設において当事国が抱えている問

                                                  
3 6 Freyburg and Richter,  “National Identity Matters:  The Limited Impact of EU Political Conditionality in 
the Western Balkans,” p.  267. 
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題の解消にコンディショナリティが寄与しうることを明らかにするためには、ドナーが条

件に定めた改革案件において合意が形成される、あるいは合意形成に失敗するまでのプロ

セスを追わなければならない。その際のアクターは、民族や政党、個々の政治家である。

つまり、民族や政党を見なければ、合意形成に対してコンディショナリティが与えうる影

響を見ることはできない。  

 また、国家建設において国際社会が抱える問題の解決にコンディショナリティが寄与し

得ることを明らかにするためにも、コンディショナリティが受容国内でどのような働きを

しているのかを理解しなければならない。特に政府内アクターとの関係では、ドナーが条

件を設定した際に、民族や政党はどのような反応をするのか。そして、その反応は後に変

化するのか。ドナーが条件を変化させた場合、民族や政党はどのように動くのか。政府内

アクターに注目してプロセスを分析することで、こうした点が明らかになれば、ドナーが

条件を設定する際の教訓が得られる。  

 もっとも、コンディショナリティの作用プロセスを明らかにするだけでは、国家建設に

おいて国際社会が抱える問題を解決するための戦略は導けない。国際社会が抱えている問

題とは、短期的な目標から長期的な目標への移行である。コンディショナリティによって

移行を順調に進めるためには、コンディショナリティによる国家建設が高い確率で成功し

なければならない。したがって、どういった状況下でコンディショナリティは有効に機能

し、どういった状況下では期待した成果を発揮し得ないのか、といった点を明らかにしな

ければならない。そして、有利な条件を揃えることでコンディショナリティによる国家建

設を進めることができれば、短期的な目標から長期的な目標への移行が可能となるだろう。 

 有利な条件を抽出するためには数多くの事例を扱った計量分析が最も適している。他方、

プロセスを理解するためには少数事例の過程追跡が有効である。そして、本研究はコンデ

ィショナリティの作用プロセスを明らかにすることを目的としているため、過程追跡を行

う。そのため、有利な条件と不利な条件については、本研究で扱う事例からそれらの条件

となる可能性のある要素を指摘するに留める。  

 

4. 事例選択  

 本研究の事例を選択するにあたり、望ましい条件は第一にコンディショナリティによる

国家建設が行われていること、第二にコンディショナリティが作用する前提条件として報

酬である国際機関への加盟に対し民族の枠を越えた支持が存在すること、第三に国家建設

が抱える出口戦略や合意形成の困難さという問題を抱えていること、第四に、先行研究の

蓄積があるという観点から西バルカン地域の国であること、である。  

 以上の条件を踏まえ、本研究ではボスニア・ヘルツェゴビナ（以下、ボスニア）を事例

として取り上げる。詳しくは第 2 章で述べるが、ボスニアは上述の条件全てを満たしてお

り、特に出口戦略や合意形成の問題は深刻なものがある。平和構築や国家建設の研究にお

いて非常に高い頻度で登場する事例であるにも関わらず、ボスニアでの活動を今後どのよ

うに進めていくべきかについて、明確な方向性が打ち出せていない。また、多極共存型民

主主義体制を導入した結果、競り上げの発生による民族対立が深刻化しており、国家性の

問題に悩まされている。そこで本研究では、ボスニアを事例に国家建設におけるコンディ

ショナリティの作用プロセスを明らかにすることで、本研究の問題意識のみならずボスニ
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アの国家建設の進むべき方向性についても示唆を得ることを目的とする。  

 国家建設の具体的な事案については、NATO 加盟プロセス前進の条件であった軍改革、

EU 加盟プロセス前進の条件だった警察改革、さらに合意形成を困難にしている制度的要

因の緩和に取り組み、将来的な EU 加盟において必要とされる憲法改革を取り上げる。こ

れら 3 つの事例においてコンディショナリティはどのように作用したのか、本研究ではこ

の問題に答えたい。  

 

5. 論文の構成  

 以上のような問題意識に基づき、本論文では第 1 章で国家建設におけるコンディショナ

リティの作用モデルを提示する。第 2 章ではボスニアの国家体制や国家建設について詳述

することでボスニアでの国家建設が抱えている問題を明らかにする。第 3 章から第 5 章は

事例分析として、コンディショナリティによる国家建設の事例である軍改革、憲法改革、

警察改革を取り上げ、分析モデルを適用しつつ各事例の経緯を描く。続く第 6 章では前 3

章の事例分析を踏まえた比較分析を行い、分析の視点に対する分析結果を導く。最後に結

論では、本研究のまとめとインプリケーション、今後の課題について触れる。
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第1章 分析モデル  
 

1. はじめに  

 本章では、複数の事例に統一的な分析を行うために、コンディショナリティによる国家

建設の作用プロセスを分析するモデルを構築する。本研究の目的は、国家建設においてコ

ンディショナリティが作用するプロセスを明らかにすることである。プロセスに注目する

モデルであるため、本章で提示するモデルはドナーや受容国内のアクターの動きを追う動

的なモデルとなる。シメルフェニヒのモデルに依拠し、そこに先述の様々な研究成果を組

み合わせることで、分析モデルを構築する。  

今回のモデルでは国内に複数の民族を抱えている国家を想定している。したがって、フ

レイバーグとリヒターが指摘した民族アイデンティティを規準とした条件の評価は、国家

レベルではなく、民族レベルで行われることを想定している。  

 ここで扱うコンディショナリティとは前章で提示した加盟コンディショナリティである。

従って、国家建設によって国際社会が目指しているのはドナーである国際機関に加盟でき

るような国家体制の構築である。つまり、国際社会が掲げる民主主義等の規範に基づきつ

つ、ドナーが望む形での国家制度を構築しなければならない。  

 他方、本研究ではコンディショナリティを受容国が一方的に条件を受け入れるプロセス

とは捉えていない。バチュドワが指摘したように、コンディショナリティによる国家建設

では条件が変化する可能性がある。そこで本モデルでは、ドナーと受容国の民族や政党と

の間で条件を巡る駆け引きが行われることを想定している。  

 なお、以下のモデルでは民族内の各政党の立場の組み合わせが民族の立場を決定し、民

族の立場の組み合わせによって受容国として条件を受け入れるか否かが決定されると想定

している。つまり、政党の立場の変化が条件受入れないし拒否に繋がるプロセスを説明す

ることが目的である。政党の立場を独立変数とし、民族の立場や受容国としての立場を従

属変数として扱っている。そのため、政党が立場を決定した理由については分析の範囲外

となっている。それに関しては、各事例において個別に説明を加えることとしたい。  

 

2. 前提条件  

 本研究における分析モデルは、コンディショナリティによる国家建設の作用プロセスを

分析するものである。条件に魅力がなければ、コンディショナリティは機能することがで

きない。そこで、本研究の分析モデルでは、受容国において報酬に対して民族の枠を超え

た広範な支持が存在することを前提としている。ドナーである国際機関が提供する報酬を

望む声がなければ、それは報酬に魅力がなく条件の受け入れコストが高すぎることになる。

そうなれば、改革を達成するために妥協するインセンティブはない。また、国際機関への

加盟を望むのが特定の民族のみであった場合、加盟を支持していない民族にとって受け入

れコストが高すぎることになる。  

 また、報酬に対する広範な支持があれば、民族間の対立が即座に国家性の問題につなが

ることが、ある程度抑制されると考えられる。序論で述べた通り、紛争後国家では「亀裂

を跨ぐ愛着」が失われているために民族対立が国家性の問題に繋がりやすい。しかし、報

酬に対する支持があれば、条件として課された国家建設において民族間での政治対立が先
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鋭化しても、即座に国家からの独立といった国家性の問題の発生にはつながらない。もち

ろん、国家性の問題を完全に抑制できるわけではない。報酬と無関係の事例においては、

報酬に対する支持があっても何ら抑制効果を発揮することはできない。報酬に対する支持

によって抑制できるのは、あくまで報酬に対する条件として課された国家建設事例におい

てのみである。  

 

3. 分析のレベル  

(1) 国際レベル  

 本研究の分析モデルでは、3 つの分析レベル（国際、民族間、政党間）を設定する。国

際レベルにおけるアクターはドナーである国際機関と受容国である。  

 コンディショナリティの出発点はドナーによる条件と報酬の設定である。その際、条件

と報酬が、受容国の政治エリートにとって釣り合ったものと見做される必要がある。つま

り、改革の受入コストに見合った報酬を設定しなければならない。しかし、ドナーが条件

を設定する時点では、受容国の政治エリートが報酬と条件のバランスをどのように判断す

るか、予め知ることはできない。したがって、ドナーは受容国の政治エリートが条件と報

酬のバランスをどう判断するかを予想して、条件と報酬を設定しなければならない。  

例えば、全ての民族が反対するような条件を設定した場合、コストが高すぎて報酬と釣

り合わないという事態を招くだろう。したがって、少なくとも 1 つの民族が賛成するよう

な条件を設定することが望ましい。また、全ての民族が報酬を与えなくても賛成するよう

な条件を設定することは、報酬の無駄遣いになる。つまり、受容国の政治エリートにとっ

て、報酬がなければ反対するが報酬の対価となるならば賛成するような条件の設定が好ま

しい。  

 ドナーは条件と報酬を設定する排他的な権限を有している。しかし、このことは条件と

報酬が不変であることを意味している訳ではない。条件とされた改革案件において合意の

実現が非常に困難であるとドナーが判断すれば、条件が緩和されることもあり得る。反対

に、当初設定した条件が容易に達成される見通しであれば、条件を厳しくすることもあり

得る。このように、条件と報酬の変化はドナーが現地の政治情勢をどのように認識してい

るかに大きく影響される。  

 ドナーはまた、現地政治エリートによる改革合意が自らの定めた条件を満たしているか

否かを判断する一義的な権限を有する 1。条件となった改革に関して現地政治エリートが合

意した内容が、条件を満たしているかはドナーの判断次第である。このことは、どのよう

な合意内容をもってして条件達成と見做すかという点において、ドナーの条件が変化の余

地を残していることを意味している。ある改革案件を条件から外す、ないしは新たに条件

に加えるといった条件そのものの変更は、コンディショナリティの信頼性を損なうことと

なりかねない。他方、条件の基準を変化させることは信頼性をそれほど損なわずに実施す

ることができる。  

 このように、国際レベルにおいてドナーは非常に強い権限を持っている。条件と報酬を

設定し、条件を満たしているかを判断する権限を持っているドナーに対し、受容国は条件

                                                  
1 EU は他の国際機関等が定めた規則の遵守などを条件にすることもある。  
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と報酬のバランスを巡る駆け引きを展開する。つまり、受容国はドナーに対し報酬に対し

て条件達成のコストが高すぎることをアピールし、条件の引き下げを狙う。コンディショ

ナリティによる国家建設では、ドナーが定める条件はドナーが望む受容国の姿を反映して

いる。つまり、受容国が条件を受け入れなかった場合、ドナーにも自分達が望む形で国家

建設が進められないというリスクが生じる。受容国は、そこにつけ込んでコストとベネフ

ィットのバランスが悪いとして条件引き下げを狙う可能性がある。  

 受容国が仕掛けてくる駆け引きに対し、ドナーは報酬に対する支持を利用して受容国に

条件受け入れを迫る。受容国による駆け引きは、条件受け入れのコストが高すぎるために

合意が成立しないことをアピールすることである。しかし、ここでドナーが、条件を引き

下げず報酬を与えないことを決定すると、受容国は報酬獲得の機会を逃してしまう。つま

り、受容国による駆け引きは、受容国にとって報酬を逃すというリスクを伴っているので

ある。そして報酬に対する支持が高ければ、報酬を逃すことによるコストが高くなる。ド

ナーはこの点を利用し、受容国に対して、報酬を逃す可能性を示唆することによって条件

受け入れを迫る。  

 以上のように、国際レベルではドナーと受容国との間で条件の提示と、それに続く条件

を巡る駆け引きが行われている。  

 

(2) 民族間レベル  

 国際レベルでは受容国を一つのアクターとしていたが、民族間レベルでは各民族の総体

として受容国政府が存在していると想定している。  

 受容国内のアクターが一体として行動する場合、コンディショナリティの作用は国際レ

ベルで説明できる。他方、受容国が複数民族で構成され一枚岩ではない場合には、受容国

における民族集団を個々に見る必要がある。その場合、国際レベルで触れた条件を巡るド

ナーとの駆け引きは、国家を一つのアクターとして行われるのではなく、各民族とドナー

との間で行われることとなる。  

 ドナーが条件を設定した後、受容国の各民族は各々の利益に照らし合わせて条件に対す

る立場を決定する。この立場は条件設定の後に行われる交渉における各民族の初期反応と

なる。そこで、民族間で賛成・反対が分かれた場合、多極共存型民主主義では各民族に拒

否権が与えられているため、合意が成立することはない。その際、ドナーが反対している

民族に圧力をかけることは考えられる。しかし、民族間レベルにおいて、条件受け入れに

賛成している民族が反対している民族を非難しても、それのみでは圧力として機能し得な

い。なぜなら、序論で述べたように、多極共存型民主主義において各民族の政治エリート

は、自民族の支持のみを必要としているため、他民族の意見を聞く必要がないからである。

したがって、反対している民族に妥協を受け入れるインセンティブを与える方法は、民族

レベルでは存在しない。もし、反対している民族が妥協に応じた事例があった場合、その

民族の行動の変化を民族レベルで説明することはできない。  

 その一方で、報酬に対する民族を超えた支持が存在するため、改革に反対する民族であ

っても交渉開始には応じるだろう。交渉にすら参加しないのであれば、条件を達成し報酬

を得ることを期待する有権者からの支持を失い、また、国際社会からの批判に晒されるこ

とになる。交渉の進捗を見た上で、民族主義的な政策をとり交渉から離脱することは考え
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られるが、交渉そのものに最初から参加しないという選択はリスクが大きすぎる。  

 ドナーが条件を緩和させる可能性があるということは、改革に反対する民族にとって反

対姿勢を貫こうとするインセンティブとして働く。強固な反対によって改革合意が不可能

とドナーが判断した場合、条件の緩和が引き出せるかもしれないからである。このインセ

ンティブが働くことによって、民族間での合意は簡単には実現しない。そして、民族間で

の合意が成立しないことが、国際レベルにおいて条件達成のコストが高すぎるとアピール

することに繋がる。そして、ドナーが条件を緩和させた場合には、再び民族間レベルにお

いて反対するインセンティブを生み出す可能性がある。  

 他方、改革に反対している民族が、ドナーが条件を緩和させないと判断した場合、その

民族は改革に賛成するか反対を継続するかを判断しなければならない。反対を貫いた場合

には、ドナーや他の民族から非難されることに加え、報酬を逃すこととなる。賛成に転じ

た場合、報酬を得ることはできるが、改革に反対している有権者の支持を失うかもしれな

い。この時の民族の行動は、後述の政党間レベルでの動きによって決定される。  

 このように民族間レベルでは、各民族が初期反応の設定と国際レベルを通じた条件緩和

を巡る駆け引きを行っている。駆け引きの中で国際社会が条件を緩和すれば、改革に反対

する民族は更なる条件の緩和を引き出そうとするため、改革の実現が困難になる。また、

条件の受け入れに反対している民族の行動を変化させる方法は民族間レベルには存在しな

い。したがって、受容国が条件を受け入れるか否かは、反対している民族内の政党の動き

にかかっている。  

 

(3) 政党間（民族内）レベル  

 最後の政党間レベルでは、ある民族を複数の政党から成るものと想定している。その場

合、条件の緩和を巡る駆け引きはドナーと各政党の間で行われる。さらに、政党間レベル

では民族内での各政党間の支持獲得競争が繰り広げられている。  

 各民族をより詳細に見ると、そこには複数の政党が存在している場合が多い。そして民

族紛争後に存在している政党は民族主義政党であることが多い。民族主義政党にとり、選

挙における得票の最大化は自民族からの支持獲得の最大化を意味する。つまり、民族内で

の政党間の支持獲得競争は民族を代表する政党を決める争いとなる。したがって、ドナー

が条件に課していない案件を巡る支持獲得競争は、基本的に民族主義的な色彩を帯び、競

り上げが発生することとなる。  

 ドナーがある改革案件を条件に設定すると、競り上げによる急進化のみだった支持獲得

競争に、競り上げを止め条件を達成すべく妥協するという新たな選択肢が加わる。ある民

族の利益と条件達成が矛盾しない場合、民族の利益と条件達成はトレードオフの関係にな

いため、その民族の政党はジレンマに悩まされることはない。では、この場合、当該政党

は競り上げを行うのだろうか。まず、競り上げによる急進化が発生するのは、急進化する

余地がある場合である。他方、条件の受け入れにおいて、ドナーが提示した条件以上の妥

協をする必要はない。つまり、条件達成においては、条件の無条件受け入れ以上に急進化

することはない。そして、民族の利益と条件達成が矛盾しない場合、その民族は無条件で

条件達成を支持するだろう。したがって、民族の利益と条件達成が矛盾しない場合、その

民族は競り上げを行わないと考えられる。  
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他方、民族の利益と条件達成が相容れない場合、両者はトレードオフの関係になるため、

当該民族の各政党は民族主義に訴えて競り上げを行うか、競り上げを抑制し条件達成を目

指すかの選択を迫られる。そして、各政党の選択によって民族の立場が決定される。もし、

競り上げを支持する政党が民族の議席の過半数を有していれば、民族の立場は競り上げに

なる。逆に、過半数が条件達成を支持していれば、民族の立場は条件達成となる。  

 各政党の選択を他党との関係から考えてみたい。競合する２つの政党がいる場合、第 1

党と第 2 党は相手と同じ戦略を採る（同調戦略）か、異なる戦略を採ることによって差別

化を図る（差別化戦略）かという 2 つの選択肢を持っている。差別化戦略では、第 1 党が

民族主義的な政策を主張している場合、それに対し第 2 党は条件達成を打ち出す。そして

第 1 党が民族主義を煽ることで条件達成を阻害していると非難し、それによって自政党へ

の支持拡大を図る。その結果、第 1 党は票を奪われないように条件達成をも目指している

ことを示す（妥協に応じる）必要に迫られる。逆に第 1 党が条件達成を支持する場合、第

2 党は民族の利益に反して他民族に協力したとして第 1 党を批判し、競り上げを仕掛ける。

それに対し第 1 党は、競り上げに対処すべく民族主義的な行動をとる必要に迫られる。  

 同調戦略では、第 1 党が民族主義的な主張をしている場合、第 2 党も同様の主張を行う

ことで自党への支持を確保しようと試みる。その場合、第 2 党は、差別化戦略をとる場合

と異なり第 1 党と同じ主張をするため、条件達成を望む有権者の票は期待できず、民族主

義を支持する有権者の票を第 1 党と奪い合う形になる。第 1 党が条件達成を支持し、第 2

党が同調戦略を選択した場合も、条件達成を望む有権者の票を 2 党で奪い合うことになる。

こうした戦略が有効なのは、民族の有権者の支持が民族主義と条件達成のいずれかに傾い

ている場合である。他方、民族主義と条件達成への支持が拮抗している場合には、差別化

戦略も有効な選択となる。  

 最後に、民族の利益と条件達成が相容れない民族の政党が、条件達成を選択することは

一見すると自滅行為のように映る。しかし、シメルフェニヒも言及しているように、各ア

クターは自分達の行動を最も都合の良いように解釈する。つまり、上記の例で条件達成を

選択した政党は、条件を達成して報酬を得ることこそが民族の利益に繋がると主張するだ

ろう。他方で、同じ民族内で条件受け入れの反対を主張する政党は、条件達成は民族の利

益にならないと訴えるだろう。このように、民族の利益そのものを各政党が都合良く解釈

する結果、唯一絶対の民族の利益というものは存在しなくなる 2。  

 このように政党間レベルでは、コンディショナリティによって政党が支持を獲得する選

択肢が増える。それにより、第 1 党と第 2 党が差別化戦略と同調戦略を選択しながら支持

の最大化を目指す。そして、民族の立場を第 1 党と第 2 党の総和だとすると、第 1 党が過

半数の議席を有していれば第 1 党の立場はそのまま民族の立場となる。他方、第 1 党が過

半数の議席を有していない場合は、第 1 党と第 2 党が選択する賛成・反対の組み合わせに

よって、民族間レベルにおける各民族の立場が決定される。  

 

4. 3 レベル間の相互作用  

 以上の内容をまとめると、コンディショナリティが民族間の対立構造を変化させるプロ

                                                  
2 フレイバーグとリヒターも民族の利益が常に変化するものであると指摘している。 Ibid. 
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セスは図 1-1 のようになると考えられる。  

 まずドナーによって条件と報酬が設定される。これに対し、受容国内で条件と民族の利

益が一致する民族は賛成を、一致しない民族は反対を表明する（初期反応）。しかし、条件

と民族の利益が一致しない民族内では、各政党が競り上げか条件達成かという選択を迫ら

れる。この場合、交渉の場において、民族主義に訴えて妥協を拒否する場合と、民族の利

益が損なわれるとしても条件達成を支持し妥協に応じる場合が考えられる。しかし、交渉

の初期段階ではドナーが条件を緩和する可能性が残されているため、妥協を拒否する可能

性が高い。ここでドナーによって条件が緩和されれば、合意の成立は容易になる反面、コ

ンディショナリティの信頼性は大きく損なわれる。また、更に条件が緩和される可能性が

あるため、各民族ないし政党とドナーである国際社会との間で条件を巡る駆け引きが繰り

返される。  

 

図 1-1：コンディショナリティの作用プロセス  

 
筆者作成。  

 

 ドナーが条件を緩和する可能性がないと各政党が判断した場合、条件と民族の利益が一

致していない民族内の各党は、いよいよ民族主義に訴えて競り上げを行うか、条件達成の

ために競り上げを抑制し妥協するかを選択せねばならなくなる。ここで、第 1 党の立場を

大文字一文字で記述し、競り上げ O（Outbidding）、条件達成 C（Compromising）とし、

第 2 党の立場をそれぞれ小文字一文字で記述し o、c とした場合、2 つの政党の立場の変化

は (O, o)から始まり、以下表 1-1 のように示される。  

 表 1-1 において、ある制度改革がドナーによって条件とされるまでは、両党ともに立場

は競り上げである（O, o）。ドナーが制度改革を条件に設定すると、民族の利益と改革の内

容が一致しない民族内において、政党の採る立場に条件達成が加わり、想定される組み合

わせは 4 通りになる。なお、この時点で民族の利益と改革の内容が一致するか否かで、各

民族の条件に対する民族間レベルでの初期反応が決定する。  

 



 
 

23

表 1-1：政党の立場  

 第 2 党の立場  

競り上げ o 妥協 c 

第 1 党の立場  競り上げ O (O, o) (O, c) 

条件達成 C (C, o) (C, c) 

筆者作成。  

 

政党間レベルにおける組み合わせを見ると、(C, c)の組み合わせになった時が最も他民族

との妥協が成立する可能性が高まる。しかし、第 1 党と第 2 党の立場は常に変化し、4 通

りの組み合わせも同様に変化する。仮に民族数が 2 で、4 つの組み合わせのいずれかにな

る確率が単純に 1/4 だとする。その時、両民族で（C, c）の組み合わせが生まれる確率は

1/16 となる。このように考えると、全民族が同じタイミングで (C, c)の組み合わせに至る

ことは容易ではない。他方、2 民族だとしても片方の民族において民族の利益と条件が一

致していれば、その民族は（C, c）を維持し続ける。この場合、両民族において（C, c）

となる確率は 1/4 である。したがって、民族の利益と条件達成が矛盾しない民族が多い方

が、妥協成立の確率は高くなるだろう 3。  

このことは、国際レベルにおいてドナーが条件を決定する上で影響を及ぼす。つまり、

ドナーが条件を設定する際には、条件と民族の利益が矛盾する民族が少なくなるように設

定した方が妥協成立の確率が上がる。他方、全民族が即座に賛成するような条件設定では、

ドナーは報酬を無駄に渡してしまうことになり、ドナーにとって好ましくない。また、全

民族が反対するような条件設定では、条件達成は現実的に不可能である。条件受け入れに

影響を与えるのは、条件の内容だけではない。報酬が持つ魅力も民族ないし政党が立場を

決定する際に影響を与える。その意味でドナーは、民族や政党が条件を受け入れてでも得

たいと思うような報酬を設定しなければならない。報酬に魅力がなければ、条件受け入れ

に反対する民族内の政党にとって、他の党の立場に関係なく競り上げを行うことが最適解

となるからである。  

話を政党間レベルに戻そう。第 2 党は第 1 党の座を奪取すべく、第 1 党の政策を批判す

ると共に差別化戦略をとると仮定した場合、第 1 党と第 2 党が同じ立場でいること (O, o）

(C, c)は第 2 党にとって好ましい状態ではない。したがって、第 2 党は第 1 党が立場を変

えないと見るや自分達の立場を変える可能性がある。この場合、想定される組み合わせは

(O, c)と (C, o)である。  

第 1 党は立場を異にする第 2 党からの突き上げに対応しなければならない。何も策を講

じなければ第 1 党の座を奪われる危険があるからである。この時に第１党が採る可能性の

ある戦略は、第 2 党を批判し差別化を図るか、第 2 党の立場に（部分的あるいは完全に）

同調するかである。 (O, c)と (C, o)のそれぞれに対して第１党が差別化を図った場合、状況

に変化はない。では、この組み合わせの時、民族の立場はどちらになるのか。第 1 党が過

                                                  
3 他民族との妥協が成立するのは（ C, c）だけではなく、（ C, o）の場合にも起こりうる。（ C, o）も考慮した場合、

ある民族が（ C, c）ないし（ C, o）となる確率は 1/2 であり、 2 民族で（ C, c）ないし（ C, o）となる確率は 1/4 で

ある。仮に 1 民族が（ C, c）ないし（ C, o）で固定されていれば、 2 民族で（ C, c）ないし（ C, o）が成立する確

率は 1/2 となるため、やはり民族の利益と条件達成が矛盾しない民族が多い方が妥協成立の確率は高くなる。  
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半数の議席を有していれば、 (O, c)の場合の民族の立場は競り上げ、 (C, o)の場合は条件達

成となる。第 1 党が同調を選択した場合 (O, c)は (C, c)となり、 (C, o)は (O, o)となる。この

場合、民族の立場はそれぞれ条件達成と競り上げとなる。  

次に、第 1 党が先に立場を変更する場合、その組み合わせは (O, c)と (C, o)となる。これ

に対して第 2 党が同調戦略を採れば (O, c) は (O, o)に、 (C, o)は (C, c)となる。逆に差別化

戦略を採る場合は、 (O, c)と (C, o)のまま変化はない。  

以上を踏まえると、ある民族が妥協に応じる (C, c)場合は、いずれかの政党が条件達成を

支持し、もう一方の政党がそれに対して同調戦略を採った時である。この場合、(C, c)へと

至る経路は (C, o)を経由する場合と (O, c)を経由する場合に分けられる。また、組み合わせ

が (C, o)となった時は、第１党が単独で民族内での過半数の議席を有していれば妥協が生

まれるだろう。  

そして全ての民族において（C, c）ないし（C, o）が成立した時、民族レベルにおいて

民族間での妥協が成立し、条件受入れが実現する。  

 

5. 分析の視点  

 本研究の目的は、国家建設においてコンディショナリティが作用するプロセスを明らか

にすることである。そこで上述の内容を踏まえ、本研究では具体的に 2 つの分析の視点を

設定し、それらに注目して事例分析を行う。  

 第一にドナーによる条件の変化が協議プロセスに与える影響である。分析モデルの通り

であれば、条件と民族の利益が矛盾する民族は、条件の緩和を引き出すべく改革に強く反

対する。そこで条件が緩和されれば、再び条件の緩和を引き出すべく反対の立場をとるこ

とが繰り返され、プロセスが長期化すると考えられる。他方、条件の緩和がなければ、条

件となっている改革事案に反対の民族は競り上げか条件達成かの選択を迫られるため、妥

協の可能性が生じる。つまり、条件を緩和すれば妥協のインセンティブは低下しプロセス

が長期化するが、条件が緩和されなければ妥協のインセンティブが高まると考えられる。  

 第二に、妥協へ至る経路である。(C, c)となり妥協が成立した場合、各民族内の政党の立

場はどのような変遷を経て (C, c)へと至ったのか。分析モデルでは、 (C, o)において第 2 党

が同調戦略を採った場合と、 (O, c)において第 1 党が同調戦略を採った場合に (C, c)の組み

合わせが実現する。では、実際にはどちらの経路において (C, c)へと到達するのだろうか。 

なお、第 1 党が民族の過半数の議席を有している場合、（C, o）においても当該民族は条

件受入れに応じたことになる。その場合、（C, o）へと至る経路は（O, o）から第 1 党が差

別化戦略をとった場合と、（C, c）において第 2 党が差別化戦略をとった場合である。しか

し、後者については（C, c）となった時点で条件受入れが決定しているため、（C, c）へ至

った経路を明らかにすることが焦点となる。つまり、（C, o）において合意が成立した場合、

そこへ至る経路としては（O, o）から（C, o）へ至る場合のみが考慮されることになる。

しかし、（C, o）への経路が一つしかないのであれば、（C, c）へ至る場合のように経路を

見ることに意味はなくなる。したがって、合意へ至る経路としては（C, c）へ至る経路の

みを見ることとする 4。  

                                                  
4 このことは、事例分析において、第 1 党が過半数の議席を有しており（ C, o）が成立した場面を除外するという

意味ではない。事例分析においては過半数を有する第 1 党が妥協に応じた場合、その理由や背景を記述する。他
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6. 研究手法  

 本研究の目的は、コンディショナリティによって政党の立場が変化し、その変化が受容

国としての条件受入・拒否に繋がるプロセスを明らかにすることである。したがって、そ

の目的を果たすためには個々のプロセスを細かく記述することが求められる。  

 本研究ではドナーである国際機関に対して民族を超えた支持が存在することを前提条件

としている。複数の事例を分析する上で、報酬への魅力を一定のものにコントロールして

おくことは、本研究では非常に重要となる。仮に事例毎に報酬への魅力が異なるのであれ

ば、合意の成立に影響を与えたのは報酬の魅力であるという結論が成立し得る。それでは、

複数の事例を同じ土俵で比較することはできなくなってしまう。そして報酬の魅力をコン

トロールするためには、同じ国の同じ時期における事例を扱うことは有効な手法である。  

 一国のみを扱うという手法に対しては、一般化に寄与しないという批判があるだろう。

しかし、これまで本研究と同じ視点からの研究が行われていないこと、更には報酬の魅力

を一定にして初めて作用プロセスを明らかにできることを考慮すると、本研究には十分な

意義があると考えられる。  

 以上のことから本研究は、一国における複数事例を分析する。上述のモデルを事例に適

用することで、国家建設におけるコンディショナリティの作用プロセスを明らかにし、分

析の視点で示した問いに対する答えを探る。事例を扱った章では、主に国際レベルと政党

間レベルに着目して、各事例におけるドナーの条件、政党の動き、交渉の経緯を記述する。

民族間レベルは条件に対する初期反応を見る際などに触れるが、基本的に民族単位での立

場は民族内の各政党の立場によって決定されると想定している。各章の最後では、それま

での内容をまとめつつモデルに基づいた分析を行う。  

 事例分析における資料としては、LexisNexis に収蔵されている現地報道の英訳や官公庁

発行の現地語資料、国際機関発行の英語資料を使用している。LexisNexis に収蔵されてい

る現地報道は、新聞、雑誌のみならず通信社の報道やテレビ、ラジオを文字起こしして英

訳したものも含まれており、1 日あたり約 20〜30 件程度の分量である。このように網羅的

な情報は、本研究を行う上で十分な量と質を備えている。

                                                                                                                                                                     
方で、今回の分析モデルでは政党が立場を変化させた理由には踏み込まないため、モデルに基づいた分析の視点

としては、（ C, o）へ至る経路を扱わない。  
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第2章 ボスニアにおける国家建設とコンディショナリティ  
 

1. はじめに  

 本章の目的は３つある。第一に、ボスニアについて分析する上での基本情報を提示する

こと。第二に、基本情報を提示することで本研究の事例としてボスニアが適していること

を明らかにすること。第三に、分析モデルをボスニアに適用し次章以降の事例分析に備え

ること、である。そこで、以下では最初にボスニアの国家制度と国際社会の関与を概観す

ることで、序論で述べた国家建設の問題がボスニアに存在していることを示す。その後、

分析モデルをボスニアに適用し、事例分析を行う上での分析枠組みを提示する。  

 

2. デイトン合意における民族対立  

ボスニアは内戦の和平合意によって多極共存型民主主義体制が採用されたがために、民

族対立による国家性の問題や競り上げの発生といった問題を抱えることとなった。  

デイトン合意（平和のための包括枠組合意）は、3 年に亘る凄惨な紛争を終わらせると

同時に、紛争後のボスニアの国家体制を定めるものでもあった。現在のボスニア憲法はデ

イトン合意の付属文書第 4 として規定されている。ボスニアの主要民族は、ボシュニャク、

クロアチア系、セルビア系の 3 民族である。また、国家体制はボスニア連邦（Federacija 

Bosne i Hercegovine: BH 連邦）及びスルプスカ共和国（Republika Srpska: RS） 1という

2 つのエンティティ（構成体。BH 連邦は更に 10 のカントンに分かれている）から成る高

度に分権化した体制をとっている。BH 連邦は主にボシュニャク系及びクロアチア系が、

RS にはセルビア系が多く居住している。各エンティティは高い独立性を持ち、独自の行

政・立法・司法権限を与えられ、警察活動を含む治安維持も各エンティティの管轄となっ

ている。  

デイトン合意の交渉を行ったのは、1990 年に実施された共産主義体制後初の選挙で勝利

を 収 め 2 、 ボ ス ニ ア 紛 争 を 主 導 し た 民 族 主 義 政 党 で あ る セ ル ビ ア 民 主 党 （ Srpska 

Demokratska Stranka: SDS）、クロアチア民主同盟（Hrvatska demokratska zajednica 

Bosne i Hercegovine: HDZ）、民主行動党（Stranka Demokratske Akcije: SDA）及び隣

国クロアチア、ユーゴスラビアの大統領だった。そして SDS、HDZ、SDA の 3 党は紛争

後もボスニアの政治を支配し続けることとなった 3。デイトン合意は、合意が成立した当時

の戦況を紛争当事者の利益にかなう形で固定させたものである 4。そこでは、国際社会のボ

スニアの平和構築への関与が決定づけられると同時に、強固な中央集権国家の建設を阻害

し、民族主義政党が政策決定過程を依然として支配することを可能にする複雑な政治制度

が生み出された 5。  

 
                                                  
1 スルプスカ共和国との日本語訳は外務省 HP（ http:/ /www.mofa.go.jp/mofaj/area/bosnia_h/data.html）にて使

用されているものに従った。  
2  1990 年選挙については以下を参照。久保慶一『引き裂かれた国家 -旧ユーゴ地域の民主化と民族問題』有信堂、

2003 年、 171–175 頁；月村太郎『ユーゴ内戦‐政治リーダーと民族主義』東京大学出版会、 2006 年、 40–43 頁。 
3  Manning, Carrie,  “Elections and Political Change in Post-war Bosnia and Herzegovina,” Democratization, 
Vol.  11, No. 2,  2004, p.  62. 
4 Weller,  Marc and Stefan Wolff,  “Bosnia and Herzegovina Ten Years After Dayton: Lessons for 
Internationalized State Building,” Ethnopolitics,  Vol.  5,  No. 1,  2006, p.  1.  
5 Chandler,  David, “From Dayton to Europe,” International Peacekeeping, Vol. 12, No. 3,  2005, p.  336. 
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(1) 多極共存型民主主義  

 デイトン合意によって生み出されたボスニアの国家体制は、国際社会の監督下における

多極共存型民主主義である。ボスニアは多極共存型民主主義が持つ 1) 大連合、2)拒否権

の保障、3) 比例制原理、4)自律性、という 4 つの特徴全てを持つ「多極共存型民主主義に

よる解決策の典型例」6である。例えば、拒否権の保障に関し、ボスニア憲法は「民族の死

活的利益（Vital National Interest）」と「エンティティ投票（Entity Voting）」という 2

種類の拒否権を規定している。「民族の死活的利益」に関し、ボスニア憲法には、ある民族

の議員の過半数が議会での決定を自民族の死活的利益を侵害するものと宣言した場合、当

該決定案はボスニア議会上院において全 3 民族の過半数の賛成を得なければ成立しないと

定められている 7。上院で 3 民族所属議員の過半数の支持を得られなかった場合、上院議長

は 3 民族から 1 名ずつで構成される合同委員会を開催して問題の解決にあたるが、合意形

成に失敗した際には憲法裁判所の判断を仰ぐことになる。憲法裁判所が民族の死活的利益

が侵害されていると判断すれば、その決定は無効となる。また、「エンティティ投票」とは、

議会での全ての決定は参加者の過半数によって行われるが、どちらか一方のエンティティ

所属議員の 3 分の 1 が賛成票を投じていなければならないとの規定である 8。エンティティ

所属議員の 3 分の 1 が賛成しなかった際には議会議長及び副議長が委員会を開催し、票決

から 3 日以内に両エンティティ議員の 3 分の 1 以上の支持を得られるよう試みる。委員会

の活動が失敗した場合、議会で再び票決が行われるが、当該決定が成立するためには各エ

ンティティ所属議員の 3 分の 2 以上が賛成しなければならない。  

比例制原理に関しても、ボスニアの国家元首に相当する大統領評議会（Presidency）は

各民族の代表各 1 名の計 3 名で構成され、ボスニア議会下院（House of Representatives）

42 議席の内 28 議席は BH 連邦から、14 議席は RS から選出されると規定されている 9。上

院（House of Peoples）も同様に 15 議席中 10 議席は BH 連邦から、5 議席は RS からの

選出となる 10。国家レベルの選挙で直接投票にて選出されるのは大統領評議会議員 3 名お

よびボスニア議会下院議員であるが、いずれについても有権者が居住するエンティティに

よって投票する相手に制限がある。BH 連邦に居住する有権者は大統領評議会議員選挙に

おいて、ボシュニャク系ないしクロアチア系候補にのみ投票可能であり、セルビア系評議

員候補に投票することはできない。こうした規定は、制度的に BH 連邦＝ボシュニャク系

及びクロアチア系、RS＝セルビア系との住み分けを固定化させる一因となっており、ボシ

ュニャク系及びクロアチア系政党は基本的に RS での票獲得を考える必要がなく、セルビ

ア系政党は BH 連邦居住の有権者に積極的に訴えかける必要はない。現状で各民族の政党

は自民族からの支持を得る事を最優先に考え、他民族からの票を必要としないため、選挙

期間に限らずほぼ全ての政治問題において、政治家は民族の利益を最優先し、大抵の場合

他民族に敵対的な立場をとることとなる。  

 

                                                  
6 Bose, Sumantra, Bosnia After Dayton:  Nationalist Partition and International Intervention, Hurst & 
Company, 2002, p.  216. 
7 Constitution of Bosnia and Herzegovina, 第 4 条 3 項 e 及び f .  
8 Ibid.,  第４条 3 項 d. 
9 Ibid.,  第４条 2 項。  
1 0BH 連邦の割り当て議席が RS の倍になっているのは、BH 連邦はボシュニャクおよびクロアチア系、RS はセル

ビア系のエンティティとして計算されているため。  
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(2) 民族対立と競り上げの発生  

多極共存型民主主義の理論は、民族分断を明示的に認識した上で政治エリートが協力す

ることによってのみ、異なる民族の共存が可能であるとの考えに基づいている 11。しかし、

ボスニアにおいて、お互いに銃を向けあっていた 3 民族が容易に協力できるとは考えられ

ず、「民族の死活的利益」や「エンティティ投票」によって自民族に都合の悪い決定を阻止

できるため、敢えて他民族と協調する必要性もない。民族対立が残っており制度的に他の

民族と協力する必要がないため、ボスニアでは競り上げを抑制することができず、民族主

義に訴えた政党が支持を得ている。  

 選挙結果を見ると、1996 年に実施された紛争終結後初の選挙で民族主義政党が勝利した

ことは、国際社会を落胆させることとなった。1996 年選挙で民族主義政党が勝利したこと

に関し、当時のホルブルック（Richard Holbrooke）米国務次官補は、「選挙によって戦争

を始めた分離主義者達の立場が強化されてしまった」が、それは「戦争を始めた人々によ

って支配されているメディアによって悪化した雰囲気の中で選挙が行われた」ためだと述

べている 12。その後、2000 年の国政選挙において非民族主義政党であるボシュニャク系中

心の社会民主党（Socijaldemokratska Partija Bosne i Hercegovine: SDP）が SDA を抑

えてボシュニャク系の第 1 党となったが、2002 年には再び SDA が第 1 党の座に返り咲い

た 13。  

また、2006 年の大統領評議会議員選挙では、当時現職のティヒッチ（Sulejman Tihić）

SDA 党首がシライジッチ（Haris Silajdžić）ボスニアのための党（Stranka za Bosnu i 

Hercegovinu: SBH）党首に 2 倍以上の得票差で敗れ、RS では SDS のチャービッチ（Dragan 

Čavić）党首が敗れ、独立社会民主主義者連合（Savez Nezavisnih Socijaldemokrata: SNSD）

のラドマノビッチ（Nebojša Radmanović）候補が当選した。SNSD は RS 国民議会選挙で

は過半数まで 1 議席に迫る勢いであった。SNSD が勝利した最大の理由は、ドディック

（Milorad Dodik）党首（RS 首相）による民族主義的言辞にあった。彼はモンテネグロの

独立に際し、モンテネグロと同様の権利を RS も有しているとして、同共和国の独立を問

う住民投票を実施すると発言した。そして、エンティティの廃止を主張しているシライジ

ッチがドディックに反論し、両者は民族主義的言辞の応酬を繰り広げた。また、この時期

に SBH と SNSD のライバル政党であった SDA と SDS が穏健化路線を取っていた。結果

として、他民族に対抗して競り上げを行った SBH と SNSD は勢力を拡大することとなっ

た。  

このように、ボスニアでは序論で指摘したような多極共存型民主主義の問題点が如実に

現れている。競り上げの結果、各民族の政党は主張を急進化させ、他の民族との対立を深

めている。更に、相互拒否権が保証されており他の民族との協力が必要ないため、競り上

げを抑制するようなインセンティブは働いていない。また、ドディックの住民投票発言に

代表されるように、ボスニアは常に国家性の問題を抱えている。  

ボスニアで多極共存型民主主義が導入された理由に関しベローニ（Roberto Belloni）は

「多極共存型民主主義の枠組みが 1995 年当時に合意できた唯一のものであり、未だに唯

                                                  
1 1 Caspersen, Nina, “Good Fences Make Good Neighbours? A Comparison of Conflict-Regulation Strategies in 
Postwar Bosnia,” Journal of Peace Research, Vol.  41, No. 5, 2004, pp. 570–571. 
1 2 Holbrooke, Richard, To End a War, Modern Library, 1999, p.  344. 
1 3 国政選挙は 2002 年までは 2 年毎に行われていたが、その後は 4 年毎になっている。  
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一の現実的な選択肢である」としている 14。また、ボーズ（Sumantra Bose）は「戦後の

ボスニアでは、民族の統合は幻想であり、国家の分割も同様に不可能であるため、多極共

存型民主主義が唯一の選択肢」であると指摘している 15。そもそもデイトン合意の交渉段

階から、当事者達が紛争を平和的手段によって解決しようとする意思と能力に欠けていた

ため、国際社会がデイトン合意の大半を作り上げることとなった 16。ウェラー（Marc Weller）

とウォルフ（Stefan Wolff）は、デイトン合意は国際社会による安全の保障に支えられつ

つ国家制度につき合意し、その中で紛争当事者は平和的、政治的そして民主的手段により

紛争の解決へと進み、全当事者にとって受け入れ可能な解決策を模索する「移行型紛争解

決」の先駆けであったと指摘している 17。つまり、デイトン合意は「戦争を終わらせるも

のであって、国家を建設するためのものではない」のだった 18。  

こうした指摘はウォルターの議論を支持している。コミットメント問題があるがゆえに、

デイトン合意では多極共存型民主主義体制が導入された。それは和平合意の履行に対する

コミットメントを確保し紛争を終わらせるためには有効だが、競り上げが抑制できないた

めに長期的な民族間の協調を促進するものではない。まさしくウォルターが指摘している

通り、「紛争を終わらせるのに良い体制が、長期的なガバナンスにとって良いものとは限ら

ない」のである 19。  

 

3. 国際社会の対応‐強権行使からコンディショナリティへ‐  

(1) 選挙の実施という出口戦略の頓挫から強権の付与へ  

 当初、国際社会はボスニアでの選挙実施を出口戦略として捉えていた 20。ボスニアに持

続可能な平和をもたらそうとする国際社会の努力は、真に競争的な選挙政治と市民社会の

変化が政治対立を緩和し民族主義を掲げない政党の誕生を促すとの考えに基づいていた。

国際社会の期待通りになれば、国家建設はボスニアの政治エリートが全面的に担い、自発

的に進められると考えられていた。その考えを実現するためには、民族主義政党の得票を

減らすべく有権者の選好を変える、もしくは民族主義政党の選好、戦略および行動を変え

る必要がある 21。上級代表事務所（Office of the High Representative: OHR）の活動を監

督する和平履行評議会（Peace Implementation Council: PIC）22は当初、選挙の実施によ

るボスニアの「民主的生誕」23をもって役目を終える考えでいた。しかし、1996 年選挙で

民族主義政党が勝利したことを受けて、PIC は「適切な」政治エリートを権力の座に据え

                                                  
1 4 Belloni,  Roberto, “Peacebuilding and Consociational Electoral Engineering in Bosnia and Herzegovina,” 
International Peacekeeping, Vol.  11, No. 2, 2004, p.  336. 
1 5 Bose, Sumantra, “The Bosnian State a Decade After Dayton,” International Peacekeeping, Vol.  12, No. 3,  
2005, p.  328. 
1 6 Weller and Wolff,  “Bosnia and Herzegovina Ten Years After Dayton: Lessons for Internationalized State 
Building,” p.  2.  
1 7 Ibid, p.  3.  
1 8 Ashdown, Paddy, “International Humanitarian Law, Justice and Reconciliation in a Changing World,” The 
Eighth Hauser Lecture on International Humanitarian Law, 2004, p.  15.  
1 9 Walter,  “Designing Transitions from Civil  War: Demobilization, Democratization, and Commitments to 
Peace,” p.  143. 
2 0 Manning, “Elections and Political Change in Post-war Bosnia and Herzegovina,” pp. 62–63.  
2 1 Ibid, p.  61.  
2 2 約 40 の国と約 20 の国際機関で構成される。実質的には運営委員会（ G８、EU、オランダ、トルコ（イスラム

諸国機構代表））において全ての案件が決定されている。以下 PIC とは PIC 運営委員会を指す。  
2 3 Peace Implementation Council ,  “PIC Florence Conclusions,” June 13, 1996, para. 27.  
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るための直接的な行動をとる体制を整えていった 24。  

 PIC はまず、OHR の撤退までに 2 年間の猶予期間を設け 25、1997 年には無期限延長お

よび上級代表に法の制定や公職者の罷免を含む強大な権限（ボン・パワー）を付与するこ

とを決定した 26。ボン・パワー付与の背景には、選挙において民族主義政党が勝利したこ

とと、その結果として政治家がほとんど合意できなかったことがある。ここに来て国際社

会は、自分達の期待が打ち砕かれたことを受けて、強権行使による国家建設を行う方針へ

とシフトした。しかし、ボン・パワーの行使は政治家の国際社会への依存を強めると同時

に、自分達で合意する必要性を奪ってしまった。皮肉にも、「民主的生誕」となるはずだっ

た選挙の実施は、責任ある民主的で説明責任のある制度の設立ではなく、現地政党からの

権限の剥奪に繋がり、ボスニアの自治と民主主義を損ねることになった 27。つまり、強権

行使による介入の結果として、民主的正統性の問題を抱えることになったのである。この

ようにして、ボスニアの国家建設に直接介入する意図のなかった国際社会は、強権的に国

家建設を行う体制を整えていった。そして、重度の介入の結果として序論で述べたフット

プリント・ジレンマや依存ジレンマ、民主的正統性の問題に直面することになり、出口戦

略が見えなくなってしまった。  

 

(2) コンディショナリティによるインセンティブ  

こうした強権行使による重度の介入から、欧州連合（European Union: EU）・北大西洋

条約機構（North Atlantic Treaty Organization: NATO）加盟コンディショナリティによ

る国家建設への移行は、2000 年のブリュッセルにおける PIC 会合によって確認された 28。

つまり、国際社会の介入の仕方が徐々に変化し始めたのである 29。例えば、2000 年に入り、

OHR や他の国際機関はボスニアの欧州化（Europeanization）という用語を使い始めた 30。

2001 年、上級代表は「欧州的（European）」と「普通（normal）」という言葉を結びつけ、

ボスニアは普通ではないとの含意を持たせつつ欧州化を普通の国への変革として位置付け

た 31。  

 

a. EU の関与増大と加盟プロセスの進捗  

表 2-1 にあるように、2000 年頃から EU はボスニアにおけるプレゼンスを高めている。

2002 年には上級代表が EU 特別代表を兼任することとなり 32、2003 年には EU 警察ミッ

ション（European Union Police Mission: EUPM）が、2004 年には EU 軍事部隊（European 

Union Force Althea）がボスニアに派遣されており、ボスニアにおける国際社会の関与は

2000 年前後から名実ともに EU を中心としたものに変容していった。EU は、ボスニアの

                                                  
2 4 Manning, Carrie,  “Political Elites and Democratic State-building Efforts in Bosnia and Iraq,” 
Democratization, Vol.  13, No. 5, 2006, para. para. 725. 
2 5 Peace Implementation Council ,  “PIC Paris Conclusions,” November 14, 1996. 
2 6 Peace Implementation Council ,  “PIC Bonn Conclusions,” December 10, 1997. 
2 7 Chandler, David, Bosnia: Faking Democracy After Dayton, Pluto Press,  1999, para. 194. 
2 8 Peace Implementation Council ,  “PIC Declaration -  Annex,” May 24, 2000. 
2 9 Chandler,  “From Dayton to Europe,” p.  337. 
3 0 Majstorović ,  Danijela,  “Construction of Europeanization in the High Representative’s Discourse in Bosnia 
and Herzegovina,” Discourse & Society, Vol.  18, No. 5,  2007, p.  631. 
3 1 Ibid, pp. 631, 648. 
3 2 OHR 設立時から、上級代表は EU 加盟国から選出し、ナンバー 2 に当たる筆頭副上級代表は米国から選出する

慣習となっている。  
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未来は EU の中にあるとしてボスニアの EU 加盟を後押ししていた 33。1999 年 5 月にはボ

スニアを含む西バルカン諸国に対する政策枠組みを安定化連合プロセス（Stabilisation 

and Association Process: SAP）として打ち出しており、その中核をなす安定化連合協定

（Stabilisation and Association Agreement: SAA）は EU 加盟プロセス最初の一歩と位置

づけられている。EU はボスニアに対し、EU との初の契約関係となる SAA 署名に向けた

技術的・政治的条件を課していた。政治条件は当初、16 項目にわたっていたが 34、その後

警察改革、旧ユーゴスラビア国際刑事法廷（ International Criminal Tribunal for Former 

Yugoslavia: ICTY）協力、公共放送改革、行政改革の 4 点に絞られ 35、最終的には警察改

革のみとなり、警察改革で合意が成立したことを受けて 2008 年 6 月に SAA 署名が実現し

た 36。  

 

表 2-1：EU-ボスニア関係  
1999 年  安定化連合プロセス（SAP）立ち上げ  
2002 年  上級代表が EU 特別代表を兼務（ -2011）  
2003 年  EU 警察ミッション  
2004 年  EUFOR が SFOR の後継ミッションとして展開  
2005 年  安定化連合協定（SAA）交渉開始  
2007 年  SAA 仮署名  
2008 年  SAA 署名  

筆者作成。  

 

b. NATO の関与の変化と加盟プロセスの進捗  

NATO はボスニアに対する関与を、軍事ミッションの派遣から加盟支援へと変化させて

いる（表 2-2）。NATO は当初、和平履行部隊（ Implementation Force: IFOR）の展開を

通じて軍事面においてボスニアの和平を担保する役割を担っていた。しかし、1996 年 12

月に IFOR が安定化部隊（Stabilization Force: SFOR）に引き継がれた頃から、ボスニア

における NATO の役割は変化していく。NATO はそれまでの平和維持に加え、NATO 加盟

コンディショナリティによるボスニア軍の組織改革へと関与の仕方を変えていった。2004

年 12 月、SFOR は EUFOR に引き継がれ、NATO の軍事ミッションの展開は終了した。  

NATO はボスニアの将来的な NATO 加盟を歓迎するとともに、同国に対し「平和のため

のパートナーシップ（Partnership for Peace: PfP）」参加条件として、軍の統一を要求し

た。軍改革が 2003 年と 2006 年に実施されたことを踏まえ、NATO は 2006 年にボスニア

の PfP 参加を決定した。その後、ボスニアは 2008 年に「強化された対話（ Intensified 

Dialogue）」開始と「個別パートナーシップ行動計画（ Individual Partnership Action Plan: 

IPAP）」合意を実現させ、2010 年には条件付きながら「加盟行動計画（Membership Action 

                                                  
3 3 Council  of the European Union, Presidency Conclusions Santa Maria Da Feira European Council ,  June 20,  
2000. 
3 4 Commission of the European Communities,  Report from the Commission to the Council  on the 
Preparedness of Bosnia and Herzegovina to Negotiate a Stabilisation and Association Agreement with the 
European Union, COM(2003) 692 final,  November 18, 2003. 
3 5 Council  of  the European Union, Press Release. 2701st Council  Meeting. General Affairs and External 
Relations, 14961/05 (Presse 318),  December 12, 2005. 
3 6 SAA 署名のための技術的交渉は 2006 年 12 月に終了している。  
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Plan: MAP）」参加を果たした 37。  

 

表 2-2：NATO-ボスニア関係  
1996 年  IFOR（54,000 人）から SFOR（12,000 人）へ  
2006 年  平和のためのパートナーシップ（PfP）  
2008 年 4 月  強化された対話（ Intensified Dialogue）  
2008 年 9 月  個別パートナーシップ行動計画（ IPAP）  
2004 年  SFOR（7,000 人）から EUFOR へ  
2010 年  加盟のための行動計画（MAP）  

筆者作成。  

 

EU や NATO が条件として提示した項目に共通しているのは、エンティティやカントン

の権限をある程度中央政府に移譲することである。これは、高度に分権化した現在のボス

ニアの政治機構が非効率であるのみならず、EU・NATO 加盟へ向けた交渉を行う上で「一

人の代表」が必要という点からも重要だった。  

 このように、コンディショナリティによる国家建設はボスニアにおいて一定の成果を挙

げている。このことは、条件として課された国内制度改革について主要 3 民族間で合意が

成立したことを意味している。他方、主要 3 民族は EU や NATO が課した全ての条件に即

時賛成を表明した訳ではない。当初は反対していたが、後に賛成に回った事例も存在する。

では、なぜ民族の立場は変化したのか。本研究では、分析モデルに基づいて国際社会によ

る条件の変化と政党の動きを詳細に追うことで、コンディショナリティの作用プロセスの

説明を試みる。事例としては、EU 及び NATO 加盟プロセスを前進する上で重要な条件と

されていた警察改革と軍改革に加え、合意形成の阻害要因である憲法上の規定を変更しよ

うとした憲法改革を取り上げる。  

 

4. 分析モデルの適用  

(1) ボスニアにおけるコンディショナリティの作用モデル  

 第 1 章で提示した分析モデルをボスニアに適用したものが図 2-1 である。まず、ドナー

は EU 及び NATO となり、主要 3 民族間での民族対立があり、各民族内では政党による支

持獲得競争が繰り広げられる。ボスニアの国家建設においては、3 民族それぞれが異なる

利益を有している。まず、ボシュニャク系はエンティティの廃止を求めている。そのため、

国家建設においてもエンティティの権限を弱めようとしており、中央集権化を求めている。

クロアチア系はエンティティの廃止もしくはクロアチア系のみの第三のエンティティ創設

を求めている。セルビア系は自らのエンティティである RS の権限維持・強化を目指して

おり、ボシュニャク系の主張とは相容れず対立している。  

 以上を踏まえると、EU・NATO が条件と報酬を設定した後、3 民族は上述の民族の利益

に基づいて条件に対する初期反応を決定する。そこで、条件受け入れに反対する民族は駆

け引きを仕掛ける。その結果、EU・NATO が条件を緩和すれば、更なる条件緩和を目指

した駆け引きが繰り返される。そして、条件の緩和がないと反対している民族が判断した

時に、当該民族の中で、競り上げか妥協かを巡って政党間での支持獲得競争が行われる。  
                                                  
3 7 固定軍資産（不動産）の所有権問題の解決が条件となっている。  
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図 2-1：ボスニアにおけるコンディショナリティの作用モデル  

 
筆者作成。  

 

(2) 分析モデルとの違い  

 次章から具体的な事例分析に入るが、その前に第 1 章で提示したモデルをボスニアに適

用した際に生じる、当初の分析モデルとの違いに触れたい。第 1 章で提示したモデルとの

違いは 2 点ある。第一に、第 1 章では基本的に 2 民族を想定していたが、ボスニアでは民

族数が 3 に増える。そこで新たに分析の視点に加えられるのが、初期反応として条件に反

対する民族数である。2 民族であれば賛成：反対の組み合わせは 2：0、1：1、0：2 の 3

通りが想定されるが、3 民族の場合は賛成：反対が 3：0、2：1、1：2、0：3 の 4 通りと

なる。しかし、第 1 章で述べたように、全民族が反対するような条件の設定は現実的では

ない。したがって、3 民族の場合は賛成：反対が 3：0、2：1、1：2 の時で、コンディシ

ョナリティの作用に違いが出るのかが疑問として残る。この点も事例分析を通じて明らか

にしたい。  

 また、ボスニアに固有のアクターとして上級代表の影響も考慮しなければならない。上

級代表が有するボン・パワーはコンディショナリティの作用にどのような影響を与えるの

だろうか。EU・NATO が条件にしてきた制度改革は、憲法で定められた分権体制を集権

化することに特徴がある。他方、上級代表はデイトン体制の維持を任務としており、憲法

はデイトン合意の付属文書であることから、憲法を守ることが任務である。したがって、

本研究で事例として取り上げた 3 つの改革事例ではボン・パワーを直接的に行使すること

はできない。そのような状況下においても、上級代表は何らかの役割を果たしているのだ

ろうか。この点も、事例分析で触れることとする。  

 最後に、第 1 章では各民族に拒否権が与えられており、それぞれの民族は自分達に都合

の悪い法案の成立を阻止できると想定していた。ボスニアでも主要 3 民族に拒否権が与え

られているものの、それは都合の悪い法案を常に葬り去ることができるものではない。民

族の死活的利益については、最終的に憲法裁判所の判断に委ねられる。憲法裁判所が、当

該法案は民族の死活的利益を損ねていないと判断すれば、当該法案は成立となる。また、

エンティティ投票については、民族間での不公平が生じている。上述のように、法案が成
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立するためには各エンティティ所属議員の 3 分の 1 が賛成していなければならない。つま

り、法案の成立を阻止するためには、各エンティティ所属議員の 3 分の 2 を越える議員が

反対しなければならない。ボスニア議会下院を例にすると、全 42 議席中 RS 所属議員は

14 名、BH 連邦所属議員は 28 名である。ここで、RS 所属議員の大半はセルビア系であり、

BH 連邦所属議員はボシュニャク系およびクロアチア系である。つまり、RS 所属議員の大

半を占めているセルビア系はエンティティ投票による拒否権行使をセルビア系のみで実行

できるのに対し、ボシュニャク系およびクロアチア系は自民族のみでは BH 連邦所属議員

の 3 分の 2 を越える議員数を確保できない。したがって、ボシュニャク系のみが法案に反

対した場合と、クロアチア系のみが法案に反対した場合、エンティティ投票による拒否権

は発動されず、単純多数決により票決が行われる。その場合、ボシュニャク系あるいはク

ロアチア系の立場に関わらず、条件の受入ないし拒否が決定することがあり得る。  

 

(3) 分析期間におけるボスニアの主要政党と政治家  

 本研究の 3 つの改革事例である軍、憲法、警察の改革プロセスが進められた期間（2002

年〜2008 年）中の 2002 年と 2006 年に行われた大統領評議会議員選挙とボスニア議会下

院議員選挙の結果をまとめたものが表 2-3 から表 2-6 である。  

 

表 2-3：2002 年大統領評議会議員選挙結果（得票率 10%以上の候補のみ）  

民族  候補者名  政党  得票  ％  

ボ シ ュ ニ ャ ク

系  
 
 

スレイマン・ティヒッチ  SDA 192,661 37.29%

ハリス・シライジッチ  SBH 179,726 34.79%

アリヤ・ベフメン  SDP 90,434 17.51%

クロアチア系  
 

ドラガン・チョービッチ  HDZ 114,606 61.52%

ムラデン・イバンコビッチ‐  
リヤノビッチ  

経済ブロック  32,411 17.40%

セルビア系  
 

ミルコ・シャロビッチ  SDS 180,212 64.06%

ネボイシャ・ラドマノビッチ  SNSD 101,119 35.94%

Centralna Izborna Komisija Bosne i  Hercegovine, Opć i  Izbori 2002 -  Konačni Rezultati ,  2002.
を基に筆者作成。

 

 表 2-3 と表 2-4 を見ると、2002 年の両選挙におけるボシュニャク系第 1 党は SDA、第 2

党は SBH である。ただし、SDA は大統領評議会議員選挙とボスニア議会下院議員選挙の

いずれにおいてもボシュニャク系の過半数の票を獲得していない。したがって、この時期

のボシュニャク系の立場を見るためには、SDA と SBH の双方を見る必要がある。クロア

チア系を見ると、第 1 党は HDZ であり他のクロアチア系政党（新クロアチア・イニシア

チブ、経済ブロック）を大きく引き離している。HDZ は大統領評議会選挙とボスニア議会

下院議員選挙の両方において、クロアチア系全体の過半数の票を獲得しており、クロアチ

ア系の立場は HDZ の立場によって決定されると言える。セルビア系は第 1 党が SDS、第

2 党が SNSD となっている。セルビア系も単独で過半数を確保している政党がいないため、

第 1 党と第 2 党の立場を見る必要がある。  
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表 2-4：2002 年ボスニア議会下院議員選挙結果  

エンティティ  政党  議席 エンティティ 政党  議席

BH 連邦  

SDA 9

RS 

SDS 5

HDZ 5 SNSD 3

SBH 5 PDP* 2

SDP 4 社会党  1

ボスニア党  1 SDA 1

年金党  1 SBH 1

民主人民同盟  1 セルビア急進党  1

新クロアチア・イニシアチブ 1 *Partija Demokratskog Progresa: 民主進歩党

経済ブロック  1
Centralna Izborna Komisija Bosne i  Hercegovine, Opć i  Izbori 2002 -  Glasovi Za Kandidate, 2002.

を基に筆者作成。

 

 2006 年選挙では、いくつかの大きな変化が起こった。まず、大統領評議会議員選挙にお

いて SBH のシライジッチ候補が SDA のティヒッチ候補（現職）に 2 倍以上の大差をつけ

て勝利している（表 2-5）。これまで SDA は、大統領評議会議員選挙においてボシュニャ

ク系 1 位の座を守っていた。したがって、この結果はボシュニャク系にとって民族の代表

が変わったことを意味しており、ボスニア議会下院の議席数では SDA が 1 位の座を守っ

たものの（表 2-6）、実質的に第 1 党は SBH へと変わった。SBH は大統領評議会議員選挙

では過半数の票を得たものの、ボスニア議会下院ではボシュニャク系の過半数の議席を獲

得していない。したがって、この時期のボシュニャク系の立場は SDA と SBH の立場の組

み合わせにより決定される。  

 

表 2-5：2006 年大統領評議会議員選挙結果（得票率 10%以上の候補のみ）  

民族  候補者名  政党  得票  ％  

ボ シ ュ ニ ャ ク

系  
 

ハリス・シライジッチ  SBH 350,520 62.80%

スレイマン・ティヒッチ  SDA 153,683 27.53%

クロアチア系  
 
 

ジェリコ・コムシッチ  SDP 116,062 39.56%

イヴォ・ミロ・ヨビッチ  HDZ 76,681 26.14%

ボジョ・リュービッチ  HDZ1990 53,325 18.18%

セルビア系  
 

ネボイシャ・ラドマノビッチ SNSD 287,675 53.26%

ムラデン・ボシッチ  SDS 130,824 24.22%

Centralna Izborna Komisija Bosne i  Hercegovine, “Opć i /Opšti Izbori 2006 -  Potvrđeni Rezultati ,”  2006. 
http:/ /www.izbori.ba/rezultati/konacni/ .を基に筆者作成。

 

 クロアチア系では 2 つの大きな変化が起こっている。一つは HDZ が分裂し新党

HDZ1990 が誕生したことである。この分裂は党内での権力争いと憲法改革が関係してい

た。ボスニア議会下院の議席数を見ると、2002 年選挙では HDZ が 5 議席を獲得していた
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が、2006 年選挙では HDZ が 3 議席、HDZ1990 が 2 議席となっている（表 2-6）。したが

って、2002 年選挙時と異なり、この時期のクロアチア系の立場は HDZ と HDZ1990 の立

場の組み合わせによって決定される。  

 もう一つの変化は大統領評議会議員選挙で起こった。民族的にはクロアチア系ながら、

内戦時にはボシュニャク系側に属していたコムシッチ（Željko Komšić）候補がクロアチア

系の大統領評議会議員に立候補し当選した（表 2-5）。同候補が所属していた SDP は自ら

を多民族政党と呼んでいるものの、ボシュニャク系が多数を占める政党である。そのため、

他のクロアチア系政党はボシュニャク系がコムシッチに投票して当選させたと非難した 38。

ただし、法律で定められているのは、大統領評議会議員の 1 名はクロアチア系であること

と BH 連邦から選出されることのみであり、仮にボシュニャク系がコムシッチに投票して

も法律上の問題はない。こうした経緯から、クロアチア系第 1 党は HDZ、第 2 党は HDZ1990

となったが、大統領評議会議員はボシュニャク系政党に奪われるという異例の事態が発生

した。  

 

表 2-6：2006 年ボスニア議会下院議員選挙結果  

エンティティ  政党  議席 エンティティ  政党  議席  

BH 連邦  

SDA 8 

RS 

SNSD 7 

SBH 7 SDS 3 

SDP 5 PDP 1 

HDZ 3 民主人民連合  1 

HDZ1990 2 SDA 1 

ボスニア愛国党  1 SBH 1 

民主人民同盟  1 
 

ボシュニャク人民党  1 
Centralna Izborna Komisija Bosne i  Hercegovine, “Zastupnički/Predstavnički Dom Parlamentarne 

Skupštine Bosne i  Hercegovine,” 2006. http:/ /www.izbori.ba/rezultati/konacni/parlament_bih/index.htm#.
を基に筆者作成。

 

 セルビア系では、2002 年選挙までセルビア系第 1 党の座を守っていた SDS が、SNSD

に大統領評議会議員選挙及びボスニア議会下院議員選挙で 2 倍以上の差で敗れた（表 2-5、

表 2-6）。これは主に SDS のチャービッチ党首が穏健路線をとる中で、SNSD のドディッ

ク党首が民族主義的な選挙戦を繰り広げたことによる。結果、セルビア系第 1 党は SNSD、

第 2 党は SDS となった。この時期の SNSD は大統領評議会議員選挙では過半数の票を、

ボスニア議会下院議員選挙では半数の議席を獲得している。したがって、2006 年選挙後の

セルビア系の立場は SNSD の立場によって決定される。  

                                                  
3 8事実、2002 年の大統領評議会議員選挙においてクロアチア系候補が得た得票総数は 186,291 票であるのに対し、

2006 年選挙では 293383 票に増加している。つまり、４年間でクロアチア系の票が 107,092 名（約 57%）増えた

計算になる。ただし、ボシュニャク候補の得票総数は 2002 年の 516,610 票から 2006 年には 558,192 票へと増加

しているため、増加分の全てについてボシュニャク票が流れたためと断定することは難しい。票数の増加には、

2002 年までは有権者が自発的に有権者登録をする必要があったのに対し、2006 年からは住民票データに基づいた

有権者登録方式に変更したことも影響している。  
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5. 小括  

 以上、本章ではボスニアが序論で指摘した国家建設の問題点を有していることを明らか

にした後に、第 1 章の分析モデルをボスニアに適用して事例分析のツールを構築した。第

3 章から第 5 章では構築したモデルを基に事例分析を行い、コンディショナリティの作用

プロセスを追っていく。そして、第 6 章にて比較分析を行いこれまでに提示した研究の視

点に対する答えを得る。
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第3章 軍改革  
 

1. はじめに  

 本章では、NATO の PfP 参加条件だった軍改革の事例に分析モデルを適用する。まず始

めに軍改革以前の状況を見ることで、当時なぜ改革が必要だったのかを明らかにする。次

に、2 つの時期に分けて行われている軍改革の一連の流れを、国際レベルと政党間レベル

に着目しつつ実際の出来事と絡めて記述する。最後に小括では、軍改革プロセスにおける

政党の立場の変化を整理し、妥協に至った要因を探る。  

 

2. 軍改革前の状況  

(1) 改革前の軍構造  

 軍改革前のボスニアでは、エンティティが軍を保持していたために予算上の重荷となり、

NATO との連携においても問題を抱えていた。  

 軍改革によりボスニア軍が統一される以前、ボスニアでは両エンティティが軍を保持し

ていた。これは、防衛・軍事の権限を持つのは中央政府なのかエンティティなのか、3 憲

法の規定は曖昧かつ矛盾していたためである。ボスニア憲法は、外交に加えてボスニアの

国際人格、政治的独立、領土一体性、主権の保護も中央政府の役割としている 1。軍事に関

しては第 5 条において大統領評議会が軍に対する指揮権を有すること、軍の活動の連携を

図るために独立軍事委員会（Standing Committee on Military Matters: SCMM）を設立

することが規定されている 2。  

 BH 連邦憲法では、同エンティティの防衛と領土の保全を BH 連邦の役割とし、同エン

ティティ軍の総司令官を BH 連邦大統領が務めると規定されている 3。RS 憲法でも、同エ

ンティティの防衛・安全保障を RS の役割と規定し、RS 軍の司令官は RS 大統領が務める

ことが規定されている 4。  

 以上のように、ボスニア憲法と両エンティティ憲法の間で防衛・軍事権限が整理されて

いなかった。そのため、中央政府には軍司令官である大統領評議会と連絡調整機関である

SCMM が存在し、エンティティでは大統領が各エンティティ軍の司令官となり防衛省が設

置されていた。また、軍についてはデイトン合意締結時に軍を保有していた両エンティテ

ィが、そのまま軍を持つことになった。  

 このように複雑で不明瞭な軍組織は、大きく 2 点において問題を抱えていた。第一に、

両エンティティとも財政的に維持できるレベルを超えた軍組織を有していたことである。

紛争直後に約 42 万人いた兵士数は、1996 年の合意により約 11 万人まで削減された 5。そ

の後、2000 年末時点では計約 37 万人の削減が実現した 6。そして 2002 年末時点で約 2 万

                                                  
1 Constitution of Bosnia and Herzegovina, 第 3 条 1 項 a.及び 5 項 a. 
2 第 5 条では、エンティティ間の武力の行使や威嚇、進軍等も禁止されている。  
3  Constitution of the Federation of Bosnia and Herzegovina, 第 3 条 1 項 a.及び第４条７項 a.(ii) .なお、司令官

については 2003 年４月 2 日の上級代表決定により、「ボスニア憲法第 5 条 a.の指揮権条項に準じて」との文言が

追加された。  
4Constitution of Republika Srpska, 第 4 条 68 項 2.及び第 7 条 106 項。なお、司令官については BH 連邦憲法と

同様に上級代表決定による文言の追加が行われている。  
5  デイトン合意付属文書 1B により、 BH 連邦と RS の兵士数は 2:1 の比率と定められている。  
6  Heinemann-Grüder, Andreas, Tobias Pietz,  and Shay Duffy,  “Turning Soldiers into a Work Force: 
Demobilization and Reintegration in Post-Dayton Bosnia and Herzegovina,” 2003, p.  9.  
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人まで削減されたものの、ボスニアの予算運営の重荷になっていた 7。  

 第二の問題は、指揮権が分散しているために NATO のような軍事機構との連携ができな

いことである。両エンティティが保有している軍に対する指揮系統は中央政府とエンティ

ティ政府の 2 つ存在していた。中央政府と両エンティティそれぞれの憲法上の規定が整理

されていないため、中央政府とエンティティ政府に上下関係はなく、仮に各指揮系統から

異なる指令が下された場合に問題が生じる恐れがあった。つまり、NATO 加盟プロセスを

前進するためには、指揮権を統一する必要があった。  

 

図 3-1：改革前の軍構造  

Defence Reform Commission, The Path to Partnership for Peace, 2003, p.  45.
を基に筆者作成。

 

(2) 軍統一へ向けた準備  

a. 国際機関の連携強化（国際レベル）  

 デイトン合意締結から 2003 年までの期間、国際社会は憲法の改正等を行わなずに実現

できる範囲で、ボスニアの中央政府機関の強化や兵力削減に注力した 8。  

 デイトン合意の付属文書 1B に従い、1996 年に信頼・安全醸成措置に関する合意と地域

的な軍備管理に関する合意が締結された。前者はボスニアの両エンティティ間で結ばれた

もので、情報交換に関する内容となっている。後者はボスニア、クロアチア、ユーゴスラ

ビア連邦共和国の間で結ばれ、3 カ国・2 エンティティの軍備の上限を定めたものである。

これらの合意はボスニア国内外での信頼醸成に寄与し、両エンティティが軍事的に共存す

                                                  
7 Ibid, p.  10.  
8 Haupt,  Christian and Jeff Fitzgerald, “Negotiations on Defence Reform in Bosnia and Herzegovina,” Mag. 
Predrag Jurekovic and M.A. Frederic Labarre eds.,  From Peace Making to Self Sustaining Peace -  
International Presence in South East Europe at a Crossroads, National Defence Academy, 2004, p.  153. 
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る礎となった。他方で、両合意ともエンティティによる軍保有を前提としたものであり、

合意の締結が軍の分断を受け入れた証左となったことも確かである。このことは、当時の

国際社会がボスニアにおける軍事的分断を事実として受け入れていたことを示している 9。 

 国際社会は当初、中央政府機関を強化するための体制を整えていった。軍改革に関連す

る主な国際機関としては OHR 軍事アドバイザー室、 SFOR、欧州安全保障協力機構

（Organization for Security and Co-operation in Europe: OSCE）地域安定局（後に安全

保障協力局に改名）があり、それぞれ SCMM の強化や両エンティティ軍の連携強化、軍

事予算の削減や議会の監視体制の構築支援を行っていた。  

 1998 年に PIC は軍改革において SFOR 及び OSCE との協力を強化する姿勢を打ち出し

た 10。この決定を受け、OHR と SFOR、OSCE は非公式の作業会合を重ね、1999 年に共

通安全保障政策作業部会を設置した。その後、2002 年 2 月の政務局長会合で PIC は制度

構築タスクフォースの創設を決定した。同タスクフォースには防衛安全保障部会があった

ため、共通安全保障政策作業部会はこの部会と統合された。また、OHR 内に存在していた

軍事アドバイザー室は OSCE の安全保障協力局内に移転し、2003 年に統合された。これ

により、軍改革における国際社会の支援体制が整った。  

 

b. SCMM の強化  

 こうした動きと同時に、軍事に関する唯一の中央政府機関である SCMM の強化も進め

られた。その努力は 2002 年の 2 つの大統領評議会決定（軍事機関の組織と機能に関する

決定、SCMM の権限に関する決定）として実を結んだ 11。これらの決定により、SCMM 事

務局は事務局長及び 2 名の副事務局長と 88 名のスタッフから成る、省庁に似た構造の組

織となった。また、SCMM 内に正式に軍事委員会が設立され、参謀本部のような機能を担

うこととなった。  

 SCMM の強化が後の軍改革に与えた影響は 2 つある。第一に、大統領評議会決定の中で

ボスニア軍に対する指揮権を大統領評議会が有することを明確にした点である。先述のよ

うに、軍に対する指揮権は中央政府及び各エンティティの間で規定が矛盾している。3 民

族の代表から成る大統領評議会が指揮権を自らに与える決定を下したことは、指揮権に関

する混乱を指揮権の統一という形で解決する姿勢を示したものである。他方、指揮権に関

する規定の混乱を解決するためには、各エンティティの憲法及び関連法を改正しなければ

ならず、その為には中央政府機関の強化を超えた抜本的な改革が必要だった。  

 第二に、SCMM を省庁に近い組織形態に強化したことである。これにより、SCMM を

将来的に防衛省に改組する土台が整った。もっとも、SCMM は調整機関であるとボスニア

憲法に明記されており、SCMM をこれ以上強化することは憲法の規定に反する恐れがあっ

た 12。また、大統領評議会の下部組織である SCMM を防衛省とするためには、閣僚評議会

法の改正を含めた法改正が必要だった。  

                                                  
9 Vetschera, Heinz and Matthieu Damian, “Security Sector Reform in Bosnia and Herzegovina: The Role of 
the International Community,” International Peacekeeping, Vol.  13, No. 1,  2006, p.  30. 
1 0 Peace Implementation Council ,  “PIC Madrid Declaration,” December 16, 1998, para. 13, 
http:/ /www.ohr.int/pic/default.asp?content_id=5190. 
1 1 Haupt and Fitzgerald, “Negotiations on Defence Reform in Bosnia and Herzegovina,” p.  162. 
1 2 Vetschera and Damian, “Security Sector Reform in Bosnia and Herzegovina: The Role of the International 
Community,” pp. 31–32. 
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c. 兵士の削減  

 2002 年始めに OSCE は両エンティティの 2000 年の軍事予算を監査した結果を公表した

13。それによると、防衛予算は 1995 年から徐々に減少しているものの、ボスニア軍は実際

には割り当てられた予算を遥かに超える額を使っていた。その結果、給料の一部未払いや

社会保障費の未払い、請求書の処理の遅れや一部未払いが発生していた。監査報告によれ

ば、BH 連邦は 2002 年予算を 5 月半ばには使い切ってしまい、RS では 8 月中旬に予算が

なくなるとのこと。OSCE によれば、両エンティティが維持出来る兵士数は、当時の 33,000

人に対して 13,000 人だった。  

 この結果を受けて、BH 連邦は兵士 10,000 人の削減を決定し、RS も兵士の削減を決め

た。2002 年 4 月、BH 連邦政府は退職手当の支給による希望退職者の募集を開始し、同年

秋には RS でも同様の制度が開始された。これにより、2002 年末時点で兵士約 13,000 人

の削減に成功し兵士数は約 20,000 人となった。その結果、2 億 KM の支出減となった。そ

れでもまだ、OSCE が予算上維持可能な人数として指摘した 13,000 人と比べると、1.5 倍

以上の兵士数だった。  

 

 以上のように国際社会は、既存の枠組みの中で、予算上の負担軽減と国際機関との連携

強化を進めていった。しかし、その成果には限界があり、最終的には軍構造を変える必要

があった。他方、軍構造の変更にはエンティティ憲法の改正が必要であり、そのためには

全 3 民族が軍改革について合意しなければならなかった。軍改革はエンティティが有して

いた防衛権限を中央政府に移譲することを意味する。したがって、RS の権限維持を狙う

セルビア系が強く反対することが予想される。つまり、軍改革を実現するためにはセルビ

ア系に防衛権限の移譲を受け入れさせる必要があった。そこで、NATO は PfP 参加条件と

して軍改革を要求することとなった。それに加え、偶然発生した事件を利用して、セルビ

ア系に対して中央政府へ軍の指揮権を移譲するように求めていった。  

 

3. 第一次軍改革  

 第一次軍改革プロセスでは、NATO が軍改革を PfP 参加条件に指定したことと、ORAO

事件を受けて国際社会が指揮権統一の必要性を認識させたことを契機として進められた。

そこで以下では、NATO が提示した PfP 参加条件と ORAO 事件について概観した後、軍

改革委員会報告書とそれに続く政治プロセスを追っていく。  

 

(1) PfP 参加条件としての指揮権統一（国際レベル）  

 NATO が軍改革を PfP 参加条件にする前から、国際社会は軍改革の必要性を訴えてきた。

2000 年 5 月の政務局長会合にて PIC は、「もしボスニアが欧州大西洋統合という目的に向

かって前進するならば、抜本的な変化が不可欠であり、現在のレベルの高さの防衛支出を

維持することは不可能である。ボスニアは国際的・地域的安全保障組織の下での共同の展

開や行動を可能とすべく指揮権の統一された軍を持つ必要がある。」として、財政面及び国

際的な活動の視点から軍の指揮権を統一する必要があると指摘した。  

                                                  
1 3 OSCE Mission to Bosnia and Herzegovina, “Affordable Armed Forces in Bosnia and Herzegovina,” 2002, 
http:/ /www.oscebih.org/documents/osce_bih_doc_2003032815211560eng.pdf.  
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 PfP 参加の観点から軍改革の必要性をボスニアに痛感させる上では、NATO のロバート

ソン（George Robertson）事務総長によるメッセージが大きな役割を果たした。同事務総

長はサラエボ訪問中の 2001 年 7 月 13 日、大統領評議会と会談した。その席で大統領評議

会から PfP 参加の意思が伝えられると、ロバートソン事務総長は PfP 参加条件として表

3-1 の項目を伝えた 14。  

 

表 3-1：PfP 参加条件  
 共通の安全保障政策  
 軍に対する議会の民主的な監視と管理  
 軍事を管轄する省の設立を含む、軍に対する指揮権の中央政府への移譲  
 計画と予算の透明性  
 軍の訓練と装備に関する共通のドクトリンと規準  

Stabilisation Force, “Transcript:  Joint Press Conference,” July 13, 2001. 
http:/ /www.nato.int/sfor/trans/2001/t010713a.htm.を基に筆者作成。

 

 しかし、会談後の記者会見でロバートソン事務局長は、「他の政治条件もある」と述べて

おり、これらの条件を満たしたからといって必ずしも PfP 参加が実現するとは限らないこ

とを示唆していた 15。実際にロバートソン事務局長は記者会見において、明示的に条件と

して挙げた項目以外にも、「ひとまとまりの軍（one set of armed forces）」の必要性や戦

犯逮捕にも触れていた 16。また 2002 年 9 月には「NATO 加盟の一般的な基準は存在しな

いが、ボスニアは中央政府レベルで軍の指揮権を有することが最も重要」とも発言してお

り 17、PfP 参加条件が既に決まっているものではないことを繰り返している。  

 このように NATO は PfP 参加条件として軍の指揮権統一などを要求したが、それ以外の

条件が含まれる可能性を残していた。このことは、後に第二次軍改革を行う際に重要なポ

イントとなる。  

 

(2) ORAO 事件と武器輸出入法  

 軍の統一に反対しているセルビア系の立場を変化させようとしていた国際社会は、偶然

に起こった事件を利用して軍改革への流れを作り出していった。アッシュダウン（Paddy 

Ashdown）上級代表によれば、ORAO 事件を機に EU や NATO と連携をとりながら、上

級代表は軍改革への流れを意図的に生み出していた 18。  

 RS の企業が国連安保理決議に違反してイラクに武器を密輸しているとの話は、2002 年

夏頃から報道されていたが、同年 9 月に在ボスニア米国大使館がボスニア外務省に書簡を

送付したことにより、一気に注目を浴びることになった。書簡の中で米国は RS の管轄下

にある ORAO 社がイラクに武器を密輸していると指摘した。RS 政府及び ORAO 社は武器

                                                  
1 4 Stabilisation Force, “Transcript: Joint Press Conference,” July 13, 2001, 
http:/ /www.nato.int/sfor/trans/2001/t010713a.htm. 
1 5 Ibid.  
1 6 Ibid.  
1 7 SETimes, “BiH Must Have Defence Ministry at State Level,  NATO Chief Reiterates,”  September 05, 2002, 
http:/ /www.setimes.com/cocoon/setimes/xhtml/en_GB/features/setimes/newsbriefs/2002/09/020905-GEORGI-0
11. 
1 8 Ashdown, Paddy, Swords and Ploughshares: Building Peace in the 21st Century, Weidenfeld & Nicolson, 
2007, pp. 248–283. 
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輸出の事実を否定したものの、10 月に NATO が ORAO 社に対し立ち入り調査を行った結

果、密輸の事実が明らかになった。これを受けて RS 政府は ORAO 社による国連安保理決

議違反を確認した旨発表すると共に、 ORAO 社社長を解任した。その後、ビリッチ

（Slobodan Bilić）RS 防衛大臣は辞任、シミッチ（Novica Simić）RS 軍参謀総長は解任

された。RS 国民議会は RS 政府に対し、事件の徹底的な調査と責任の所在の明確化を要求

した。RS 政府は 12 月 26 日に ORAO 事件の報告書を採択した。だが、2003 年 2 月にワ

ード（William Ward）SFOR 司令官は、同報告書では国連安保理決議違反を許してしまっ

た制度的欠陥に触れていないとして報告書の改正を要求した。ヘイズ（Donald Hays）OHR

筆頭副上級代表の指示に基づき、RS 政府は 3 月 17 日に報告書の改訂版を SFOR 及び関係

機関に送付した。その後、4 月 2 日には ORAO 社が密輸を行っていた当時に RS 大統領だ

ったシャロビッチ（Mirko Šarović）大統領評議会議長が辞任した。  

 10 月 28 日、アッシュダウン上級代表は記者会見を開き、ORAO 事件を受けて実施すべ

き 4 項目を提示した 19。第一に、武器輸出入管理制度を変更し許可権限を中央政府の対外

貿易・経済関係省に与えること。第二に、国境における密輸を監視するシステムの見直し。

第三に、エンティティの防衛構造の見直しと文民による民主的な統制の強化。第四に、

SCMM を強化し最終的な責任の所在を明らかにすること。この中で軍改革との関連で重要

なのは、第二の国境管理を除く三点である 20。  

 第一の武器輸出入管理に関して、ORAO 事件直後の 9 月 11 日に大統領評議会は武器及

び軍事機器の輸出入許可の権限を中央政府に移譲することを支持すると発表し、翌 12 日

には閣僚評議会が輸出入の許可権限を対外貿易・経済関係省に与えることを決定した。武

器輸出入法案は国際社会の協力を得て約 5 週間で起草されたものの 21、10 月に行われた国

政選挙及び組閣の影響もあり、最終的に 2003 年 2 月に成立した。なお、武器の輸出入許

可権限のエンティティから中央政府への移譲にあたり、憲法の改正は行われなかった。そ

れは、ボスニア憲法において対外貿易は中央政府の権限と定められており、武器の輸出入

は対外貿易の範疇であるとの解釈に基づいていた。また、武器輸出入法作成の流れは ORAO

事件の結果として生じたものであることから、セルビア系の強い反対はなかった。武器輸

出入法の成立によって、紛争後初めて、事実上エンティティが有していた軍事に関する権

限の中央政府への移譲が実現した。  

 

(3) 第一次軍改革委員会  

a. 委員会設立までの流れ（国際レベル）  

 アッシュダウンが提示した第三・第四の項目、つまりエンティティ防衛構造の見直しと

民 主 的 統 制 の 強 化 、 SCMM の 強 化 に つ い て は 、 軍 改 革 委 員 会 （ Defence Reform 

Commission: DRC）の設立に繋がっていった。2002 年 11 月、ロバートソン NATO 事務

総長は大統領評議会宛書簡の中で、PfP 参加条件の中で特に重要なものとして中央政府レ

                                                  
1 9 Office of the High Representative,  “High Representative Outlines Required Action Following ‘Orao’ 
Scandal,” October 28, 2002, http:/ /www.ohr.int/ohr-dept/presso/pressr/default.asp?content_id=28287. 
2 0 国境管理は 2000 年に設立された国家国境管理機関（ State Border Service:  SBS）の管轄である。なお、 SBS
は 2004 年の法改正によりボスニア治安省の管轄下に入り、 2007 年には国境警察（ Border Police: BP）に名称変

更している。  
2 1 Vetschera and Damian, “Security Sector Reform in Bosnia and Herzegovina: The Role of the International 
Community,” p.  33. 
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ベルでの軍に対する効果的で信頼に足る指揮監督体制の確立と、 ICTY 協力の 2 点を挙げ

た 22。前者についてはより具体的に SCMM を防衛省に格上げすることを要求していた。  

 2003 年 2 月、上級代表は記者会見の中で ORAO 事件は「戦後のボスニアの評判を最も

貶めた事件であり、軍と軍事産業に対する不適切な管理の核心を突くもの」であるとの見

解を示した 23。そして、国際社会は「政治責任の範囲と程度、そして軍と軍事産業への組

織的な管理の欠陥の範囲と程度を評価し、これらの問題に対応した行動を起こす必要があ

る」と述べた。その後、ORAO 事件の責任をとってシャロビッチ大統領評議会議長が辞職

した 2003 年 4 月 2 日、上級代表は軍に対する文民統制を強化するための決定を下した 24。

それにより、RS 最高防衛評議会は廃止され、両エンティティの憲法及び防衛関連法から

「国家」との表現や国家を想起させる表現が削除または別の表現に改定された。  

 同時に、上級代表は以下 5 点の行動をとることを発表した 25。第一に、中央政府レベル

での軍の指揮権確立に対する法的障害を特定し改正案を起草させる委員会を設立すること。

第二に、両エンティティに対して武器製造業を文民監視下に置くための計画を提出するよ

う要請すること。第三に、対外貿易・経済関係省と SCMM に対して武器製造を規制する

法律の起草を指示すること。第四に、SFOR 司令官及び合同軍事委員会 26が 2003 年中に軍

の更なる構造改革の実施を担保すること。最後に、外務省に対して軍の上級将官による公

費での海外渡航の詳細を提出させるよう要求したこと、である。ここでの発表内容を受け

て、2003 年 5 月 9 日に上級代表は DRC の設置決定を下した 27。  

 上級代表決定によれば、DRC の役割は表 3-2 の原則に従い中央政府及びエンティティに

おける法の改正や起草を行うことと定められている。特に軍の指揮権統一については、そ

の具体的な基準を設定し、これまでは SCMM を通じた連絡調整に限定されていた中央政

府の権限が大幅に強化されている。委員会は 12 名で構成され、その内訳は委員長（上級

代表が任命）1 名、SCMM 事務局長及び副事務局長 2 名、両エンティティ大統領の代理各

1 名、両エンティティ防衛大臣、上級代表の代理 1 名、NATO、SFOR、OSCE より代表各

1 名となっている。さらに、米国、ロシア、EU 議長国、トルコ（OIC28代表）がオブザー

バーとして参加した。そして委員長には米国人のジェームズ・ロッヒャー（James Locher 

III）が任命された。  

                                                  
2 2 Defence Reform Commission, The Path to Partnership for Peace, 2003, pp. 251–252. 
2 3 Office of the High Representative,  “High Representative Sets Out Final Steps on ORAO,” February 21, 
2003, http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=29303. 
2 4 Office of the High Representative,  “Decision Amending the Constitution of Republika Srpska,” April  02, 
2003, http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=29617; Office of the High Representative, “Decision Amending the 
Constitution of the Federation of Bosnia and Herzegovina,” April  02, 2003, 
http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=29622; Office of the High Representative, “Decision Enacting the Law 
on Amendments to the Law on Defence of the Federation of Bosnia and Herzegovina,” 2003, 
http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=29625; Office of the High Representative, “Decision Enacting the Law 
on Amendments to the Law on Defence of Republika Srpska,” April  02, 2003, 
http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=29618; Office of the High Representative, “Decision Enacting the Law 
on Amendments to the Law on Army of Republika Srpska,” April  02, 2003, 
http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=29620. 
2 5 Office of the High Representative, “High Representative Acts to Ensure That Military in BiH Are Under 
Effective Civilian Control,”  April  02, 2003, http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=29614. 
2 6 デイトン合意付属文書 1A によって設置された委員会で、IFOR/SFOR 司令官による解決が必要と思われる軍事

上の問題を喚起する場としての機能を持つ。  
2 7 Office of the High Representative, “Decision Establishing the Defense Reform Commission,” May 09, 2003,  
http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=29840. 
2 8 イスラム諸国会議機構（ Organisation of the Islamic Conference）。2011 年にイスラム協力機構（ Organisation 
of Islamic Cooperation）に改称。  
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表 3-2：DRC の活動原則  
 ボスニアの防衛構造および同構造を規定する法律は、ボスニアが最低でも PfP の有力

な候補となることを保証するため、欧州大西洋の基準に合致していなければならない。

 ボスニアの防衛構造および同構造を規定する法律は、OSCE の政治・軍事的次元にお

けるボスニアのコミットメントを尊重し完全に合致するものでなければならない。  
 中央政府およびエンティティにて、軍に対する民主的な文民監視が確立されなければ

ならない。  
 中央政府における指揮権が保証されなければならない。特に、以下の点を保証しなけ

ればならない。  
 大統領評議会がボスニアの主権と領土一体性を守る為の責任を完全に遂行し得

る。  
 大統領評議会が、国際および欧州の国際機関や防衛に関連する機関においてボス

ニアを代表する責任を有する。  
 中央政府機関がボスニアの軍を海外に展開する権限を有する。  
 中央政府機関がボスニア全土において防衛機関に対する監視を行うことができ

る。  
 ボスニア憲法第 5 条 a の以下の条項を遵守するための措置が制度化されている  

「いずれのエンティティも、他のエンティティに対して武力の行使および威嚇を

行ってはならない」  
「ボスニアの全ての軍はボスニアの主権と領土一体性に沿って行動しなければな

らない」  
 ボスニアの防衛機関の相互運用可能性が確保されなければならない。  
 ボスニア防衛機関への予算は、民主的プロセスを経て政治機関により決定された限度

額内に収めなければならない。  
Office of the High Representative, “Decision Establishing the Defense Reform Commission,” 2003. 

http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=29840.
を基に筆者作成。

 

b. DRC 報告書（条件の設定）  

 DRC はまず始めにコンセプト・ペーパーを承認し、その内容に沿って具体的な法律の改

正・起草の提案を行い、2003 年 9 月に報告書を発表した。コンセプト・ペーパーは DRC

設立決定に先立ち、2003 年 3 月と 5 月に開催された研究会での議論を基に作成されたも

のである。研究会は SFOR が開催したもので、OHR と OSCE が参加していた。つまり、

コンセプト・パーパーには国際社会が望む軍の姿が描かれている。その意味で、コンセプ

ト・ペーパーの内容は国際社会がボスニアに課した条件を表したものだった。  

 コンセプト・ペーパーでは指揮系統を作戦指揮と管理指揮に分けている（図 3-2）。作戦

指揮系統では大統領評議会からボスニア防衛大臣、統合参謀本部長、作戦指揮官を経由し

て両エンティティ軍に命令が下される。作戦指揮には、軍の展開と動員、司令部と軍の組

織と運用、業務割当、目標の設定、ならびに軍事活動、即応能力の特定、合同訓練、大統

領評議会によって課された作戦を遂行する上で必要なロジスティクスが含まれる。  

管理指揮系統は大統領評議会からボスニア防衛大臣までは作戦指揮系統と同じだが、そ

の後、両エンティティの防衛大臣から RS 参謀総長あるいは BH 連邦統合部隊司令官から

両エンティティ軍に至るものとなっている。管理指揮には、エンティティ軍の組織、配置、

装備、訓練が含まれ、部隊の組織、資源と装備の管理、人事、部隊のロジスティクス、個

人および部隊の訓練、動員、動員解除、規律を含む管理支援のための組織に対しては各エ
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ンティティが権限を有する。また、両エンティティの大統領は、エンティティ防衛大臣の

指名権を有している点において一定の影響力を有している。  

 

図 3-2：コンセプト・ペーパーの軍改革案  

Defence Reform Commission, The Path to Partnership for Peace, 2003, p.  11.

を基に筆者作成。

 

 ここで提示されている軍構造は、指揮権を作戦指揮と管理指揮に分けた上で、作戦指揮

権のみを統一している。管理指揮権をエンティティに残したことで、両エンティティが持

っていた防衛省などの組織は存続することとなった。このことは、先述のようにボスニア

軍が抱える問題が予算と連携であったことを考えると、そうした問題の解決に大きく寄与

しているとは言えない。予算的には、エンティティの組織が存続したことで大幅な支出の

削減は実現していない。また、指揮権が一部しか統一されていないため、中央政府とエン

ティティで意見が割れた際に、エンティティ軍が大統領評議会の指令を拒否する可能性が

あった。このことは NATO との連携においても不安要素となり得る。  

 

c. 各民族・政党の反応（民族間、政党間レベル）  

 NATO が防衛省の設立を要求していたことに対して、RS 最高防衛評議会は文民指揮権

の移譲は可能だが軍の統一とボスニア防衛省の設立は受け入れられない、との声明を発表

した 29。また、セルビア系のシャロビッチ大統領評議会議長もボスニア防衛省の設立に反

対し、チャービッチ RS 大統領は、統一軍の設立は憲法違反であるとして反対の意を表明

していた 30。  

 DRC の設立決定直後の各民族の立場を見ると、ボシュニャク系とクロアチア系は賛成し

                                                  
2 9 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Top Serb Military Body Rejects Single Defence Structure for Bosnia,”  
November 15, 2002, LexisNexis.  
3 0 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Presidency Chairman Opposed to State Defence Ministry,” 
December 10, 2002, LexisNexis;  BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Serb President: Joint Army 
Technically,  Constitutionally Impossible,” March 10, 2003. 
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ており、セルビア系は指揮権統一を受け入れるが RS 軍の存続を望んでいた。セルビア系

の主張はコンセプト・ペーパーの内容と矛盾しないため、条件に対する初期反応は全民族

において（C, c）となった。チャービッチ RS 大統領は RS 国民議会での演説時に、現状の

軍構造では PfP 参加は不可能であるとして軍改革への理解を求めた 31。その結果、RS 国民

議会は軍改革及び DRC 設置決定を支持することを決めた 32。また、軍改革はボスニア憲法

及び RS 憲法の枠内で実施されるべきだが改革は必要との方針を決定した。こうした姿勢

はコンセプト・ペーパーの内容と合致するものであり、セルビア系が反対しなかったこと

は、DRC の報告書作成とその後のエンティティにおける関連法改正を強く後押しするもの

だった。  

 その一方で、2003 年 7 月にボシュニャク系第 1 党の SDA が突如として軍改革案への反

対を表明した 33。声明の中で SDA は大きく 3 点の主張をし、全ての「親ボスニア勢力」に

改革案に反対するよう呼びかけた。第一に、改革案は軍が 2 つある現状を法的に固定化さ

せるものであること。第二に、国際社会が改革に反対するセルビア系政党の圧力に屈して

いること。最後に、改革案は EU、欧州評議会、NATO 及び PfP の要求に合致しないもの

であること。第一の点からは、今回の軍改革案がエンティティの廃止というボシュニャク

系の利益を損ねる内容であると訴えていることがわかる。そして、第二、第三の点からは、

SDA がボシュニャク系の利益を損ねる改革案が出来たのは国際社会とセルビア系のせい

であること、その結果、NATO の要求から乖離していることを主張していることが伺える。

このように、SDA は改革に反対し、ボシュニャク系の民族主義に訴えていた。つまり SDA

は、ボシュニャク系に対して、国際社会とセルビア系があるべき軍の姿と異なる改革案を

作成している中で、唯一ボスニアの将来のために戦っている姿をアピールすることでボシ

ュニャク系からの支持を得ようとしたのである。  

 その後、DRC の報告書が発表される直前に SDA は、再び改革案への反対を表明、ティ

ヒッチ党首（大統領評議会議員）は軍改革関連法案に署名しない意向を示した 34。ティヒ

ッチは反対の理由として、改革案では各民族が軍を持つことになっているが軍は完全に統

一されるべきである点を挙げた。その場でティヒッチは、「デイトン合意から 8 年が経過

し、国際社会は自分に 3 軍を認めさせ、第 3 のエンティティを創設し国家の更なる分割へ

の道を切り開こうとしている。これを受け入れることはできない。」と発言していた 35。そ

の後も SDA は OHR がセルビア系及びクロアチア系と取引したと主張するなど、軍改革の

賛成派を非難し続けた 36。  

 これに対し国際社会や他の民族は、SDA が PfP 加盟を阻害しているとして一斉に非難し

た。OHR は、DRC で議論されている改革案ではエンティティ軍の構造に変化はなく、SDA

                                                  
3 1 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Serb President Criticizes Parliamentary Debate on Defence 
Reform,” Source: SRNA, June 05, 2003, LexisNexis.  
3 2 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Serb Parliament Supports Defence System Reform,” Source: 
BH Radio 1,  June 05, 2003, LexisNexis.  
3 3 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Muslim Party Calls on ‘pro-Bosnian Forces’ to Oppose 
Reforms,” Source: SRNA, July 04, 2003. 
3 4 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Muslim Party Rejects Proposed Army Reforms,” Source: 
FENA, September 19, 2003, LexisNexis;  BBC Monitoring Europe -  Political,  “Muslim Member of Bosnian 
Presidency Not to Sign Defence Reform Bill,” Source: HINA, September 19, 2003, LexisNexis.  
3 5 Ibid.  
3 6 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Muslim Party Alleges OHR Deal with Croats,  Serbs on 
Defence Reform,” Source: HINA, September 21, 2003, LexisNexis.  
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の反対は根拠のないものであると指摘した 37。ボンド（Clifford Bond）米国大使は妥協の

必要性を訴えると共に、改革案が受け入れられなければ PfP 加盟プロセスが停止すると警

告した 38。ワード SFOR 司令官も、「あらゆる前進は後退より好ましい」として政治家に対

して軍改革の受け入れを求めた 39。チャービッチ RS 大統領も、SDA が軍改革を阻害する

ことは受け入れられないとして SDA を強く非難した 40。結局、DRC 報告書が発表された

翌日に SDA は、自分達が指摘した点が受け入れられたとして改革案の支持を表明した 41。

また、ボシュニャク系第 2 党の SBH も DRC 報告書支持を決定していた 42。このように、

一時的にボシュニャク系が（O, c）となったものの、SDA が短期間で反対を撤回したため

に DRC 報告書に基づく軍改革には支障が出なかった。  

 

d. 指揮権統一と初代防衛大臣の任命  

 DRC の改革案に反対する勢力がいなくなったことで、その後の法改正は順調に進んだ。

中央政府では 10 月に大統領評議会と閣僚評議会が、それぞれ DRC 報告書および報告書で

提示されている法改正案を承認した。一方、ボスニア議会での審議は 10 月下旬に予定さ

れていたものの、セルビア系議員の要請により審議が中断され、最終的にボスニア上下両

院で軍改革関連法案が可決されたのは 12 月 1 日だった。  

 RS では、RS 憲法を改正する前に中央政府で防衛関連法が成立することに野党が反対し

ていた。SNSD のドディック党首は、RS 憲法では RS の防衛・安全保障を RS 政府の権限

と定めており、中央政府に防衛権限を与える法律を成立させるためには、まず RS 憲法を

改正して防衛権限を放棄しなければならないと主張していた 43。そこで、RS 国民議会は

11 月に DRC 報告書を承認し、憲法委員会に RS 憲法改正案の作成を指示。RS 憲法改正案

は 11 月 28 日に可決された。BH 連邦での憲法改正手続きも同時期に進められ、12 月 3 日

に憲法改正案が可決された。  

 DRC の報告書に沿った法改正が行われたことで、最後に残った主要な問題は初代ボスニ

ア防衛大臣の任命のみとなった。ベチルバシッチ（Enes Bećirbašić）SCMM 事務局長は

当初、防衛大臣は 2003 年中に任命されるとの見通しを示していた 44。しかし、防衛大臣ポ

ストをどの民族に割り当てるかが決まっていなかったため、3 民族がポストを要求する事

態となった。2004 年 1 月 28 日に SDA（ボシュニャク系第 1 党）、HDZ（クロアチア系第

1 党）、SDS（セルビア系第 1 党）、民主進歩党（Partija Demokratskog Progresa: PDP、

セルビア系第 3 党）の 4 党は党首会合を開催したが、その場では防衛大臣をどの民族から

                                                  
3 7 BBC Monitoring Europe -  Political,  “International Authorities Say Muslim Party Blocking Defence Reform,”  
Source: Croat Radio Herceg-Bosna, September 20, 2003, LexisNexis.  
3 8 BBC Monitoring Europe -  Political,  “US Ambassador Expects Bosnian Parties to Reach Consensus on 
Military Reform,” Source: ONASA, September 25, 2003, LexisNexis.  
3 9 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Sfor Commander Urges Bosnian Leaders to Accept Defence Reforms,” 
Source: ONASA, September 23, 2003, LexisNexis.  
4 0 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Serb Leader Slams Main Bosnian Muslim Party’s Attempt to Halt 
Defence Reform,” Source: SRNA, September 22, 2003, LexisNexis.  
4 1 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Main Bosnian Muslim Party Supports Agreement on Defence System 
Reform,” Source: FENA, September 26, 2003, LexisNexis.  
4 2 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Party Supports Draft  Defence Law, Defence Reform,” Source:  
FENA, September 24, 2003, LexisNexis.  
4 3 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Serb Opposition Leaders Slate Army Reforms, Urge 
Professional Armies,” Source: SRNA, October 22, 2003, LexisNexis.  
4 4 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnia to Appoint New Defence Minister by End of 2003 -  Top Military 
Official,”  Source: SRNA, December 04, 2003, LexisNexis.  
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選ぶか合意できなかった。結局、2 月 11 日に 4 党間合意が成立し、防衛大臣はセルビア系

から選出し、その代わりボシュニャク系及びクロアチア系にはそれぞれ情報安全保障局長

官と国家調査保護局長官のポストを割り当てることとなった。  

 初代防衛大臣はセルビア系から選出されることが決まったが、その後すぐに大臣が決ま

ったわけではなかった。4 党合意を受けて SDS は、2 月 13 日までに閣僚の指名権を持つ

テルジッチ（Adnan Terzić）首相に候補者を提示した。しかし、テルジッチは SDS が提

示したステビッチ（Branko Stević）候補の指名を拒否し、別の候補を提示するよう要請

した 45。ステビッチは内戦中の 1992 年から 1994 年までビエリナ地区の警察署長を努めて

いたが、彼の任期中に非セルビア系児童の殺害事件等が発生しており、テルジッチはステ

ビッチの責任問題が明らかになっていないことを理由に彼の指名を拒否した 46。これを受

けて SDS は 3 名の大臣候補をテルジッチに提示し、3 月 1 日にテルジッチはドラゴミール・

ドゥミッチ（Dragomir Dumić）を防衛大臣に指名した。しかし、今度は、OHR がドゥミ

ッチの指名を認めないとの噂が流れ、ドゥミッチが大臣就任を辞退した 47。そのため、急

遽チャービッチ SDS 党首はニコラ・ラドバノビッチ（Nikola Radovanović）を候補とし

てテルジッチ首相に提示、そのまま指名された。3 月 15 日、ボスニア議会下院は防衛大臣

及び副大臣の指名を承認し、ようやく防衛大臣が誕生した。  

 

4. 第二次軍改革  

 第一次軍改革によってボスニアでは、2004 年 6 月の NATO イスタンブール・サミット

において PfP 参加が実現するとの期待が高まった。しかしイスタンブール・サミットでは

PfP 招待は実現せず、更なる軍の統一と ICTY 協力を要求された。これを受けて上級代表

は、ICTY 協力を阻害しているとしてセルビア系 59 名を公職追放した。また、その後に発

覚したムラディッチ給与明細事件も、セルビア系に対する圧力となった。結局、第二次軍

改革においてもセルビア系は妥協し、ボシュニャク系の SDA が一時的に反対したものの、

軍の完全統一が実現した。  

 

(1) NATO サミットとムラディッチ給与明細事件  

a. 改革の遅れと ICTY 協力（国際レベル）  

 ボスニア初代防衛大臣が誕生する数日前、アッシュダウン上級代表、パケット（Virgil 

Packett II）SFOR 司令官、ビークロフト（Robert Beecroft）OSCE ミッション代表、ロ

ッヒャーDRC 委員長は大統領評議会、首相、外相、治安大臣宛に連名で書簡を発出した 48。

その中で上級代表らは具体的に表 3-3 のポイントを挙げつつ軍改革が予定より遅れている

ことを指摘し、その原因を「政治的意思の欠如」と「国際社会への依存」にあると非難し

た。2004 年 6 月の NATO イスタンブール・サミットで PfP に招待されるためには、6 月

                                                  
4 5 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Premier Asks for Another Candidate for Defence Minister,” 
Source: BH Radio 1,  February 17, 2004, LexisNexis.  
4 6 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Premier Presents Reasons for Rejecting Candidate for 
Defence Minister,”  Source: SRNA, February 18, 2004, LexisNexis.  
4 7 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Premier Confirms Withdrawal of Defence Minister ’s 
Candidacy,” Source: BHTV 1, March 08, 2004, LexisNexis.  
4 8 Office of the High Representative, “BiH Failing to Meet Requirements for PfP,” March 12, 2004, 
http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=32012. 
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までに DRC の提案に基づく改革を完了しなければならなかった。  

 2004 年 4 月にはロッヒャーDRC 委員長が、NATO が課した PfP 参加の政治条件の中に

ICTY 協力が含まれていることを明らかにした 49。また、ロッヒャー委員長は 5 月中には

PfP 参加のための軍事的条件を満たすとの見通しを示している 50。つまり、 6 月下旬の

NATO サミットでの PfP 参加を実現する上で、技術条件は満たしており、後は政治条件の

進捗状況次第となった。  

 

表 3-3：上級代表らの書簡で指摘されたポイント  
 NATO の期待に沿うような中央政府ポストの候補者を指名できていない。  
 中央政府の防衛機関に対する適切な資金を確保できていない。  
 ボスニア防衛法と調和させるための BH 連邦の防衛関連法改正案を、BH 連邦議会が

採択していない。  
 RS 議会が防衛関連法の改正案を採択していない。  
 中央政府の防衛機関職員の募集と採用審査で最低限の進歩しかない。  

Office of the High Representative, “BiH Failing to Meet Requirements for PfP,” March 12, 2004. 
www.ohr.int/print/?content_id=32012.を基に筆者作成。

 

 その後、ブリュッセル訪問中のテルジッチ首相は、5 月 24 日にスケッフェル（Jaap de 

Hoop Scheffer）NATO 事務総長やソラナ（Javier Solana）EU 共通外交安全保障（Common 

Foreign and Security Policy: CFSP）上級代表らと会談した。会談の席上でテルジッチ首

相は、PfP 参加は ICTY 協力次第であると伝えられた 51。更に 5 月 27 日にビークロフト

OSCE ミッション代表は、PfP 参加の政治条件が全て満たされた訳ではないと述べ、28 日

にはボスニア訪問中のスケッフェル NATO 事務総長が PfP は ICTY 協力次第である旨繰り

返すと共に、カラジッチ（Radovan Karadžić）とムラディッチ（Ratko Mladić）の逮捕

がなければ 6 月の PfP 招待はないと述べた 52。このように、４月以降、 ICTY 協力が PfP

参加の為の主要な政治条件として取り上げられるようになった。  

 ボスニアは第一次軍改革によって、国際社会が望む形での軍改革を実現した。それによ

り PfP 参加の機運が高まったものの、今度は ICTY 協力が不十分であるために PfP 参加が

危ぶまれたのである。確かに、NATO は当初から ICTY 協力を PfP 参加条件にしていた。

そして、後に述べるようにボスニア特に RS は ICTY に訴追された人物を一人も逮捕でき

ていなかった。このことから、国際社会が ICTY 協力に注目することは理解できる。では、

ICTY 協力は、本章が扱う軍改革とどのように関連しているのだろうか。以下では、国際

社会が ICTY 協力やムラディッチ給与明細事件を軍改革に繋げていく過程を明らかにする。 

 

                                                  
4 9 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnia to Meet NATO Requirements -  Defence Reform Commission 
Head,” Source: ONASA, April  08, 2004, LexisNexis.  
5 0 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnia to Be Ready for Partnership for Peace by Istanbul NATO 
Summit -  Official,”  Source: SRNA, April  09, 2004, LexisNexis.  
5 1 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnia’s ICTY Cooperation Requirement for PfP Admission, NATO 
Tells Premier,” Source: ONASA, May 24,  2004, LexisNexis.  
5 2 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Head of OSCE Mission: Bosnia Has Not Met Political Criteria for 
Joining PfP,” Source: Bosnian Serb Radio, May 27, 2004, LexisNexis;  BBC Monitoring Europe -  Political,  “PfP 
Membership Depends on Karadzic Arrest,  NATO Chief Tells Bosnian MPs,” Source: BH Radio 1,  May 28, 2004, 
LexisNexis.  
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b. NATO サミットと公職追放（国際レベル）  

 2004 年 6 月 28 日、NATO はイスタンブールでサミットを開催した。コミュニケの中で

NATO は軍改革における進展を歓迎しつつも、「単一軍の実現へ向けた進歩の継続を強く

要求」し、「特に RS の妨害勢力が ICTY に完全に協力する義務を果たしていない」として、

PfP 参加招待を行わなかった 53。同コミュニケの中では、ICTY 協力を「PfP 参加のための

根本的な要求」であると言及していた 54。NATO サミットによって ICTY 協力と PfP が完

全にリンクした。これによって、PfP 参加を妨げているのはセルビア系であり、セルビア

系が ICTY 協力を行わない限り PfP 参加はないことが決定的になった。  

 その後の 11 月 23 日、ICTY のデル・ポンテ（Carla Del Ponte）主席検察官が国連安保

理に ICTY の活動の進捗報告を行った。その際にデル・ポンテ主席検察官は「デイトン合

意から 9 年が経過したが、RS は ICTY に訴追された人物を一人も引き渡していない」こ

とを非難し、「ボスニア特に RS の法執行・治安維持機構には根本的で組織的な欠陥がある」

との見解を示した 55。つまり、RS が ICTY 協力を果たしていない理由として、RS の軍や

警察機構の構造的な問題が指摘されたのである。デル・ポンテ主席検察官の発言は、ICTY

協力を進めるために RS は、軍構造を改革しなければならないとのメッセージだった。  

 NATO サミットを受けて上級代表は声明を発表し、「NATO は、（中略）ボスニアが ICTY

に完全に協力しない限り PfP に参加できないことを決定した」と述べ、「この国が安定、

繁栄、法の支配へ至る進歩を阻害しようとする勢力の影響力を低下させるための措置を考

えている」ことを明らかにした 56。そして、声明を発表した翌日に上級代表は、ICTY 協力

を阻害しているとの理由で RS の公職者 59 名を公職追放する決定を下した。公職追放され

た中にはカリニッチ（Dragan Kalinić）RS 国民議会議長やジェリッチ（Zoran Đerić）RS

内務大臣も含まれ、その大半が SDS 幹部だった 57。公職追放決定は、 ICTY 協力に関する

ものであるため上級代表が強権を行使できた。しかし、この時期に ICTY 協力は PfP 参加

条件として注目されていたため、公職追放は PfP 参加を逃したことを理由に国際社会が

SDS に罰を与えた、と映っていた。  

 以上のように、国際社会は ICTY 協力が不十分であることの一因を RS 軍の構造的な問

題に求め、更なる軍改革が必要との流れを作りだしていった。そして、以下で述べるムラ

ディッチ給与明細事件によって、軍改革委員会の任期が延長され、第二次軍改革が始まっ

た。  

 

c. ムラディッチ給与明細事件と DRC 任期延長  

 公職追放決定から５ヶ月が経過した 11 月末、ムラディッチが RS 軍の給与システムに

2002 年まで登録されていたことが明らかになった。アッシュダウン上級代表はこの事件に

ついて「2 年前まで RS 軍がムラディッチと雇用関係にあったことはスキャンダルであり、

                                                  
5 3 North Atlantic Treaty Organization, “Istanbul Summit Communiqué,” Press Release (2004)096, 2004, para.  
34, www.nato.int/docu/pr/2004/p04-096e.htm. 
5 4 Ibid.  
5 5 United Nations Security Council ,  “5086th Meeting,” S/PV.5086, November 23, 2004, 
http:/ /www.un.org/ga/search/view_doc.asp?symbol=S/PV.5086. 
5 6 Office of the High Representative,  “We Must Now Turn NATO’s No into a Yes,” June 29, 2004, 
http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=32736. 
5 7 Office of the High Representative,  “List of  Removed and Conditionally Removed Officials by The High 
Representative,” June 30, 2004, http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=32747. 
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デイトン合意へのコミットメントや ICTY 協力義務を RS 政府、特に RS 軍が明白に無視

している証左である」として RS 政府及び RS 軍を強く非難した 58。更に上級代表は上述の

デル・ポンテ主席検察官の見解に触れ、今回の事件は「特に RS 内務省及び防衛省に組織

的・制度的な欠陥が存在する証左」であると指摘した 59。そして 12 月 9 日の NATO 外相

会合では、再び ICTY 協力を理由に PfP 参加は見送られた 60。  

 このようにして国際社会は、PfP 参加と ICTY 協力を結びつけ、RS 軍の制度的問題によ

り ICTY 協力が実現していないと主張することで、更なる軍改革の必要性を訴えていった。

2004 年 12 月 3 日に PIC は DRC の 2005 年末までの延長、ラドバノビッチ防衛大臣とグ

レゴリアン（Raffi Gregorian）NATO アドバイザーによる共同議長、同委員会を NATO

の管轄下に置くことの 3 点を支持することを表明した 61。そして 12 月 31 日にアッシュダ

ウン上級代表は正式に DRC の任期延長決定を下した 62。  

 

(2) 第二次軍改革委員会  

a. 委員会の活動内容と報告書（条件の設定）  

 上級代表決定によれば、任期延長後の DRC（第二次 DRC）は中央政府の指揮権の強化、

ICTY 協力の促進、財政的持続可能性の実現、議会による監視の強化、エンティティ防衛

省から中央政府への権限移譲による単一軍の発展促進に必要な法的・制度的措置の提案を

任務としている 63。より具体的には表 3-4 の 10 項目を主な活動内容としている。  

 

表 3-4：第二次 DRC の活動内容  
1. 中央政府レベルでの、軍に対する指揮権と防衛機関の強化措置の作成  
2. ボスニア軍と防衛機関による ICTY 協力を保証する措置の作成  
3. 防衛省、統合参謀本部、作戦指揮本部、情報部及び地雷除去を含む統合部隊の全ポ

ジションに対する人材の迅速な配置の監視  
4. 機能的で近代的な防衛システム構築のための新たな制度の設立支援。これには、エ

ンティティ防衛省、RS 参謀本部、BH 連邦統合部隊司令部から中央政府への権限の

移譲、及びそれに付随してエンティティ防衛省とエンティティ・レベルでの指揮権

の廃止を含む。  
5. DRC の提案と PfP の条件を中央政府及びエンティティで迅速に実施することを可

能とするための、防衛機関の単一予算の作成、採択、実施の支援。これには、付加

価値税及び中央政府の単一口座の導入に応じて採用される措置も含まれる。  
6. エンティティ間及びエンティティと中央政府間における物的、制度的、人的余剰の

特定と排除を含む新たな軍構造の再編成。待機軍と徴兵制度の実行可能性、目的、

構造の検討。NATO の基準に合致した維持可能なレベルまで防衛機関をスリム化す

ること。そして中央政府とエンティティの防衛予算制度と共通防衛資源管理システ

                                                  
5 8 Office of the High Representative,  “Mladic ’s File Shows RS Disregards ICTY Obligations,” November 30, 
2004, http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=33644. 
5 9 Ibid.  
6 0 North Atlantic Treaty Organization, “Final Communiqué: Ministerial Meeting of the North Atlantic 
Council  Held at NATO Headquarters,  Brussels,  on 9 December 2004,” Press Release (2004)170, December 09,  
2004, para. 7,  www.nato.int/docu/pr/2004/p04-170e.htm. 
6 1 Peace Implementation Council ,  “Communiqué by the PIC Steering Board,” December 03, 2004, 
www.ohr.int/print/?content_id=33662. 
6 2 Office of the High Representative,  “Decision Extending the Mandate of the Defence Reform Commission,” 
December 31, 2004, http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=33873. 
6 3 Ibid.  
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ムに関する長期的な財政計画の立案において中央政府とエンティティ政府を支援す

ること。  
7. ボスニア軍全体での労働条件の平等化と相互運用可能性の実現において、中央政府

とエンティティ政府を支援すること。これには、ボスニア軍の人員配置と人材管理

のためのシステムの構築と運営も含まれる。  
8. 軍事ミッションと作戦の実施におけるボスニア軍の運用基準の確立と適用の支援。

これには、NATO の基準に沿った共通訓練ポリシー、並びに（スタッフ訓練と部隊・

作戦訓練における）集団としての訓練ニーズの吸い上げプログラムも含まれる。  
9. 実施ないし承認された改革内容に沿ったボスニア安全保障政策と防衛政策の更新支

援。  
10. 軍事能力と権限の中央政府への移譲に伴う将来的な改革事項の特定を含む、単一軍

の更なる発展と治安状況全般の安定化の為に必要な改革事項の特定。  
Office of the High Representative,  “Decision Extending the Mandate of the Defence Reform Commission,” 

December 31, 2004. http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=33873.
を基に筆者作成。

 

 第二次 DRC の報告書によれば、これまでエンティティが担っていた管理指揮権は支援

司令部として中央政府の管轄下に入ることとなる（図 3-3）。また、BH 連邦軍と RS 軍は

作戦司令部の下に統合された。両エンティティ軍を各民族で構成される 3 連隊に分け、各

連隊をさらに 3 つの歩兵大隊に分割する。そして、作戦司令部の下に創設された機動旅団

の下に各連隊から 1 歩兵大隊を編入する。こうして 3 つの機動旅団は 3 民族の大隊で編成

され、旅団レベルで民族の融合をはかりつつ、大隊レベルでは各民族の部隊が維持された 64。 

 

図 3-3：第二次 DRC 報告書における軍構造  

 
Defence Reform Commission, AFBiH: A Single Military Force for the 21st 

Century, 2005, p.5.を基に筆者作成。  

                                                  
6 4 Defence Reform Commission, AFBiH: A Single Military Force for The 21st Century, 2005, p.  5.  
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b. 各政党の動き（政党間レベル）  

 DRC の任期延長決定の中にエンティティ防衛省及び軍の廃止が明記されていた（表 3-4

の 4.）ため、SDS（セルビア系第 1 党）は強く反発した。ミケレビッチ（Dragan Mikerević）

RS 首相は 2005 年 1 月にアッシュダウン上級代表と会談した際に、2003 年に軍改革は成

功裏に終了しており RS 防衛省の廃止は受け入れられないと述べた 65。また、チャービッ

チ RS 大統領も同様に上級代表決定に反対していた 66。3 月 18 日、RS 国民議会は、これ

までの改革で PfP 参加条件を満たしており、RS 防衛省の廃止及び防衛分野での同エンテ

ィティの権限を中央政府に移譲することは受け入れられないとする宣言を採択した 67。  

 これに対して国際社会は一貫してエンティティ防衛省の廃止と軍の統一を訴え続けた。

スケッフェル NATO 事務総長は 2004 年 12 月の大統領評議会宛の書簡において、ICTY 協

力が依然として重要であることを指摘し、その為に必要な組織改革を実行すること、エン

ティティ防衛省の権限を中央政府に移譲することで指揮権を完全に統一すること等を要求

した 68。2005 年 1 月にはアッシュダウン上級代表が、エンティティ防衛省は廃止されなけ

ればならないと述べ、グレゴリアン第二次 DRC 共同委員長も NATO はエンティティ防衛

省とは協力しないとして、エンティティ防衛省の廃止を要求した 69。更に PIC も、エンテ

ィティ防衛省は中央政府レベルでの効果的な指揮権の確立を妨げているとして、エンティ

ティ防衛省から中央政府への権限委譲を支持していた 70。  

 BH 連邦側は軍の統一に賛成していたため、国際社会がエンティティ防衛省の廃止と軍

の統一を訴えた相手は RS である。つまり、国際社会による訴えかけは、セルビア系にと

って、条件の緩和はないという強いメッセージであると同時に、セルビア系のせいで PfP

参加が実現していないとして条件受け入れを要求する圧力として機能した。こうして、セ

ルビア系に対する国際社会からの圧力は強まっていった。  

 ここで言うセルビア系とは、厳密にはセルビア系第 1 党の SDS である。セルビア系第 2

党の SNSD は第 1 次軍改革時から軍の統一に反対していなかった。SNSD は財政上の重荷

になっているとの理由からエンティティ軍の廃止に賛成していた 71。つまり、セルビア系

政党の立場は（O, c）となっていた。軍改革に反対している唯一の政党である SDS にとっ

て、このまま反対を続ければ国際社会から強く非難され、ボスニアの NATO 加盟を望む有

権者の票は SNSD に流れてしまう。こうした状況下で、SDS は軍改革受け入れへと姿勢を

変化させていった。  

 第二次 DRC は 7 月の会合での合意成立を目指していたが、民族部隊の存続等を理由に

                                                  
6 5 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Serb Premier Tells Ashdown Abolishment of Ministries 
‘Unacceptable’,”  Source: ONASA, January 06, 2005, LexisNexis.  
6 6 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Serb Leader Slams Ashdown’s Decision on Defence, Police 
Reform,” Source: SRNA, January 08, 2005, LexisNexis.  
6 7 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Scrapping of Bosnian Serb Defence Ministry ‘Unacceptable ’ -  
Assembly,” Source: ONASA, March 19, 2005, LexisNexis.  
6 8 Defence Reform Commission, AFBiH: A Single Military Force for The 21st Century, pp. 185–186. 
6 9 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Ashdown Reiterates Bosnian Entity Defence Ministries Face Abolit ion 
-  Paper,” Source: SRNA, January 15, 2005, LexisNexis;  BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Serb 
President Says Abolition of Defence Ministry ‘Senseless’ ,”  Source: ONASA, March 18, 2005, LexisNexis.  
7 0 Peace Implementation Council ,  “Communiqué by the PIC Steering Board,” April  07, 2005, 
http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=34456. 
7 1 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Former Premier Says Bosnian Serb Army Should Be Abolished,” March 
11, 2003, LexisNexis.  
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SDA が再び改革案に反対したため合意に至らなかった 72。SDA の反対によりボシュニャク

系は（O, c）となった。しかし、その後 7 月 15 日に SDA、HDZ、SDS の間で合意が成立

した 73。この合意によって軍の統一、エンティティ防衛省の廃止、指揮権の完全統一、予

算の一元化が実現することとなった。この時点で 3 民族全てにおいて（C, c）の組み合わ

せとなった。これを受けて第二次 DRC は 7 月 18 日に国防法案及び兵役法案に関する宣言

に署名した。  

 RS では一部の野党が反対の姿勢を示したものの、第 1 党の SDS と第 2 党の SNSD が賛

成に回った。チャービッチ RS 大統領は RS 国民議会に対し、ボスニアの安全保障の為に

NATO が必要であること、ICTY 協力が不十分な為に DRC のマンデートが変更されたこと

等を理由に改革支持を訴えた 74。結果、RS 国民議会は賛成 61、反対 10、棄権 3 で権限の

移譲を承認した。BH 連邦や中央政府も権限の移譲を含む各種法改正を実施し、2005 年末

を以てエンティティ防衛省は廃止された。  

 

5. 分析  

 軍改革における各政党の立場の変化をまとめると、表 3-5 の通りとなる。この表を見る

と、軍改革が成功する上で SDS と SDA が妥協を受け入れたことが大きく影響しているこ

とがわかる。そこで以下では、SDS と SDA の動きをまとめ、政党を妥協へ導いた国際社

会の戦略にも触れたい。  

 

表 3-5：軍改革における各政党の立場  

 ボシュニャク系  セルビア系  クロアチア系  
 第１党  第２党  第１党  第２党  第１党  第２党

2003/5/9 SDA SBH SDS SNSD HDZ 
第一次 DRC C c C c C  
2003/7 SDA SBH SDS SNSD HDZ 
SDA 反対表明  O c C c C  
2003/9/25 SDA SBH SDS SNSD HDZ 
第一次報告書  C c C c C  
2004/6/28 SDA SBH SDS SNSD HDZ 
NATO サミット  C c C c C  
2004/12/31 SDA SBH SDS SNSD HDZ 
第二次 DRC C c O c C  
2005/7 SDA SBH SDS SNSD HDZ 
SDA 反対表明  O c C c C  
2005/7/15 SDA SBH SDS SNSD HDZ 
3 党合意  C  C  C  

筆者作成。

                                                  
7 2 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Party Leaders Criticize SDA for Rejecting Defence Reform 
Proposal,”  Source: Nezavisne Novine, July 12, 2005, LexisNexis.  
7 3 シュピリッチ・ボスニア議会下院議長（ SNSD 幹部）は、この会合の前日に、 SDA の要求はボスニア国防法か

ら「ボスニア軍は RS 軍および BH 連邦軍で構成される」との文言を消すことのみだと述べていた。したがって、

3 党会合において SDA の要求が受け入れられたことが合意成立の要因だと考えられる。BBC Monitoring Europe -  
Political,  “Bosnian Nationalist Parties Allegedly to Sign Defence Reform Accord 18 July,” Source: Bosnian 
Serb Television, July 2005. 
7 4 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Serb President Calls on Assembly to Endorse Defence Reform,”  
Source: SRNA, August 30, 2005, LexisNexis.  
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(1) 国際レベル  

a. 国際社会の戦略  

 国際社会に目を向けると、軍改革に向けて周到な準備を行い、偶然の事件を利用して軍

改革をすべきだという流れを生み出したことがわかる。当時の法的枠組みの中で可能な限

り SCMM を強化し、それ以上の強化を PfP 参加条件として提示する戦略は非常に有効だ

った。また、国際社会は ORAO 事件やムラディッチ給与明細事件といった偶然の事件につ

いて、エンティティによる軍の管理体制の不備が問題であると主張することで、軍の統一

へ向けた流れを作った。  

 また、NATO が PfP の条件を最初から明示しなかったことは、第二次軍改革を行う上で

有利に働いた。NATO は当初、指揮権の統一が条件であることは明らかにしていたが、軍

の統一を明示的に条件と定めてはいなかった。また、NATO は、当初から ICTY 協力が条

件に含まれていることを明らかにしていたが、第 1 次軍改革後に声高に ICTY 協力の必要

性を叫ぶようになった。結果的に、イスタンブール・サミットでは ICTY 協力を理由に PfP

参加を見送り、軍の統一を要求した。軍改革の事例は、条件を曖昧にしておく戦略が機能

しうることを示している。  

 

b. 上級代表の役割  

 第二次 DRC 設立には、NATO イスタンブール・サミットを受けて上級代表が行った公

職追放が影響を与えた。公職追放の理由は ICTY 協力の阻害だったが、上級代表決定のタ

イミングや公職追放の対象者が SDS 所属であったことから、上級代表の行動は軍改革にお

いても間接的にボン・パワーを行使するとの意図を表明しているように映った。軍改革に

はボスニア憲法の改正が必要であるため、直接的にボン・パワーを行使することはできな

いが、軍改革に反対する勢力を他の理由で公職追放するかもしれないという恐怖が SDS

の中に広がっていった。  

 

(2) 政党間レベル  

a. セルビア系の動き  

 まず、第一次 DRC に対してセルビア系からの反対がなかったことは、指揮権を統一す

る上で非常に有利に働いた。セルビア系、特に SDS が反対しなかった理由は 2 点挙げら

れる。第一に、国際社会が将来的な軍の統一へ向けた準備を進め PfP 参加条件に指揮権の

統一を盛り込んだこと。第二に、ORAO 事件によりセルビア系が強く反対できない状況が

生まれたことである。後者は偶発的な出来事だが、前者に関しては国際社会の周到な準備

が功を奏したと言える。  

 他方、第二次 DRC において軍組織を統一することが明言された際に、SDS は強く反対

した。しかし最終的に SDS は立場を変化させ妥協に応じた。SDS が立場を変化させる上

では、以下の 2 点が影響を与えたと考えられる。第一に、NATO イスタンブール・サミッ

ト以降、国際社会が一貫して軍組織の統一を要求したことである。要求が一貫していたた

め、国際社会は SDS に対して条件は変化しないとの強い意思を伝える結果となった。それ

により、SDS は軍組織の統一に賛成するか反対するかの選択を迫られることになった。ま

た、SDS が軍改革に反対しているために PfP 参加が実現しないと非難することで、SDS
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に圧力をかけていった。  

 第二に、セルビア系第 2 党だった SNSD が当初から一貫して軍の統一に反対しなかった

ことである。SNSD は経済的理由からエンティティが軍を保有することに反対しており、

将来的な非武装化にまで言及していた。つまり、軍の統一に反対していたのはセルビア系

という民族ではなく、SDS という 1 政党だったのである。したがって、軍の統一に反対し

PfP 参加を阻害しているのは SDS であるという構図が生まれてしまった。このことは、国

際社会からの圧力と相まって SDS の立場を変化させる上で影響を与えたと考えられる。  

 

b. SDA の反対と短期での撤回  

 次に、一連のプロセスの中で SDA は 2 度にわたり反対を表明したが、いずれも短期間

の内に賛成に回った。最初の反対は軍組織が統一されていないことが理由で、2 度目は民

族部隊が残ること等が理由だった。これは、軍改革において SDA が主張していたエンテ

ィティ軍や民族部隊の廃止という内容から、実際の妥協案が乖離していたことが関係して

いる。では、なぜ短期間で反対を撤回したのか。SDA が反対を表明した時、他の政党は全

て賛成に回っていた。つまり、SDA は RS を廃止すべきだというボシュニャク系の民族主

義的主張に訴えたものの、条件達成を望む票を失う危険を冒すほど強硬に主張することは

避けたのだと考えられる。SDA が反対を表明したのは 2 度とも合意が成立する直前であっ

たことも、こうした解釈を裏付けている。  

 

6. 小括  

 以上のように、分析モデルに基づいて軍改革を見ると、第一次軍改革では比較的順調に

合意が形成され、第二次軍改革でも改革に反対していた SDS が立場を変化させたことで軍

の統一が実現したことが明らかになった。また、SDA が反対を表明したものの短期間で撤

回したことも改革の成功に寄与した。  

軍改革において妥協が成立した要因を探ると、国際社会が条件を緩和しなかったことと、

SDS 及び SDA が自分達だけが条件達成の障害となることを避けたことの 2 点が明らかに

なった。また、上級代表による公職追放も間接的に影響を与えていた。  
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第4章 憲法改革  
 

1. はじめに  

 ボスニアの憲法が内戦を終結させたデイトン合意の一部であることは、3 民族が停戦す

るためには紛争後の国家制度まで決める必要があり、現在の憲法が停戦の必要条件であっ

たことを表している。その憲法を改正することは民族対立の新たな火種を生み出すことに

なり、ボスニアにおいて憲法改革は「パンドラの箱」と呼ばれている 1。RS の存続を求め

るセルビア系と、エンティティ廃止を求めるボシュニャク系、第 3 のエンティティを求め

るクロアチア系の間には、ボスニアという国家の形を巡る埋め難い溝があった。  

 本章では、戦後のボスニアにおける憲法改革の試みの中で、最初に行われ、もっとも成

功に近づいたプロセスであるエイプリル・パッケージを巡る政治プロセスを詳細に追う。

結果的には、エイプリル・パッケージは 2006 年 4 月に否決された。しかし、この結果は

ボスニアにおける民族対立によるものではない。実際、否決された主な原因は、ボシュニ

ャク系第 2 党の SBH と、クロアチア系第 1 党の HDZ1990 が反対したことにあった。つ

まり、特定の民族が反対したのではなく、民族内で賛成・反対の意見が割れた結果だった。

そこで本章では、政党の動きを追うことで、なぜこれら 2 党が反対したのか、そして他の

党はなぜ賛成したのかに焦点を当たい。また、憲法改革プロセスにおける国際社会の関与

の仕方にも触れる。  

 憲法改革は SAA や PfP のような具体的な報酬と結びつけられた条件ではない。しかし、

以下で述べるように欧州評議会ヴェニス委員会は、ボスニアの憲法は効率性・合理性にお

いて問題を抱えており、いくつかの規定は欧州人権条約に違反していると指摘している。

したがって、ボスニアは最終的に EU へ加盟する前に憲法を改正しなければならない。そ

の意味で、憲法改革は将来的な EU 加盟の条件だと言える。そこで本章ではヴェニス委員

会報告書に基づいてボスニア憲法の問題点を整理し、その後にエイプリル・パッケージを

巡る政治プロセスの分析を行う。  

 

2. ボスニア憲法の問題点：ヴェニス委員会報告書（条件の設定）  

 欧州評議会（Council of Europe）ヴェニス委員会（法による民主主義のための欧州委員

会）（Venice Commission: European Commission for Democracy through Law）は、欧州

評議会による民主化支援活動の一環として 1990 年に設置された憲法問題等に関する独立

諮問機関である 2。  

 ボスニアは 2002 年 4 月に欧州評議会に加盟したが、それに先立つ同年 1 月に欧州評議

会議員会議（Parliamentary Assembly of the Council of Europe: PACE）はボスニアの加

盟に関する意見を発表した 3。そのなかで PACE は「必要であれば憲法を改正し、中央政

府の諸機関を強化し、エンティティ・レベルの機関に取って代わる」必要があると指摘し

                                                  
1 Joseph, Edward and Bruce Hitchner, Making Bosnia Work: Why EU Accession Is Not Enough, USIPeace 
Briefing, June 2008, p.  7.  
2 山田邦夫「欧州評議会ヴェニス委員会の憲法改革支援活動」『レファレンス』平成 19 年 12 月号、 49–50 頁。  
3  Parliamentary Assembly of the Council  of  Europe, “Bosnia and Herzegovina’s Application for Membership of  
the Council  of  Europe,” Opinion No. 234 (2002),  January 22, 2002, 
http:/ /assembly.coe.int/Documents/AdoptedText/ta02/EOPI234.HTM. 
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ている 4。2004 年 6 月の PACE 決議では、2002 年の意見を引用しつつ、「（中央政府機関の）

強化は遅々として進まず、国際社会からの圧力、特に OHR の行動によってのみ進展して

いる」 5とする一方で、「上級代表が自らの決定に対する説明責任も妥当性を証明する義務

もなく、また法的救済措置も存在しないままで、強制力のある決定を行うことができるこ

とは、民主的原則と相容れない」ことを指摘し、ヴェニス委員会に対して「これらの行い

が欧州評議会の基本原則、特に欧州人権条約とどの程度合致しているのかを判断」し、加

えて「ボスニア・ヘルツェゴビナ憲法と、欧州人権条約及び欧州地方自治体憲章との適合

具合、並びに現在のボスニア・ヘルツェゴビナにおける憲法体制の効率性・合理性の包括

的検証」を要請した 6。PACE 決議がヴェニス委員会に要求したことは、大きく 2 点ある。

第一に、ボスニアの憲法体制をより効率的・合理的にするために、ボスニア憲法のどこに

問題があるかを明らかにすること。第二に、民主的正統性を持たない上級代表による介入

の正統性を評価することである。  

 これを受けてヴェニス委員会は 2005 年 3 月に「ボスニア・ヘルツェゴビナにおける憲

法状況と上級代表の権限に関する意見」と題する報告書（以下、報告書）を発表した 7。報

告書の中から、ボスニア憲法を分析した部分を中心に取り上げ、ボスニアの憲法体制にお

ける問題点を整理したものが表 4-1 である。  

 

表 4-1：ヴェニス委員会報告書において指摘された事項（ボスニア憲法関連）  
国家構成   中央政府の権限強化  

 ２エンティティ制の存続  
大統領評議会   閣僚評議会への行政権集中  

 単一大統領の間接選挙  
 選挙権、被選挙権の不平等解消  

議会   民族の死活的利益の範囲限定  
 エンティティ投票の廃止  
 上院の廃止  
 上院の選挙権、被選挙権の不平等解消  

European Commission for Democracy through Law, “Opinion on the Constitutional Situation in 
Bosnia and Herzegovina and the Powers of the High Representative,” March 11, 2005.を基に筆者

作成。

 

 これらの事項は、国家体制の効率化に関係するもの（中央政府の権限強化、2 エンティ

ティ制の存続、大統領評議会から閣僚評議会への行政権集中、上院の廃止）、合意形成に関

係するもの（民族の死活的利益の範囲限定、エンティティ投票の廃止）、選挙に関するもの

（大統領評議会の間接選挙、大統領評議会および上院選挙における選挙権と被選挙権の不

平等解消）に大別される。国家体制の効率化は国家建設の目標の一つである。したがって、

国家体制の効率化は国家建設を進める上で憲法をどのように改正すべきかを示した項目で

あると理解できる。次に民族の死活的利益やエンティティ投票は民族間での合意形成を妨

                                                  
4 Ibid, para. 4.  
5 Parliamentary Assembly of the Council  of  Europe, “Strengthening of Democratic Institutions in Bosnia and 
Herzegovina,” Resolution 1384 (2004),  June 23, 2004, para. 2,  
http:/ /assembly.coe.int/main.asp?Link=/documents/adoptedtext/ta04/eres1384.htm. 
6 Ibid, para. 13. 
7 European Commission for Democracy through Law, “Opinion on the Constitutional Situation in Bosnia and 
Herzegovina and the Powers of the High Representative,” March 11, 2005. 
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げている要因である。つまり、合意形成に関する憲法改正事項は、国家建設を進めやすく

する環境作りに関連している。最後に、選挙に関するものだが、選挙権や被選挙権におけ

る不平等を解消することは選出された議員の民主的正統性を高めることになる。単一大統

領の間接選挙についても、ボスニアの全ての民族からの支持を得ることを目的として提案

されている。つまり、選挙に関する改正事項は、ボスニアをより民主的にする上で実施す

る必要のあるものとなっている。  

 以下では、表 4-1 で示した問題点と改善案について詳細を見ていく。  

 

(1) 国家構成  

a. 中央政府の権限強化  

 中央政府の権限を強化する必要性については、既に先述の PACE 決議でも触れられてい

た。報告書の中でヴェニス委員会は、ボスニアにおいて中央政府の権限が極端に小さいこ

とを指摘し、中央政府の権限を強化すべきとしている 8。ボスニア憲法では中央政府の権限

として 10 項目が挙げられており 9、その他の権限はエンティティに属すると規定されてい

る 10。  

 中央政府の権限を拡大する方法として、ボスニア憲法第 3 条 5 項 a.11があり、実際に軍

改革における権限委譲はこの規定を根拠に実施されている 12。しかし、ヴェニス委員会は

EU 加盟のためには、このような中央政府の権限強化の方法では不十分であると指摘し 13、

その理由として以下の 5 点を挙げている 14。  

 第 1 に断片的なものではなく包括的な権限の移譲が求められること。第 2 に立法権限の

みならず行政権限と財政権限の移譲も求められ、それはこれまでに自発的に達成されたも

のを遥かに超えるものであること。第 3 にボスニアの経済・財政状況を考えると、エンテ

ィティ・レベルの多層的な官僚機構に加え、中央政府レベルに新たな完了機構を追加する

ことは不可能であり、構造そのものを移譲する必要があること。第 4 に、これまでに達成

された進歩は、主に上級代表の関与によるものだが、上級代表の役割は将来的に減少すべ

きであること。最後に、憲法状況は市民及び外部パートナーに対して透明性が確保されて

いなければならず、したがって主要なルールは憲法に規定される必要があること。最終的

にヴェニス委員会は、中央政府の権限強化を目的とした憲法改正は不可欠であるとの判断

を示している 15。  

 以上のように、ボスニアでは中央政府の権限が弱いために、エンティティから中央政府

への権限移譲を行う必要がある。しかし、現行憲法では権限移譲に関する規定が不十分な

                                                  
8 Ibid, para. 21. 
9 ボスニア憲法第 3 条 1 項によれば、中央政府の権限は①外交、②対外貿易、③関税、④金融、⑤中央政府機関と

国際的な義務のための予算、⑥移民、難民、避難民、⑦国際およびエンティティ間の法執行、インターポール協

力、⑧国際通信施設の設置・運営、⑨エンティティ間輸送の規制、⑩航空管制。  
1 0 Constitution of Bosnia and Herzegovina, 第 3 条 3 項 a. 
1 1 「ボスニア・ヘルツェゴビナは、諸機関の役割分担に基づき、両エンティティが合意した事柄、デイトン合意

付属文書５から８に規定されている事柄、ボスニア・ヘルツェゴビナの主権、領土的一体性、政治的独立、国際

人格を保持するために必要な事柄について責務を有する。これらの責務を果たすために必要な場合は、追加の機

関を設立することができる。」  
1 2 European Commission for Democracy through Law, “Opinion on the Constitutional Situation in Bosnia and 
Herzegovina and the Powers of the High Representative,”  para. 23. 
1 3 Ibid, para. 27. 
1 4 Ibid.  
1 5 Ibid, para. 28. 



 
 

61

ため、憲法改正によって中央政府の権限強化を行わなければならない。  

 

b. エンティティの存続  

 ヴェニス委員会は、危険性を認識しつつもエンティティの存続を前提とした憲法改正案

を提示すると宣言している。  

 ボスニアの国家構成についてヴェニス委員会は、エンティティ廃止が近い将来に実現す

る可能性は低いと分析し 16、その理由として 2 点挙げている。第一に、エンティティ廃止

を盛り込んだ憲法改正案は、仮に議会で 3 分の 2 の賛成を得たとしても、民族の死活的利

益やエンティティ投票によってセルビア系が成立を阻止するであろうこと 17。第二に、憲

法改正は 3 民族全てが合意できる内容でなくてはならないことである 18。  

 他方、エンティティ存続を容認することの危険性も指摘されており、民族原則に基づく

国家体制を維持することで民族分断が強化されてしまうことと、RS 存続を認めることで

クロアチア系が自分たちのエンティティを要求するであろうことが挙げられている 19。し

かし、RS 廃止を外から強制することは不可能かつ好ましくないとの理由から、報告書で

はエンティティ存続を前提とした解決策を提案することが宣言されている 20。  

 

(2) 大統領評議会  

a. 構成と選出方法  

 ボスニア憲法第 5 条によれば、ボスニアの大統領評議会はボシュニャク系、クロアチア

系、セルビア系の代表各 1 名ずつ計 3 名で構成され、ボシュニャク系及びクロアチア系の

評議会議員は BH 連邦から、セルビア系の評議会議員は RS から選出されることとなって

いる。報告書では大統領評議会について、「行政府には、既に構成民族が平等に参加してい

る閣僚評議会が存在しており、そこにもう一つ追加することは効率的な意思決定に寄与す

るとは思われない」 21ため、「最善の策は閣僚評議会に行政権を集中させること」であり、

その上で単一の大統領を置くことは受け入れ可能としている 22。  

 また、単一大統領の選出方法に関しては、現行の直接選挙よりは議会による間接選挙が

好ましいと評価している 23。間接選挙により、全ての民族の信任を得ており、かつ最多票

を獲得した人物を大統領とすることができる。その上で、大統領は 2 代続けて同じ民族か

ら選出しない、といった規則を設けることもできる。  

 

b. 選挙権と被選挙権における不平等  

 ボスニア憲法第 5 条では、「ボスニア・ヘルツェゴビナ大統領評議会は 3 名で構成され

る。ボシュニャク系 1 名およびクロアチア系 1 名は BH 連邦から選出され、セルビア系 1

名は RS から選出される」と規定されている（図 4-1）。  

                                                  
1 6 Ibid, para. 46. 
1 7 Ibid.  
1 8 Ibid.  
1 9 Ibid, para. 47. 
2 0 Ibid.  
2 1 Ibid, para. 38. 
2 2 Ibid, para. 40. 
2 3 Ibid.  
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図 4-1：政府機関の選出方法  

 
筆者作成。  

 

 報告書では大統領評議会議員の選出方法について、3 つの問題点が指摘されている 24。

第一に、大統領評議会議員に選出されるためには、いずれかの構成民族に属さなければな

らないこと。議席が主要 3 民族に配分されているため、それ以外の民族の市民が大統領評

議会議員になることはできない。  

 第二に、ボシュニャク系とクロアチア系は BH 連邦でのみ選出され、RS では選出され

ない。またセルビア系は RS でのみ選出され、BH 連邦では選出されないこと、である。

                                                  
2 4 Ibid, para. 67. 
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これは被選挙権に関わるもので、BH 連邦在住のセルビア系住民と RS 在住のボシュニャ

ク系及びクロアチア系住民は大統領評議会議員選挙に立候補することができない。立候補

するためには、もう一方のエンティティへ引っ越すか、所属民族を変更しなければならな

い。  

 第三に、投票者の選択肢は、BH 連邦ではボシュニャク系とクロアチア系の候補者、RS

ではセルビア系の候補者に限られること。つまり、BH 連邦在住のセルビア系住民と、RS

在住のボシュニャク系及びクロアチア系住民は、自分達の民族を代表する大統領評議会議

員の選挙に関わることができない。  

 報告書では、大統領の選挙・被選挙権の保護規定は欧州人権条約には存在しないが、同

条約の第 12 議定書が 2005 年 4 月 1 日に発効すれば、差別の禁止は大統領の選挙・被選挙

権にまで拡大して適用されるだろうと指摘されている 25。  

 

(3) 議会  

a. 拒否権  

 ボスニア憲法は、議会での意思決定において「民族の死活的利益」と「エンティティ投

票」という 2 種類の拒否権を規定している。ヴェニス委員会は民族の死活的利益の拒否権

を、「構成民族の利益に反する決定を阻止する最も重要なメカニズム」でありながら、「憲

法において死活的利益が定義されていないことは注目に値する」 26とした上で、死活的利

益の厳密な定義が必要であるとの意見を提示している 27。そして、こうした拒否権が存在

するが故に、非協調的で妥協を拒否している集団の立場が強くなることが問題であると指

摘している 28。  

 また、エンティティ投票は、民族の死活的利益の拒否権があれば不要であろうと判断し

ている 29。次いで、ヴェニス委員会は上院について、「通常、連邦国家における第二院の目

的は少数集団の代表を確保すること」だが、ボスニアの上院は「構成民族の利益に資する」

メカニズムであり 30、民族の死活的利益の行使を下院に移し、上院を廃止することが望ま

しいとしている 31。  

 

b. 上院の選挙権と被選挙権における不平等  

 図 4-1 にあるように、ボスニア議会上院は 15 名で構成され、3 分の 2 は BH 連邦（ボシ

ュニャク系 5 名、クロアチア系 5 名）から選出され、3 分の 1 は RS（セルビア系 5 名）

から選出される。また、ボシュニャク系及びクロアチア系の上院議員は、BH 連邦上院の

ボシュニャク系及びクロアチア系議員によって選ばれ、セルビア系議員は RS 国民議会に

よって選ばれることとなっている。  

 ボスニア議会上院の選出に関しては、3 つの問題点が指摘されている 32。第一に議席が 3

                                                  
2 5  Ibid, para. 72. なお、欧州人権条約第 12 議定書は 2005 年 4 月 11 日に発効した。  
2 6 Ibid, para. 30. 
2 7 Ibid, para. 32. 
2 8 Ibid.  
2 9 Ibid, para. 34. 
3 0 Ibid, para. 35. 
3 1 Ibid, para. 36. 
3 2  Ibid, para. 78. 
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構成民族に分配されているため、いずれかに所属している市民のみが上院議員になれるこ

と。ボスニアには主要 3 民族以外にも少数民族が居住しているが、現在の憲法では少数民

族が上院議員になることはできない。  

 第二に、セルビア系は RS 代表として、ボシュニャク系とクロアチア系は BH 連邦代表

としてのみ上院議員になれること。例えば、RS 居住のボシュニャク系とクロアチア系は

RS 代表として上院議員にはなれない。彼らがボシュニャク系ないしクロアチア系の上院

議員になることを望むのであれば、BH 連邦に移住しなければならない。また、RS 代表と

して上院議員になりたいのであれば、自分はセルビア系であると宣言しなければならない。 

 第三に、BH 連邦上院において、ボシュニャク系とクロアチア系議員のみが、ボスニア

上院議員選挙に関与できること、である。図 4-1 の通り BH 連邦上院議会にはセルビア系

議員も少数民族の議員もいるにも関わらず、ボスニア議会上院議員の選出に関与できるの

はボシュニャク系とクロアチア系議員のみである。つまり、同じ地位と権限を有している

はずの議員の間に民族格差が生じているのである。  

 上記の問題点についてヴェニス委員会は、大統領評議会と同様に 3 民族に属さない人々

が完全に排除されていることと、エンティティと民族がリンクしていることを指摘してい

る 33。そして、欧州人権条約第 14 条において民族に基づくあらゆる差別が禁止されている

ことから、上院の構成と選出方法は同条約に違反していると述べている 34。  

 

 以上の内容をまとめると、報告書では国家構成について、エンティティの存続を前提と

し、中央政府の権限を強化することを提言している。大統領評議会に関しては間接選挙に

よる単一大統領を支持し、選出については主要 3 民族以外の市民が排除されていることと、

エンティティにより投票できる候補や立候補できる民族枠に制限がかかっていることを問

題視している。議会については、民族の死活的利益を定義すること、エンティティ投票を

廃止すること、上院を廃止することを支持している。また、上院議員の選出方法について

は、大統領評議会議員と同様に主要 3 民族以外の市民が排除されていること、エンティテ

ィと民族毎の議席が結びついていることを問題視している。  

 これらの指摘を踏まえると、ヴェニス委員会は国家体制の効率化については、大統領評

議会と閣僚評議会、上院と下院の役割の重複をなくし、中央政府の権限を強化することで

効率化を図ろうとしていることが見える。ただし、エンティティの廃止は現実的でないと

して、2 エンティティ制の存続を前提としており、提言内容の実施可能性に配慮している。

次に、合意形成に関する問題としては、民族の死活的利益を定義して適用範囲を限定する

ことと、エンティティ投票を廃止することを提言している。つまり、ヴェニス委員会はボ

スニア憲法に含まれている拒否権の規定を弱めることによって、合意形成の困難さを緩和

しようとしている。最後に、選挙に関するものでは、主要 3 民族以外の少数民族も含めて、

全ての民族が好きな候補に投票できる体制、そして全ての民族が全ての政治ポストに選出

される可能性を確保する体制を提言している。ヴェニス委員会は選挙関連の規定を変える

ことで、ボスニアをより民主的にしようとしている。  

 実際に憲法改正を行う側であるボスニアは、報告書で提案されている改正内容や指摘さ

                                                  
3 3  Ibid, para. 79. 
3 4  Ibid, para. 80. 
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れている問題点を解消するような改正を行うことが求められている。つまり、ここで提案

された内容が憲法改革において国際社会が課した条件である。ただし、報告書で問題点を

指摘するに留まっている大統領評議会議員と上院議員の選出方法については、具体的な条

件が提示されていないため、交渉の中で改正案を作り上げることとなった。したがって、

この 2 点に関して初期反応は存在しないこととなる。  

 次節では、ヴェニス委員会報告書を契機として進められた、エイプリル・パッケージを

巡る交渉の過程を詳述する。  

 

3. エイプリル・パッケージ否決までの動き  

 エイプリル・パッケージを巡る交渉は、大きく２つの時期に分けられる。第一に、憲法

改正案は、各党の代表とドナルド・ヘイズ元 OHR 筆頭副上級代表らによる作業部会で議

論された（2005 年 3 月〜10 月）。第二に、作業部会での議論を経て最終的な交渉は主要政

党の党首による会合で行われた（2005 年 11 月〜2006 年 4 月）。そこで本項では、エイプ

リル・パッケージを巡る交渉を作業部会と党首会合の各時期に分けて分析する 35。  

 

(1) 作業部会  

 2005 年に憲法改革プロセスが動き出した主な理由は２つある。一つはヴェニス委員会報

告書が発表されたこと 36。もう一つはティヒッチ SDA 党首とチョービッチ HDZ 党首が個

別に当時のヘイズ筆頭副上級代表に対して憲法改革交渉の仲介を依頼したことである 37。

ヘイズは 2005 年 3 月に筆頭副上級代表職から離れ、米国平和研究所（USIP）所属となり

NGO の身分で憲法改革プロセスに関与することとなった 38。  

 その後、ヘイズは、紛争国に無料で法律支援を行う NPO 団体のポール・ウイリアムス

（Paul Williams）と、タフツ大学デイトン和平合意プロジェクト代表のブルース・ヒッ

チナー（Bruce Hitchner）教授と共にサラエボを訪れ、主要政党や上下両院の代表・関係

者と会談した 39。そこで彼らは、①コンセンサスに基づくプロセス、②ヴェニス委員会報

告書で指摘された問題点を克服するための憲法改正パッケージの作成、③作業部会を結成

しヘイズらは事務局として支援すること、の３点からなる提案を行い、主要全政党からの

支持を得て作業部会が結成された 40。  

 作業部会に参加した政党は、ボスニア議会に議席を有する主要 8 政党である 41。憲法改

                                                  
3 5 セバスチャンは交渉時期を作業部会（ 2005 年 4 月～ 11 月）、複数の党首による会合（ 2005 年 11 月～ 2006 年 1
月）、個別の党首会談（ 2006 年 2 月～ 4 月）の 3 期に分けている。しかし、 2006 年 2 月以降も複数政党による党

首会合は行われているため、本論文では作業部会と党首会合の２つの時期に分類した。Sebastian, Sofia,  “Leaving 
Dayton Behind: Constitutional Reform in Bosnia and Herzegovina,” FRIDE Working Paper No. 46, 2007, p. 4.  
3 6  Hays, Donald and Jason Crosby, “From Dayton to Brussels:  Constitutional Preparations for Bosnia’s EU 
Accession,” USIP Special Report No. 175, 2006, p.  4.  
3 7  Ibid, p.  5.  
3 8  Ibid.  
3 9  Ibid. ヘイズらが主要政党の党首らと会談した時期について、ヘイズ論文では 2005 年 3 月となっているが、ヒ

ッチナー論文では同年 4 月下旬となっている。会談を行ったこと自体が公になっていないため、会談時期の特定

は難しい。 Hitchner, R Bruce, “From Dayton to Brussels   :  The Story Behind the Constitutional and 
Governmental Reform Process in Bosnia and Herzegovina,” The Fletcher Forum of World Affairs,  Vol. 30, No.  
1,  2006, p.  128. 
4 0  Hays and Crosby, “From Dayton to Brussels:  Constitutional Preparations for Bosnia’s EU Accession,” p.  5.  
4 1  Hitchner, “From Dayton to Brussels   :  The Story Behind the Constitutional and Governmental Reform 
Process in Bosnia and Herzegovina,” p.  128. 作業部会に参加した政党は、ボシュニャク系：SDA、SBH、SDP、

クロアチア系：HDZ、クロアチア人民同盟、セルビア系：SDS、PDP、SNSD。なお、クロアチア人民同盟は HDZ
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正案は最終的にボスニア上下両院で審議されるため、議席を有している政党と改正案を作

成することで、議会で可決される可能性を高くすることが狙いだった。  

 作業部会メンバーは最終的な意思決定権を有していなかったものの、2005 年 10 月まで

に改正案を党首に提出することで合意した 42。また、事務局は中立な立場で作業部会の活

動に関与することと、今次活動では中央政府機関のみを対象とした改正案を作成すること

でも合意が得られた 43。事務局は月に 1 週間サラエボを訪れ、2 日間の作業部会と各党党

首や国際社会の各代表との会談を行うというルーティンで作業を進めていった 44。  

 作業部会は SBH 代表が議長を努め、2005 年 4 月の第一回会合を皮切りに 10 月末まで

に 9 回の会合を重ねた。夏頃までには人権に関する条項や人権保護規定、民族の死活的利

益の定義についてコンセンサスが得られた。また、大統領評議会の権限の大部分を閣僚評

議会に移譲することで意見が一致した。議会については、上院は民族の死活的利益と予算、

社会問題、条約、政府形成のみを扱うこと、EU 加盟関連の権限は下院のみが有すること

で一般的な合意が得られた。大統領と首相は議会が選出し、彼らが資格のある候補者の中

から大臣を選出することも合意された 45。  

 10 月末の作業部会において、これまでの議論を踏まえて事務局が用意した改正案が議論

されたが、これ以上の議論は党首レベルでなければ出来ないとの結論に達した。特に大統

領評議会と議会の権限と選出方法、政府の役割と機能について、コンセンサスを得ること

ができなかった 46。  

 

(2) 各民族の反応（初期反応）  

 ヒッチナーによれば、セルビア系政党の党首達は RS の存続と引き換えに憲法改革に応

じる構えであり、ボシュニャク系政党の党首達は中央政府のスリム化、権限強化、エンテ

ィティに支配されない市民を基盤とした国家の設立を支持していた 47。クロアチア系政党

の党首達は、憲法改革を自民族の立場を強化する場と捉えており、自分達のエンティティ

創設が無理ならば、高度に分権化された中央政府の設立を望んでいた 48。ヴェニス委員会

報告書がエンティティの存続を前提としているため、セルビア系政党の立場は報告書と何

ら矛盾しない。他方、ボシュニャク系が望むエンティティに支配されない国家とは、エン

ティティ廃止を意味している。つまり、ボシュニャク系はヴェニス委員会が現実的に不可

能として見送ったエンティティ廃止を主張していたのである。また、クロアチア系が主張

する第 3 のエンティティないし分権化は、いずれのヴェニス委員会報告書と矛盾する内容

である。したがって、この時点での各民族の初期反応としては、セルビア系が賛成、ボシ

                                                                                                                                                                     
と連立関係にあったため交渉に参加しているが、実際には議席を有していない。そこで本章では、クロアチア系

政党として HDZ のみを取り上げることとする。  
4 2  Hays and Crosby, “From Dayton to Brussels:  Constitutional Preparations for Bosnia’s EU Accession,” p.  5.  
4 3  Hitchner, “From Dayton to Brussels   :  The Story Behind the Constitutional and Governmental Reform 
Process in Bosnia and Herzegovina,” p.  128. 
4 4  Hays and Crosby, “From Dayton to Brussels:  Constitutional Preparations for Bosnia’s EU Accession,” pp.  6–
7. 
4 5  Ibid, p.  7;  Hitchner, “From Dayton to Brussels   :  The Story Behind the Constitutional and Governmental 
Reform Process in Bosnia and Herzegovina,” pp. 129–130. 
4 6  Hays and Crosby, “From Dayton to Brussels:  Constitutional Preparations for Bosnia’s EU Accession,” p.  7.  
4 7  Hitchner, “From Dayton to Brussels   :  The Story Behind the Constitutional and Governmental Reform 
Process in Bosnia and Herzegovina,” p.  129. 
4 8 Ibid.  
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ュニャク系とクロアチア系は一部反対となる。  

 

(3) 党首会合  

a. ブリュッセル、ワシントン会合  

 作業部会での議論を受けて、2005 年 11 月 12～14 日にブリュッセルにて、欧州委員会

主催で憲法改革に関する初の党首会合が行われた。その翌週の 11 月 19～20 日には USIP

が主催してワシントンで協議が継続された。この 2 回の会合では、作業部会で合意された

内容の大半が党首によって承認された。具体的には、人権条項の追加や民族の死活的利益

の定義と手続き、大統領評議会の権限を委譲して閣僚評議会を強化すること、EU 加盟関

連の権限は中央政府が有すること、上院の存続、議員数を増やし下院にて少数民族の議席

を確保すること等である 49。  

 しかし、エンティティ投票の存続、上院議員の選出方法、大統領評議会の構成（単一の

大統領か輪番制か）と選出方法では合意が成立しなかった。ヘイズによれば、ブリュッセ

ル会合において上院議員の選出方法は①エンティティ議会が選出、②下院が選出、③直接

選挙、の３つに絞られた 50。この内、現状維持となる①の方法ではエンティティの中央政

府への影響力も構成民族間の平等も確保される。しかし、ヴェニス委員会は現状の選出方

法を欧州人権条約違反と判断しており、変更しなければ EU 加盟の障害となる。②の方法

は、下院が依然として 3 民族のみで構成されるのであれば、その他の民族が上院議員にな

る機会が奪われているため、差別の廃止を規定している欧州人権条約違反となる。他方、

ブリュッセル・ワシントン会合で合意されたように、下院に少数民族の議席が確保される

場合、3 民族以外の議員が上院議員になる可能性が理論上は残される。  

 ③の直接選挙の場合、各エンティティや民族に議席数を配分するのか、ボスニア全土を

一つの選挙区として投票を行うのかによって各民族の反応は異なる。エンティティと民族

の両方に議席を配分する場合、エンティティの影響力も民族間の平等も保証されるが、欧

州人権条約違反と判断された状態と変わりはない。各民族の議席数のみを決める場合も、

主要 3 民族とその他の民族との間の不平等が解消されないため欧州人権条約違反と判断さ

れることとなる。エンティティのみに議席数を配分する場合、BH 連邦内で少数派となっ

ているクロアチア系は、上院での議席数を失う可能性があるため断固として反対するだろ

う。ボスニア全土を対象とした直接選挙を行う場合、最も人口が多いボシュニャク系は賛

成するだろう。しかし、セルビア系およびクロアチア系にとっては、自民族に議席が確保

されない制度は受け入れられないだろう。  

 現行憲法下で大統領評議会は、各民族の代表 1 名ずつで構成されており、8 か月交代の

輪番制で議長（大統領）が代わっている。これは 3 構成民族が等しく代表されるように作

られた制度である。仮に大統領が 1 名で固定されるならば、大統領を輩出できなかった民

族にとって国政を他民族に乗っ取られる恐怖がある。また、大統領が 1 名で選出方法が直

接投票となると、人口が最大のボシュニャク系が大統領の座を独占することになってしま

う。つまり、大統領評議会の構成と選出方法は民族バランスを大きく崩しかねない問題と

                                                  
4 9 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Political Leaders Fail  to Agree on Constitutional Changes,” 
Source: BH Radio 1,  November 14, 2005, LexisNexis;  BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Parties in 
USA Sign Declaration on Constitutional Changes,” Source: BH Radio 1,  November 22, 2005, LexisNexis.  
5 0  Hays and Crosby, “From Dayton to Brussels:  Constitutional Preparations for Bosnia’s EU Accession,” p.  8.  
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なっている。  

 ブリュッセル会合の結果、合意出来なかったのはエンティティ投票の存続、上院議員の

選出方法、大統領評議会の構成（単一の大統領か輪番制か）と選出方法の４点である。ま

た、上院が存続する点において合意内容はヴェニス委員会報告書と矛盾していた。  

 

b. サラエボ会合  

 合意できなかった問題は、12 月 15〜16 日と 12 月 21 日にサラエボで開催された党首会

合でも議論されたが結論は出なかった。なお、米国務次官の指示により、15 日の会合を以

てヘイズらは事務局の役割を外れ、在ボスニア米国大使館と EU 議長国大使館（当時は英

国）が事務局及び会合の議長を務めることとなった 51。  

 その後、2006 年 1 月 3〜4 日の会合では、下院議員を現行の 42 名から 87 名に増やし、

少数民族に 3 議席を配分することが決定された 52。また、上院が民族の死活的利益を中心

的に扱うことで合意が得られた 53。これまでは全法案が上下両院で可決される必要があっ

たが、今回の合意によって上院は存続するものの役割は限定され、立法府としての主な役

割は下院が果たすこととなった。同時に、大統領評議会の構成は現行と同様に大統領１名、

副大統領２名とすることでも合意が成立したものの、単一大統領なのか輪番制なのかは合

意できなかった。この会合の最大の成果は、上院の役割が縮小されたことである。上院が

存続する点ではヴェニス委員会の提案に反しているが、役割を限定することで一定の譲歩

をしたと考えられる。  

 1 月 15 日にも党首会合が行われたが何ら進展はなかった。この会合が終了した時点で合

意が得られていなかった事項は、エンティティ投票の存廃、上院議会（議員数、選出方法）、

大統領評議会（単一大統領か輪番制か、選出方法）に絞られた。当初、2006 年 10 月の国

政選挙前に憲法改正を行うためには、１月中に改正案の内容について合意する必要がある

と言われていた 54。そのため、この会合で最終的な合意が得られなかった場合、国政選挙

前の憲法改正は困難になると思われた。しかし、15 日の会合で憲法改正案の起草委員会を

設立し、既に合意された内容から改正案を起草することで合意したため、憲法改革プロセ

スは継続されることとなった 55。他方、この会合は従来の会合と異なり次回会合の日程を

決められずに終わってしまったため、憲法改革プロセスは終わっていないものの、その先

行きは不透明になった。  

 

c. ボシュニャク系 -セルビア系合意（政党間レベル）  

 その後、2 月上旬には党首間で個別の会談が行われ、SDA のティヒッチ党首とドディッ

ク SNSD 党首が憲法改正案につき合意した 56。これを受けて 2 月 19 日にセルビア系政党

（SDS、SNSD、PDP）とボシュニャク系政党（SDA、SDP）がサラエボの米国大使公邸

                                                  
5 1  Ibid.  
5 2 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Parties Make Some Headway in Talks on Constitutional 
Changes,” Source: HINA, January 04, 2006, LexisNexis.  
5 3 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Election Procedure for Bosnian Executive Not yet Decided -  PDP 
Leader Ivanic,” Source: Nezavisne Novine, January 06, 2006, LexisNexis.  
5 4  Hitchner, “From Dayton to Brussels   :  The Story Behind the Constitutional and Governmental Reform 
Process in Bosnia and Herzegovina,” p.  130. 
5 5 Hays and Crosby, “From Dayton to Brussels:  Constitutional Preparations for Bosnia’s EU Accession,”  p.  9.  
5 6  Ibid.  
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で会合を開いた。そこでは、ティヒッチ -ドディック会談の合意内容を基に憲法改正案が議

論され、エンティティ投票の存続、大統領評議会議員の直接選挙、大統領ポストの 16 ヶ

月輪番制、上院議員は下院が選出すること等が決められた 57。  

 ここでの合意内容は憲法改革協議を大きく前進させるものだった。その一方で、この会

合はボシュニャク系とセルビア系政党の間の合意にすぎず、またボシュニャク系政党の

SBH が参加していない。したがって、憲法改革協議の行方は HDZ と SBH の態度次第と

なった。2 月 19 日の会合に参加しなかった 3 党のうち、SBH は後に詳述するように改正

案に反対して協議から離脱した。HDZ は協議への参加は継続したものの、大統領評議会議

員の間接選挙と、2 エンティティ構成に関する協議の開始を要求した 58。なお、2 月 19 日

の会合における合意を基準にして各民族の立場を見ると、ボシュニャク系（C, o）、クロア

チア系（O）、セルビア系（C, c）となっている 59。  

 

d. ヴェニス委員会の評価（条件の判断）  

 交渉が大詰めを迎える中で、最後の争点となったのが大統領評議会議員の選出方法であ

る。SBH を除いた 7 党党首は 3 月 1 日に会合を開いたが、大統領評議会議員の直接選挙を

主張するボシュニャク系及びセルビア系政党と、間接選挙を求めるクロアチア系政党の溝

は埋まらなかった 60。事態を打開すべくティヒッチ大統領評議会議長はヴェニス委員会に

書簡を送り、大統領評議会議員の選出方法を 3 案提示した上で委員会の評価を求めた 61。  

 ヴェニス委員会は、2005 年の報告書で述べた通り単一大統領と議会による間接選挙の組

み合わせが最も望ましいとしつつ、各案について評価を下している 62。第 1 案は現行憲法

と同じ（輪番制、BH 連邦からボシュニャク系とクロアチア系、RS からセルビア系議員を

選出）だが、これは 2005 年報告書で判断したように欧州人権条約第 12 議定書違反として

却下している 63。第 2 案は、現行の方法から民族の規定を除いたもので、ヴェニス委員会

はいくつかの追加条項を加えても問題は残っているものの、現行の方法よりは前進してい

ると評価している 64。第 3 案は輪番制かつ議会による間接選挙である。ヴェニス委員会は

修正が必要だが第 3 案が最も望ましいとの評価を下している 65。  

 ヴェニス委員会の評価を受けて 3 月 18 日に開催された党首会合では、第 3 案に基づい

て大統領評議会議員は上院が指名し下院が承認することで合意された。また、単一大統領

か輪番制かについては別途法律で定めることとなった。憲法改革合意における大統領評議

会議員と上院議員等の選出方法をまとめたのが図 4-2 である。4 月 7 日、ヴェニス委員会

                                                  
5 7 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnia’s Tihic Presents Constitutional Reform Accord,” Source: 
ONASA, February 23, 2006, LexisNexis.  
5 8 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Croat,  Muslim Leaders Compare Views on Constitutional 
Changes,” Source: ONASA, February 22,  2006, LexisNexis.  
5 9 もっとも、この時点では合意できていない事項も存在している。また、報告書の提案に反している上院の存続

等についてはヴェニス委員会の判断次第であるため、今回の合意を条件と見做すことは難しい。しかし、条件を

設定する役割を担っているヴェニス委員会が、一部の条件を提示しなかったことに加え、同委員会は最終的に合

意内容を承認したことから、 2 月 19 日の合意を基準とする。  
6 0 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Parties Fail to Sign Reform Accord Due to Croat Opposition,”  
Source: BH Radio 1,  March 07, 2006, LexisNexis.  
6 1 European Commission for Democracy through Law, “Opinion on Different Proposals for the Election of the 
Presidency of Bosnia and Herzegovina,” March 20, 2006, para. 1.  
6 2 Ibid, para. 6–7. 
6 3 Ibid, para. 8.  
6 4 Ibid, para. 15. 
6 5 Ibid, para. 29. 
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は憲法改正案に対する意見の中で、「全ての改正案がヴェニス委員会の望むようにいっては

いない」ものの「憲法改革は長期間のプロセスであり全てを一度に行うことはできない」

として、今回の改正案を支持していた 66。  

 

図 4-2：エイプリル・パッケージにおける政府機関の選出方法  

 
筆者作成。  

 

この合意に基づいて憲法改正法案（エイプリル・パッケージ）が作成され、議会に提出

                                                  
6 6 European Commission for Democracy through Law, “Opinion on the Draft Amendments to the Constitution 
of Bosnia and Herzegovina (sent as a Preliminary Opinion to the Authorities of Bosnia and Herzegovina on 7 
April  2006),”  June 12, 2006, para. 98. 
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された。しかし、SBH と投票直前に HDZ から分裂した HDZ1990 の反対によって 2 票差

で否決された（表 4-2）67。そこで以下では、SBH の協議からの離脱と HDZ の分裂につい

て詳述する。  

 

表 4-2：エイプリル・パッケージの投票結果（ボスニア議会下院） 

民族 政党 議席数 賛成 反対

ボシュニャク

系 

SDA 10 9 1

SBH 6 0 6

SDP 3 3 0

ボスニア党 1 0 1

年金者党 1 1 0

民主人民共同体 1 1 0

独立議員 1 0 1

クロアチア系 

HDZ 1 1 0

HDZ1990 4 0 4

経済ブロック 1 0 1

新クロアチア・イニシアチブ 1 0 1

セルビア系 

SDS 5 5 0

SNSD 3 3 0

PDP 2 2 0

社会党 1 1 0

セルビア急進党 1 0 1

計 42 26 16
Predstavničkog Doma Parlamentarne Skupštine Bosne i  Hercegovine, “Zapisnik 78. Sjednice 

Predstavničkog Doma Parlamentarne Skupštine Bosne I Hercegovine, Održane 25. i  26. Aprila 
2006. Godine.,” April  26, 2006. 

https:/ /www.parlament.ba/sadrzaj/about/arhiva_saziva/predstavnicki_dom/2002_2006/?id=19663.
を基に筆者作成。

 

(4) SBH の離脱（政党間レベル）  

 エイプリル・パッケージ否決に大きな影響を与えた要因の一つが、SBH の反対である。 

 2 月 19 日の会合を受けて、ボシュニャク系第 2 党である SBH の創設者シライジッチは

同じボシュニャク系政党である社会民主連合及びボスニア党と共同記者会見を開いた 68。

その中でシライジッチは、SBH は抜本的かつ透明性のある憲法改革協議が、密室ではなく

議会の場で進められることを要求すると述べた。また、ジェノサイドに関する国際司法裁

判所判決やミロシェビッチ裁判、戦犯のカラジッチやムラディッチが逮捕される前に憲法

を改正することは、深刻な結果をもたらすとして憲法改革協議に反対する姿勢を打ち出し

た。  

 その後 SBH は、他の 3 党と「ボスニア愛国ブロック」を結成し憲法改正案に反対する

運動を行うことを発表した 69。その場で 3 党の党首は、今回合意された憲法改正案は中央

政府を弱体化させ、ボスニアのエンティティによる分断を強化するものだと非難した。ハ

                                                  
6 7 憲法改正に必要な票数は、全体の 3 分の 2 にあたる 28 票。  
6 8 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Party Leaders Urge Transparency in Talks on Constitutional  
Changes,” Source: SRNA, February 21, 2006, LexisNexis.  
6 9 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Parties Establish ‘patriotic Bosnian Bloc’ Against Constitutional 
Changes,” Source: ONASA, February 27,  2006, LexisNexis.  
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リロビッチ SBH 党首は、今回の合意内容ではヴェニス委員会報告書の勧告内容と異なり

上院の権限が強いこと、大統領評議会が存続すること、エンティティ投票が維持されるこ

とを指摘している 70。SBH は 3 月 1 日の党首会合には参加せず、同日に発表した声明の中

で改正案に署名することはボスニアを混沌の淵に陥れるとして、憲法改革プロセスを強く

非難した 71。  

 SBH がエンティティの存続ないしエンティティの存続を前提とした憲法改正案に反対

したこと自体は、それほど不思議ではない。SBH は以前から RS の存在を「ミロシェビッ

チの計画」として非難しており、RS 及びエンティティ投票の廃止を主張し続けてきた。

憲法改革協議から離脱したことも、これまでの同党の主張からすれば理解できる。しかし、

2005 年 3 月のヴェニス委員会報告書において既にエンティティの存続を前提とした改正

が提案されていた。このことを考えれば、なぜ SBH は 2006 年 2 月までは憲法改革協議に

参加し、その後、突如として協議から離脱したのかが説明できない。エンティティ投票に

ついても、たしかに、ヴェニス委員会報告書ではエンティティ投票は不要に思われるとの

判断が下されていたが、エンティティ投票の廃止にセルビア系政党が応じないことは最初

から明らかだった。  

 ヒッチナーは、「今回の憲法改正パッケージを中身のないものだと考えた政党が、2006

年の国政選挙を前にして合意を阻害しようとすることは、何ら驚くべきことではない。」と

述べている 72。セバスチャンも SBH と HDZ1990 はエイプリル・パッケージの否決に乗じ

て 10 月選挙において支持を拡大したと指摘している 73。つまり、SBH の離脱は 2006 年

10 月の選挙を意識したものだと言える。  

 では、なぜ 2006 年 2 月に協議から離脱したのか。それは、2 月 19 日の会合での合意事

項の中に、エンティティ投票の存続が含まれていたからである。それまでの会合では、エ

ンティティ投票の廃止を求めるボシュニャクと存続を求めるセルビア系との間で合意が成

立していなかった。したがって、エンティティ投票の廃止を主張し続けてきた SBH は協

議に参加しエンティティ投票の廃止を主張していた。しかし、2 月 19 日に SBH を除くボ

シュニャク系政党がエンティティ投票の受け入れに応じた。  

 このことは SBH にとって 2 つの意味を持っていた。一つは、エンティティ投票の存続

が決まったことで、協議に参加するインセンティブが低下したことである。そして二つ目

は、ボシュニャク系第 1 党の SDA がエンティティ投票の存続に応じたことで、競り上げ

を仕掛ける絶好の機会が到来したことである。第 1 党である SDA との差別化をはかって

支持を拡大しようとする第 2 党の SBH にとって、それまで共にエンティティ投票の廃止

を主張していた SDA が受け入れに転じたことは、差別化戦略による競り上げを行う上で

これ以上ない好機だった。また、2006 年 10 月の選挙を前に、選挙戦が活発化する時期だ

ったことも SBH にとって好都合だった。  

 以上ように、2006 年 10 月に総選挙が控えていたことと、同年 2 月の会合でエンティテ

ィ投票の存続を SDA が受け入れたことから、SBH は憲法改革協議から離脱し競り上げを

                                                  
7 0 Ibid.  
7 1 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Party Says Constitutional Reform Deal Conducive to 
Country’s Break-up,” Source: BH Radio 1,  March 01, 2006, LexisNexis.  
7 2 Hitchner, “From Dayton to Brussels   :  The Story Behind the Constitutional and Governmental Reform 
Process in Bosnia and Herzegovina,” pp. 132–133. 
7 3 Sebastian, “Leaving Dayton Behind: Constitutional Reform in Bosnia and Herzegovina,” p.  6.  
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仕掛けたのである。  

 

(5) HDZ の分裂（政党間レベル）  

 ティヒッチ SDA 党首は 2 月 21 日にチョービッチ HDZ 党首と会談し、2 月 19 日会合で

の合意内容を伝えた 74。これに対しチョービッチは、大統領評議会議員の直接選挙に反対

すると共に、10 月の総選挙後に下位レベルの構成に関する協議を開始することを合意に盛

り込むことを要求した。ここでいう下位レベルとはエンティティのことであり、クロアチ

ア系にとって 2 エンティティ構成が受け入れられないものであることを改めて伝えた形に

なった。  

 当初、2 月 26 日に主要政党は憲法改革合意に署名する予定だったが、HDZ の反対によ

り署名は延期された。HDZ は 19 日会合での合意について、クロアチア系がいない場で 3

構成民族の平等を求めるクロアチア系の要求に全く見合わない解決策が作られたとし、党

幹部のヨービッチ大統領評議会議員は「この案に署名するクロアチア系政党はいないだろ

う」と述べた 75。3 月 1 日の会合に出席したチョービッチ HDZ 党首も、大統領評議会議員

の間接選挙という自党の要求について妥協の余地がないと述べ、最後の争点となった大統

領評議会議員選挙について、この日の会合では合意が得られなかった 76。  

 クロアチア系にとって、自民族の人物を大統領評議会議員にする上で、間接選挙は譲れ

ないものだった。先述のヴェニス委員会が評価した大統領評議会議員の選出方法について、

現行の方法を除いた残りは直接選挙で BH 連邦から 2 名、RS から 1 名を民族に関係なく

選出する方法と、ボスニア議会上院による間接選挙だった。この内、直接選挙の場合、BH

連邦から選出する 2 名にクロアチア系が含まれる保証はない。主要 3 民族内で最も人口が

少ないクロアチア系にとって、この方法では大統領評議会議員ポストは保証されないので

ある。他方、ボスニア議会上院による間接選挙（図 4-2）の場合、主要 3 民族は上院にて

同じ議席数が配分されているため、大統領評議会議員 3 名の内 1 名はクロアチア系が占め

ることとなる。  

 大統領評議会議員の選出方法については、ヴェニス委員会の評価の結果、クロアチア系

が望む間接選挙で合意が得られた。しかし、ヴェニス委員会が評価を下す以前に、クロア

チア系は分裂し始めていた。  

 3 月 7 日、HDZ 所属議員を含むクロアチア系下院議員は党の決定に関わらず憲法改正案

に投票しないことを発表した 77。彼らによれば、反対を決めたのは今回の改正案が「ボス

ニアの 2 エンティティ分断を永久的に固定化させる」ものであることが原因だった 78。  

 しかし、クロアチア系議員が HDZ の決定に従わないと決めたのは、憲法改正案の内容

だけが原因ではなかった。そこには、党内での対立も存在していた。HDZ のチョービッチ

党首は 2002 年から大統領評議会議員を努めていたが、2005 年 3 月に BH 連邦財務大臣時

                                                  
7 4 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Croat,  Muslim Leaders Compare Views on Constitutional 
Changes.” 
7 5 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Top Bosnian Croat Officials Reject Constitutional Changes on Offer,” 
Source: FENA, February 26, 2006, LexisNexis.  
7 6 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Parties Fail to Sign Reform Accord Due to Croat Opposition.”  
7 7 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Croat MPs to Vote Against Constitutional Changes 
Regardless of Party Stand,” Source: ONASA, March 07, 2006, LexisNexis.  
7 8 Ibid.  
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代の職権乱用罪で訴追され、同月に上級代表により大統領評議会議員の座を追われていた。

その一方でチョービッチは、公職追放後の 2005 年 6 月の HDZ 党首選挙に立候補し、対立

候補だったリュービッチ（Božo Ljubić）を僅差で破って党首になっている。これに対して

リュービッチは、党首選で不正があったとして投票のやり直しを要求したが認められなか

った。その後、2005 年 8 月にはリュービッチらが党規律委員会にかけられ、11 月に党を

追放されている。  

 チョービッチとリュービッチは憲法改革でも意見が対立しており、今回の改正案を第一

歩として妥協する意思を示していたチョービッチに対し、リュービッチは今回の改正案は

2 エンティティ制を固定化させること、特にエンティティ投票の存続に強く反発していた。 

 チョービッチが党首の座にいることについては、HDZ がオブザーバー参加している欧州

人民党のマルテンス（Wilfred Martens）党首からも辞任要求があり、隣国クロアチアの

サナデル（ Ivo Sanader）首相（クロアチアの HDZ 党首）も辞任すべきだと発言していた

79。また、憲法改革に関してはカトリック教会（クロアチア系はカトリック教徒）が一貫

して反対の姿勢を表明していた。ボスニアのカトリック教会のトップであるプーリッチ枢

機卿は、今回の改正案ではクロアチア系の権利が保護されなくなる恐れがあること、エン

ティティ投票が存続することを理由に反対の立場を表明していた 80。  

 こうした流れの中でリュービッチは、2006 年 4 月 8 日に新党 HDZ1990 を設立した。

HDZ1990 には 2002 年の選挙で HDZ 所属として当選した議員 5 名中 4 名が合流し、HDZ

はわずか 1 議席を有するだけとなってしまった。HDZ1990 はその後、エンティティ投票

の廃止を含む独自の憲法改正案を発表したものの 81、3 月 18 日の合意に署名した各党に受

け入れられず、エイプリル・パッケージの議決にて反対票を投じた。  

 リュービッチがエイプリル・パッケージの投票直前に新党を立ち上げ、憲法改革に反対

する運動を行ったことも、SBH と同様に 10 月の国政選挙を睨んだものだろう。セバスチ

ャンの指摘通り、HDZ1990 は憲法改正案に反対することで、10 月選挙にてクロアチア系

から一定の支持を勝ち取った 82。10 月選挙において HDZ を打倒する上で、エイプリル・

パッケージの投票直前に新党を結成し反対票を投じることは非常に効果的な選挙キャンペ

ーンとなった。  

 また、3 月 18 日の会合で HDZ が憲法改正案に合意したことも、HDZ1990 設立のタイ

ミングを理解する上で重要である。カトリック教会や他のクロアチア系政党が全てエイプ

リル・パッケージに反対していた中で、HDZ だけが憲法改正案を受け入れた。それによっ

て、リュービッチが HDZ1990 を立ち上げ HDZ を非難するのに好ましい環境が整った。こ

の時点で HDZ1990 を設立しエイプリル・パッケージに反対することで、それまで HDZ

を支持していたクロアチア系の票を奪うことができるからである。言い換えると、HDZ が

民族の利益に反するとも取れる程の妥協を受け入れたことで、競り上げの効果が最大化し

てしまったのである。  

                                                  
7 9 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Croatian Premier Criticizes Leader of Main Bosnian Croat Party,” 
Source: HINA, November 11, 2005, LexisNexis.  
8 0 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Catholic Cardinals Oppose Agreed Bosnian Constitutional Changes,” 
Source: HINA, March 29, 2006, LexisNexis.  
8 1 BBC Monitoring Europe -  Political,  “New Bosnian Croat Party to Propose Amendments to Constitutional 
Agreement,” Source: TV Hayat, April  10, 2006, LexisNexis.  
8 2 Sebastian, “Leaving Dayton Behind: Constitutional Reform in Bosnia and Herzegovina,” p.  6.  
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 以上のように、HDZ が分裂し新党 HDZ1990 が誕生した理由は、党内での対立に加え、

2006 年 10 月に総選挙が控えていたこと、そして HDZ が大幅な譲歩をしたことで競り上

げに有利な環境を作ってしまったこと、の 3 点だった。  

 

(6) 国際社会の関与（国際レベル）  

 エイプリル・パッケージを巡る憲法改革プロセスは、これまでのボスニアにおける改革

プロセスと異なりボスニアの政治家が主導したものである。ヘイズが USIP に移って憲法

改革プロセスを開始したのは、ティヒッチとチョービッチが個別にヘイズに働きかけたか

らである。また、今回のプロセス以前の改革協議、例えば軍改革とは異なり、憲法改革協

議の作業部会では現地政治家が議長を務めていた。  

 国際社会の中では、米国が最も積極的にプロセスに関与していた。ヘイズを USIP に移

動させたのは米国務次官であり、ヘイズらの事務局を引き継いだのは在ボスニア米国大使

館と EU 議長国の英国大使館だった。エイプリル・パッケージは米国が押し付けたとの見

方もあるが、ヒッチナーやセバスチャンによれば憲法改革プロセス全体を通じて特定の改

正案が押し付けられた事実はない 83。  

 EU を初めとする欧州の関与は限定的だが重要だった。憲法改革協議の契機の一つとな

った報告書を作成したヴェニス委員会は欧州評議会の下部組織である。ヴェニス委員会は、

2005 年 3 月の報告書に始まり、2006 年 3 月と 4 月にも憲法改正案の内容を精査しボスニ

ア政府に対し報告書を提出している 84。EU としての関与は、議長国の英国が協議の事務局

を務めたこと、2005 年 11 月の党首会合を欧州委員会が主催したこと、欧州議会が 2005

年 4 月と 2006 年 2 月にボスニアの憲法改正を求める決議を採択していること 85、作業部

会の活動に資金援助を行ったこと等が挙げられる。いずれも憲法改革プロセスの前進に寄

与したと言える。  

 憲法改革プロセスにおける上級代表の関与は圧倒的に少ない。現行の憲法はデイトン合

意の付属文書であり、上級代表の職務がデイトン合意の履行にあることを考えれば、上級

代表が憲法改革に積極的に関与できないことは当然と言えよう。  

 

4. その後の動き  

 エイプリル・パッケージが否決された後、憲法を改正しようという試みはいくつか見ら

れたものの、いずれも失敗に終わっている。それらの試みの中から、以下ではプルード合

意、ブトミール協議、欧州人権裁判所判決について概観する。  

 2008 年 11 月、チョービッチ HDZ 党首、ドディック SNSD 党首、ティヒッチ SDA 党首

の 3 名は会談の後に共同声明を発出した。会談が行われた場所にちなんでプルード合意と

呼ばれる声明の中には、憲法改革に関する合意内容も盛り込まれており、憲法を欧州人権

                                                  
8 3 Hitchner, “From Dayton to Brussels   :  The Story Behind the Constitutional and Governmental Reform 
Process in Bosnia and Herzegovina,” p.  130; Sebastian, “Leaving Dayton Behind: Constitutional Reform in 
Bosnia and Herzegovina,” p.  5.  
8 4 European Commission for Democracy through Law, “Opinion on Different Proposals for the Election of the 
Presidency of Bosnia and Herzegovina”;  European Commission for Democracy through Law, “Opinion on the 
Draft Amendments to the Constitution of Bosnia and Herzegovina (sent as a Preliminary Opinion to the 
Authorities of Bosnia and Herzegovina on 7 April  2006).”  
8 5 European Parliament, “Regional Integration in the Western Balkans,” P6_TA(2005)0131, April  14, 2005; 
European Parliament, “Outlook for Bosnia and Herzegovina,” P6_TA(2006)0065, February 16, 2006. 



 
 

76

条約に適合させることを含めた 4 項目が挙げられていた。しかし、この合意は 3 党の間の

ものに過ぎず、その 3 党はエイプリル・パッケージに賛成した政党であることから、憲法

改革協議を再開させるほどの影響力を持つものではなかった。結局、プルード合意は立ち

消えになってしまった。  

 2009 年 10 月には、EU と米国が主催した憲法改革協議が、EUFOR が駐留するブトミ

ール基地で行われた。10 月 8 日にはスウェーデンのカール・ビルト外相（初代上級代表）

とオリ・レーン欧州委員会拡大担当委員、スタインバーグ米国務次官がボスニアを訪問し、

主要政党の党首と会談した。このブトミール協議では EU と米国が事前に用意した憲法改

正案を基に協議が進められた 86。しかし、交渉期間が約 2 ヶ月間でありエイプリル・パッ

ケージと比べて極端に短かったこと 87、EU と米国が改正案を受けるか否か（ take it or 

leave it）というスタンスで交渉に臨んだこと等から、SDA を除く全主要政党が反対する

結果になった 88。  

 2009 年 12 月 22 日、欧州人権裁判所はボスニア憲法が欧州人権条約に違反していると

の判決を下した 89。判決の中で欧州人権裁判所は、大統領評議会議員と上院議員の被選挙

権が RS 在住のセルビア系と BH 連邦在住のボシュニャク系及びセルビア系にのみ与えら

れている点を違反と認定した 90。これを受けてボスニア議会は 2011 年 9 月に欧州人権裁判

所判決を履行するための合同委員会設立を決定した。合同委員会は 2011 年 11 月末までに

憲法改正案を、同年 12 月末までに選挙法改正案を作成する予定になっていたが、2013 年

末現在、未だに改正案は発表されていない。  

 

5. 分析  

 憲法改革プロセスにおける各政党の立場の変化をまとめたものが、表 4-3 である。  

この表を見ると、エイプリル・パッケージを否決に追い込んだのは SBH と HDZ1990

であることが明らかになる。では、なぜ SBH と HDZ1990 は改正案に反対したのか、ここ

では分析モデルに基づいた説明を試みる。  

 

(1) 国際レベル：条件の設定  

 エイプリル・パッケージを巡る憲法改革プロセスが開始された一因には、ヴェニス委員

会が現行憲法のままでボスニアが EU 加盟を果たすことに否定的な見解を示したことがあ

る。その一方で、ヴェニス委員会報告書においてエンティティの存続を前提とした提案が

なされていることは、その後の交渉に大きな影響を与えた。今回の憲法改革プロセスは、

EU 加盟のために開始されたものであり、ヴェニス委員会報告書の指摘に応える内容の改

正案を作成することが目標だった。報告書がエンティティの存続を前提としたことで、RS

存続を求めるセルビア系は一貫して協議に前向きだったが、ボシュニャク系とクロアチア

系は報告書の内容と民族の利益との間で矛盾を孕むことになった。  

                                                  
8 6 ブトミール協議では、最初に改正原案を示し、その後に改訂版を提示したが、両案とも合意が得られなかった。  
8 7 10 月 8 日にプロセスが開始され、改正案の合意期限は 11 月末だった。  
8 8 Sebastian, Sofia,  “Breaking the Impasse   :  Constitutional Reform in Bosnia,” FRIDE Policy Brief No. 69, 
2011, p.  3.  
8 9 European Court of Human Rights,  Case of Sejdic and Finci Vs Bosnia and Herzegovina, 27996/06 and 
34836/06, December 22, 2009. 
9 0 Ibid, para. 50 and 56. 
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表 4-3：憲法改革における各政党の立場  

 ボシュニャク系  セルビア系  クロアチア系  
 第１党  第２党  第１党  第２党  第１党  第２党

2005/10/ SDA SBH SDS SNSD HDZ 
作業部会  O o C c O  
2006/2 SDA SBH SDS SNSD HDZ 
SDA-SNSD 合意  C   c   
2006/2/19 SDA SBH SDS SNSD HDZ 
ボシュニャク系セルビア

系合意  
C  C c   

2006/2/19 SDA SBH SDS SNSD HDZ 
SBH 協議離脱  C o C c   
2006/3/1 SDA SBH SDS SNSD HDZ 
党首会合  C o C c O  
2006/3/18 SDA SBH SDS SNSD HDZ 
党首会合  C o C c C  
2006/4/8 SDA SBH SDS SNSD HDZ1990 HDZ
HDZ 分裂  C o C c O c 

筆者作成。

 

 エンティティ廃止を目指すボシュニャク系にとって、今回の憲法改革プロセスは、どの

ような改正案だったとしてもエンティティ存続を容認するという点において大きな妥協を

余儀なくされるものだった。同様に、第 3 のエンティティを求めるクロアチア系にとって

も、2 エンティティ制を前提とした改正協議は、初めから自分達の要求が通らないものと

なった。実際、ボシュニャク系政党の SBH とクロアチア系政党の HDZ1990 は、エンティ

ティ投票の存続に反発してエイプリル・パッケージに反対票を投じた。結果的に、2 つの

民族内で競り上げか条件達成かの葛藤を引き起こした条件設定が、エイプリル・パッケー

ジ否決の一因となった。  

 

(2) 政党間レベル：SDA と HDZ の大幅な譲歩  

 では、なぜ SDA と HDZ はエイプリル・パッケージに賛成したのだろうか。ボスニアの

ように民族毎に分断されている社会では、他の民族と妥協した政党は支持を失い選挙で負

けるリスクを負うことになる。特にボシュニャク系とクロアチア系にとって、2 エンティ

ティ制の存続を受け入れることはセルビア系に対する譲歩であり、ましてやエンティティ

投票まで残すことは自分達の主張をほとんど諦めたに等しい。にもかかわらず、SDA と

HDZ の両党首は憲法改革プロセスの仲介をヘイズに依頼し、最後まで改正プロセスに残り、

エンティティ投票の存続を受け入れてまでエイプリル・パッケージに賛成した。その結果

2006 年 10 月の大統領評議会議員選挙において、ティヒッチはシライジッチに 2 倍以上の

大差で破れてしまった。また、HDZ は憲法改革に対する姿勢の違いも影響して党が分裂す

る事態を招いている。  

 既に述べたように、米国を始めとする国際社会からティヒッチとチョービッチに圧力が

かかった可能性は否定されている。仮に、秘密裏に圧力がかかっていたとしても、国際社

会がティヒッチとチョービッチのみに圧力をかけ、シライジッチとリュービッチに何もし
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なかったとは考えにくい。そして、これら 4 名に圧力がかかっていたのだとしたら、なぜ

ティヒッチとチョービッチのみが賛成し、残りの 2 名がプロセスから離脱したのかが説明

できない。また、ティヒッチとチョービッチがヘイズに働きかけたことは、外部からの圧

力で説明することが難しい。  

 したがって、ティヒッチとチョービッチの行動は、両者がそれぞれ大きなリスクを負い

ながらも、自らの意思で妥協したと考えるのが最も自然だろう。ボシュニャク系とクロア

チア系の最大政党の党首がリスクを負って妥協する意思を示したことは、ボスニアの政治

プロセスを見る上で非常に大きな意味を持つ。その一方で、第 1 党が譲歩しすぎたために

第 2 党が差別化戦略をとり、競り上げを行うのに適した状況が生まれたことも忘れてはな

らない。  

 

6. 小括  

 以上のように、エイプリル・パッケージを巡る憲法改革プロセスが失敗したのは SBH

と HDZ1990 の反対にある。しかし、憲法改革プロセスを詳細に追った結果、その状況を

引き起こした要因は国際社会が 2 民族内に葛藤を生み出す条件を設定したことと、ボシュ

ニャク系とクロアチア系の第 1 党が大幅な譲歩をしたことの 2 点であることが明らかにな

った。
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第5章 警察改革  
 

1. はじめに  

 本章では、国際レベルと政党間レベルの動きを中心に警察改革プロセスを追っていく。

警察改革では、最終的な合意が成立するまでに 4 つの改革案が作成された。そして、改革

案が作成される度に、政治交渉が行われた。そこで以下では改革案の内容と政治交渉にお

ける各政党の立場の変化を詳述する。それぞれの改革案の作成には、EU 特別代表を兼任

する上級代表が深く関わっていた。つまり警察改革における改革案は、それらが提示され

た時点でのドナーが設定した条件と見做すことができる。したがって、改革案の内容の変

化は条件の変化である。以下では、改革案の内容と政党の立場の変化を追うことで、条件

の変化とそれに対する政党の反応の変化を見る。  

 

2. 警察改革の意義  

(1) ボスニアの警察構造  

 ボスニア紛争において主要な戦力だった警察組織は、デイトン合意による高度に分権化

したボスニアの国家構造を如実に反映している。ボスニアの警察は国家・エンティティ・

カントン／RS 警察管区（RS 内務省の管轄化にある）に分かれており、全部で 15 の組織

が存在する（図 5-1）。警察組織を監督する省庁も、国家レベルの治安省、両エンティティ

内務省に加え、各カントンも内務省を有しており 13 組織にのぼる 1。ボスニア憲法は治安

維持権限を両エンティティに与え、国家機関の権限はインターポール（国際刑事警察機構）

との関係を含む国際あるいはエンティティ間の法執行、並びにボスニアの主権、領土一体

性、政治的独立及び国際人格を保護する為に必要とされる事案と定められている 2。さらに

BH 連邦憲法はテロとの闘い、カントンを跨ぐ犯罪、麻薬取引及び組織犯罪を BH 連邦の

管轄とし、警察の設立及び管理は各カントンの権限と規定している 3。  

 

図 5-1：ボスニアの警察構造  

 
筆者作成。  

                                                  
1 ブルチュコ特別区は中央政府の直轄地であるため省庁を持たないが、代わりに警察委員会が存在する。  
2  Constitution of Bosnia and Herzegovina, 第 3 章 2 項 c.、 1 項 g.及び６項 a. 
3 Constitution of the Federation of Bosnia and Herzegovina, 第 3 条 1 項 e.及び４項 a. 
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(2) 警察改革の意義  

 前節で示した通りボスニアの警察は非常に分権化されているため、警察改革の目標は警

察組織を中央集権化することにある。ボスニアにおける警察改革の意義は、以下の 2 点に

集約される。  

 第一に、EU 加盟プロセスの前進である。EU との初の契約関係となる SAA 署名は、最

後の政治条件となった警察改革に委ねられることとなった。2003 年に EU 加盟への展望

をボスニアに示した EU にとり、ボスニアの国家構成をある程度集権化することは、EU が

ボスニアとの交渉を進め、各種の制度改革を要求していく上で必要との観点から重要なも

のとなっている。また、EU がボスニアと交渉を行う上で、「一人の代表者」が必要との理

由も存在する。現在のように警察を管轄する閣僚が 10 名を超えている状態では、ボスニ

アの警察組織に「一人の代表者」は存在せず、後々の EU 加盟プロセスに支障を来すこと

は間違いない。したがって欧州委員会は SAA 署名条件に警察改革を含めることとなった。 

 警察改革を SAA 署名条件に含める上では、EUSR を兼任している上級代表の働きかけ

もあった。欧州委員会が「ボスニア・ヘルツェゴビナが EU と安定化連合協定の交渉を行

うための準備状況に関する委員会から理事会への報告（Report from the Commission to 

the Council on the preparedness of Bosnia and Herzegovina to negotiate a 

Stabilisation and Association Agreement with the European Union）」の中で 16 項目の

政治条件を提示した 2003 年は、ORAO 事件の翌年であり軍改革で重要な進展があった年

である 4。当時のアッシュダウン上級代表は、ボスニアの平和を永続的なものとするために

は、軍と並んで警察をも統一する必要があると考えていた。そこから上級代表は警察改革

にもコンディショナリティを適用し、EU 加盟プロセスと結びつけることによって実現し

ようとした。そして上級代表がブリュッセルの EU 本部に働きかけた結果、警察改革は SAA

署名条件となった。  

 第二に、人口 400 万人程度の国家が 15 の警察組織に分断されていることは、効率性及

び財政面で大きな負担となっている。欧州委員会が 2004 年 6 月に発表した報告書におい

て、ボスニアは軽犯罪に関し EU 加盟国の平均値を上回る検挙率を記録しているものの、

組織犯罪、テロリズム、麻薬取引及びマネーロンダリング等の犯罪に対し効果的に対処で

きていない点が指摘されている 5。同報告書では、問題なのは警察組織の数自体ではなく、

3 層構造（国家・エンティティ・カントン）となっていること、警察組織間の協力メカニ

ズムの不在、適切な財政規模や相互運用可能性、効率、一貫性を保障するような国家的な

連携の欠如にあるとしている 6。特に 3 層構造に関して、報告書は 2 層構造で十分であると

指摘している 7。しかし、RS の警察管区が内務省の一元管理の下にあることを考えれば、

RS 警察は既に 2 層構造であり、構造上より問題となるのは BH 連邦である。  

 また、2006 年予算を例にとれば、国家及び各エンティティの治安省及び内務省予算の

70 - 80％を人件費が占めているため設備投資等に予算を振り分けることができず、近代化

の遅れに繋がっている（表 5-1）。更に、治安省及び各エンティティ内務省の予算が独立し

                                                  
4 Commission of the European Communities,  Report from the Commission to the Council  on the Preparedness 
of Bosnia and Herzegovina to Negotiate a Stabilisation and Association Agreement with the European Union.  
5 European Commission Delegation to Bosnia and Herzegovina, “Financial,  Organisational and 
Administrative Assessment of the BiH Police Forces and the State Border Service,” 2004, p.  6.  
6 Ibid, pp. 8–9. 
7 Ibid, p.  8.  
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ているため警察官の給与は地域毎に異なり、最も給与の高い BH 連邦のサラエボ・カント

ンと最も低いポサビナ、ゼニツァあるいはポドリニェ・カントンとの格差は 2 倍以上に広

がっている（表 5-2）。特にサラエボ・カントン警察の給与は国家直属の警察組織である国

家調査保護庁（State Investigation and Protection Agency：SIPA）及び国境警察（State 

Border Service：SBS）よりも高く、地方政府の財政が各警察官の給与に直結する状況を

招いている 8。  

 

表 5-1：内務省予算（2006 年、単位：KM）  
 ①全体予算  ②内務省予算  ② /① (%) ③人件費  ③ /② (%) 
カントン  1,617,437,068 204,162,899 12.62 166,100,774 76.97
エンティティ  2,460,929,928 142,666,220 6.79 116,234,271 81.64
国家  666,490,000 90,846,498 13.63 72,638,872 79.96
合計  4,744,866,986 437,663,617 10.68 343,973,917 79.16

European Union Police Mission, Overview of Policing Expenditures in BiH, 2007.を基に筆者作成。

 

表 5-2：カントン警察の給与格差（2006 年、単位：KM）  
 最高  最安  
巡査  1,494.60 サラエボ  682.96 ポサビナ  
巡査長  1,643.49 サラエボ  626.30 ポサビナ  
巡査部長  1,689.29 サラエボ  668.40 ポサビナ  
警部補  1,666.98 サラエボ  734.80 ゼニツァ=ドボイ  
警部  1,969.99 サラエボ  874.42 ポサビナ  
警視  2,166.99 サラエボ  996.60 ポサビナ  
警視正  2,449.99 サラエボ  1,043.80 ポサビナ  
警視長  2,694.94 サラエボ  1,092.00 ポドリニェ  
警視監  2,939.99 サラエボ  1,172.30 ポドリニェ  
警視総監  3,307.47 サラエボ  1,460.90 ポドリニェ  

European Union Police Mission, Overview of Policing Expenditures in BiH, 2007. 
を基に筆者作成。  

 

3. 警察改革委員会  

(1) 12 項目の活動原則（国際レベル）  

 ボスニア警察の再編プロセスは、2004 年 7 月の上級代表による警察改革委員会（Police 

Restructuring Commission: PRC）設立決定に端を発する。この決定において、PRC の目

的は「閣僚評議会の政治的監視下に置かれるボスニア警察の統一構造を提案すること」と

され、法律や憲法の改正案などを用意することが役割として定められている 9。PRC は 12

名の委員 10と 7 名のオブザーバー 11から成り、12 項目の活動原則（表 5-3）に従い 2004 年

                                                  
8 European Union Police Mission, Overview of Policing Expenditures in BiH, 2007, p.  10. 
9 Office of the High Representative,  “Decision Establishing the Police Restructuring Commission,” July 05, 
2004, http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=32888. 
1 0 上級代表が指名する議長及び副議長、ボスニア治安大臣、両エンティティ内務大臣、カントン内務大臣２名、

両エンティティ市長各１名、ブルチュコ市長、ボスニア閣僚評議会議長（首相）の代理、及び EUPM 長官。  
1 1 ボスニア首席検察官、SIPA 長官、SBS（現在の BP）長官、インターポール協力事務局長、BH 連邦警察局長、

RS 警察長官、カントン警察長官１名。なお、これ以外の人物もオブザーバーとしての参加が認められているため、

主要政党の代表者も会合に出席していた。  
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末までに提案を行うこととなった 12。  

 

表 5-3：PRC の活動原則  
1. ボスニア警察が効率的・効果的に組織されること  
2. ボスニア諸機関が法執行を完全且つ効果的に実施できること  
3. ボスニアの警察活動が費用対効果の優れた財政的に持続可能なものとなること  
4. ボスニアの警察要員のレベルと環境が欧州のベスト・プラクティスに沿った、一般的

な社会的要素を考慮したものであること  
5. ボスニア警察がボスニアの民族構成を一般的に反映すること  
6. ボスニア警察が不適切な政治の介入から適切に保護されること  
7. 警察活動が民主的価値、国際的な人権規範及び欧州の慣行に沿って遂行されること  
8. 警察活動がコミュニティや市民社会との包括的パートナーシップを通じて実施される

こと  
9. 警察活動が法や社会に対する明確な説明責任を有する枠組みの中で遂行されること  
10. ボスニア全土で戦犯捜査の効果的な能力が担保されること  
11. 広範な司法システムとの必要なリンケージを検証すること  
12. ボスニアが国家として他の EU 加盟国との内務問題における共通の行動、計画及び作

戦に参加できること。  
Office of the High Representative, “Decision Establishing the Police Restructuring Commission,” July 05, 

2004. http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=32888.を基に筆者作成。

 

 PRC の活動原則は、ボスニア警察の効率的・効果的な組織といった技術的な基準に加え、

欧州の慣行への適合や内務問題における EU 加盟国との協力など EU 加盟へ向けた制度構

築に関する基準も含まれている。しかし、先述の通り、ボスニア警察は中央政府、エンテ

ィティ及びカントンに分断されており、それは上下関係ではなく寧ろ並列に近いものであ

る。従って PRC の活動原則に従ってボスニア警察を統一するためには各レベルの権限を

定めたボスニア憲法の改正をも視野に入れる必要があった。そこで上級代表決定では、必

要であれば憲法改正を含めた法改正案を提示することもマンデートに含まれている。これ

らの原則に基づいて作成された PRC 報告書は、警察改革において国際社会が最初に提示

した条件となった。  

 

(2) PRC 報告書（条件の設定）  

 PRC 報告書では、ボスニア警察の統一を「ボスニア・ヘルツェゴビナの諸機関が警察に

関連する全ての憲法上の権限を有すること」とし、具体的に立法及び予算権限を中央政府

レベルで一元管理することであると定義している 13。また、警察構造に関しては、SBS、

SIPA 及び地方警察（Local Police）からなる 3 本柱構造を基本とし、地方警察長官、SBS

長官、SIPA 長官及び地方警察委員長で構成される長官・委員長会議の場において各警察

組織間の協力・連携を保証するとされた（図 5-2） 14。  

 

 
                                                  
1 2 Ibid.  
1 3 Police Restructuring Commission of Bosnia and Herzegovina, “Final Report on the Work of the Police 
Restructuring Commission of Bosnia and Herzegovina,” 2004, p.  16, 
http:/ /www.ohr.int/ohr-dept/presso/pressr/doc/final-prc-report-7feb05.pdf.  
1 4 Ibid, pp. 16–36. 
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図 5-2：PRC 報告書における警察構造案  

 
Police Restructuring Commission of Bosnia and Herzegovina, “Final Report on the 

Work of the Police Restructuring Commission of Bosnia and Herzegovina,” 2004, pp. 
1-2. http:/ /www.ohr.int/ohr-dept/presso/pressr/doc/final-prc-report-7feb05.pdf.  

を基に筆者作成。  
 

図 5-3：PRC 報告書における警察管轄区割案  

 
http:/ /www.ohr.int/ohr-info/maps/images/prc-map.gif  

 

 次に、警察管轄区について PRC の会合では 3 つの選択肢（5、10、11 管轄区）が議論

されたが結論に至らなかったため、マルテンス委員長は 3 つの案を委員長権限において公
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表し、上級代表に決定を委ねた 15。これを受けて上級代表は 2005 年 1 月末に 10 管轄区案

（図 5-3）を採用すると発表した 16。他方、PRC の議論のベースとなった EUPM 作成のコ

ンセプト・ペーパーでは、6 つの基準 17に従い、エンティティ及びカントンをまたぐ形で

バニャ・ルカ、サラエボ、モスタル、トゥズラ、ゼニツァの 5 地域とすることが提案され

ていた。また、警察管轄区に関し 2～3 分割では少なすぎ、10 分割以上では多すぎて組織

間の連携に支障をきたすとされていた 18。  

 それにも関わらず上級代表が 10 管轄区案を採用した背景には、セルビア系に対する配

慮があったと思われる。5 管轄区案では、バニャ・ルカを除く 4 都市が BH 連邦の領土内

となってしまい、管轄区がエンティティをまたぐことを考えると、BH 連邦内の都市から

RS 領内の警察組織に指示が出ることとなる。これは RS にとり BH 連邦が同共和国を侵食

しているとも捉えられ、受け入れられるものではないが、10 管轄区案では RS 領土を主な

対象とする管轄区は 4 つに増える。こうした政治的配慮の結果、コンセプト・ペーパーで

は非効率とされた 10 管轄区案が採用された。  

 

(3) セルビア系の反対（政党間レベル）  

 初めからボスニア警察の統一を目標として設立された PRC に対し、RS 内務省と RS 警

察の存続を主張するセルビア系は強く反発した。ドディック SNSD 党首は、RS の内務省

と RS 警察は新たな警察組織の一部であるべきだと主張し、パラバツ大統領評議会議員（セ

ルビア系）も RS 内務省の廃止はエンティティの権限を定めたボスニア憲法に違反してい

るとして反対していた 19。チャービッチ RS 大統領（SDS 党首）は、PRC に対して RS 内

務省の存続を求めつつ、同共和国に対して SAA 署名の条件として警察改革を実施する必要

性を訴えた 20。  

 警察管轄区についてセルビア系は、管轄区が悉くエンティティ境界線（図 5-3 の黒線）

をまたいでいることは、警察改革を通じて RS を廃止しようとする意図があるとして強く

反発した。戦犯問題及び警察改革への抗議としてミケレビッチ RS 首相が辞任し、中央政

府レベルでもイバニッチ（Mladen Ivanić）外相やドキッチ（Branko Dokić）運輸・通信

相がこれに続いた。PRC の提案はボスニア議会にて承認される必要があったことから、RS

の反対は PRC の提案に基づく法案が成立しないことを意味していた。  

 なお、ボシュニャク系およびクロアチア系は PRC 報告書に賛成していた。したがって、

PRC 報告書に対する初期反応はボシュニャク系とクロアチア系は賛成、セルビア系は反対

だった。そして、この初期反応が変化することはなかった。  

                                                  
1 5 Ibid, p.  37.  
1 6 Office of the High Representative,  “Remarks by the High Representative,  Paddy Ashdown, at the Press 
Conference on Police Re-Structuring,” January 31, 2005, http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=34171. 
1 7 人口、面積、犯罪率、交通・経済、他の法執行機関との協力能力。  
1 8 International Crisis Group, “Bosnia’s Stalled Police Reform: No Progress,  No EU,” Europe Report N°164, 
September 06, 2005, p.  7,  
http: / /www.crisisgroup.org/~/media/Files/europe/164_bosnia_stalled_police_reform_no_progress_no_eu.pdf.  
1 9 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Serb Government, Opposition Oppose Scrapping Entity 
Interior Ministry,” Source: BHTV 1, November 04,  2004, LexisNexis;  BBC Monitoring Europe -  Political,  
“Bosnian Serb Leader Says Abolishing Entity Interior Ministry Unconstitutional,”  Source: Radio 
Herceg-Bosna, November 20, 2004, LexisNexis.  
2 0 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Serb President Hopes for Positive Outcome of Police Reforms,” 
Source: SRNA, November 21, 2004, LexisNexis.  
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(4) 国際社会の圧力と DPRI 設立合意（国際、政党間レベル）  

 国際社会は RS に対して合意に至るよう強い圧力をかけた。2004 年 10 月、ソラナ CFSP

上級代表は「政治ではなく、効率的な法執行の為に必要とされるものを基準にすべきであ

り、現代の世界においてそれ以下は受け入れられない」との強いメッセージを送った 21。

2005 年 6 月、PIC は「警察改革を阻止するとの SDS 率いる RS 政府の決定」により SAA

交渉開始が遅れており、「このまま RS が（欧州）統合ではなく孤立を選び続けるのであれ

ば憂慮すべき結果となる。ボスニアの欧州への道は停滞したままであり、地域の他国に遅

れをとることとなる」と警告した 22。  

 その後も警察改革に関する主要政党間協議は続けられたが、ボシュニャク系とセルビア

系の溝は一向に埋まる気配がなく、このまま協議は失敗に終わるかに思われた。しかし、

チャービッチは RS 内務省の廃止と警察管轄区がエンティティ境界線を跨ぐことに反対し

ているものの、警察改革協議の継続に反対している訳ではなかった。このような国際社会

からの圧力とセルビア系の立場から、チャービッチは 2005 年 10 月に独自の合意案を作成

した。同案は 10 月 2 日の上級代表との会談において提示され、上級代表らからの賛同を

得た 23。その後、チャービッチは 10 月 5 日の RS 国民議会での審議において同案を公表し、

この案は両エンティティ議会での採択を経てボスニア議会でも採択された。  

 チャービッチ案（警察改革実行委員会設立合意）では、新たに中央政府レベルに警察改

革実行委員会（Directorate for Police Restructuring Implementation: DPRI）を設立し、

2006 年 9 月末までに警察改革案を作成すること等が規定されていた 24。この合意案が採択

されたことにより、警察改革プロセスは継続されることとなった。また、この合意をもっ

て欧州委員会はボスニアとの SAA 交渉を開始した。  

 

4. 警察改革実行委員会  

(1) EU3 原則（国際レベル）  

 PRC が 12 の活動原則に基づいていたのに対し、DPRI 設立合意において、DPRI は欧州

委員会が提示した 3 つの原則（EU3 原則、表 5-4）に従って改革案を提示することとされ

た。EU3 原則は、PRC 提案に基づく交渉が行われていた 2005 年 2 月に、レーン（Olli Rehn）

欧州委員会拡大担当委員がテルジッチ首相に宛てた書簡の中で始めて登場した 25。PRC 提

案に対しセルビア系が強く反発している中でレーン委員が 3 原則を提示したことは、実質

的に警察改革に関する条件の変更と映った。だが、以下に述べるように、警察管轄区の設

定に関して一定の配慮をしているものの、警察構造等に大きな変化はない。  

 

                                                  
2 1 The Council  of the European Union, “Javier SOLANA, EU High Representative for the CFSP, Encourages 
Reform Efforts by Police Restructuring Commission of Bosnia and Herzegovina,” 2004, 
http:/ /www.consilium.europa.eu/uedocs/cms_data/docs/pressdata/EN/declarations/82453.pdf.  
2 2 Peace Implementation Council ,  “Communiqué by the PIC Steering Board,” June 24, 2005, 
http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=34955. 
2 3 Ashdown, Swords and Ploughshares:  Building Peace in the 21st Century, p.  295. 
2 4 “ Agreement on Restructuring of Police Structures in BiH,” October 05, 2005. 
2 5 Rehn, Olli ,  “Letter by Olli  Rehn, EC Commissioner for Enlargement to Adnan Terzic,  BiH Prime Minister,”  
D(2005)94, February 21, 2005, 
http:/ /www.ohr.int/ohr-dept/rule-of-law-pillar/prc/prc-letters/default.asp?content_id=34166. 
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表 5-4：EU3 原則  
1. 全ての立法・予算権限を中央政府に移譲する。  
2. 警察活動への政治の不介入。  
3. 地方警察管轄区を技術的基準によって決定する。  

“Agreement on Restructuring of Police Structures in BiH,” October 05, 2005. 
を基に筆者作成。  

 

 EU3 原則において警察の統一との文言が登場しないことは、セルビア系が統一という言

葉に過剰反応することを避ける狙いがあったと思われる。PRC 報告書において警察の統一

は立法・予算権限の中央政府への移譲であることが明記されていた。つまり、立法および

予算権限の移譲を求めている EU3 原則の第一原則が警察組織の統一を意味していること

は明らかである。にも関わらず「統一」という言葉を使用しなかったのは、セルビア系に

配慮し文言上の工夫を行った結果である。  

 また、PRC 案に基づく交渉において警察管轄区が最大の焦点となり、交渉が決裂したこ

とを受け、EU3 原則では警察管轄区に関し、技術的基準によって決定すると指摘するに留

めている。この点は PRC 案よりも条件が緩和されている。  

 事実、2006 年 12 月に閣僚評議会に提出された DPRI 報告書の中では、PRC 報告書のよ

うに具体的な警察管轄区割案を示さず、技術的基準に関して 9 つの基準（表 5-5）を提示

しているのみである 26。9 つの基準の中で、「行政上の境界を尊重する可能性」は、警察管

轄区がエンティティ境界線を必ずしも超える必要はないとの意味であり、管轄区割りを政

治交渉に委ねるとともに、エンティティ境界線を基準として警察管轄区が設定される可能

性を残している。  

 

表 5-5：DPRI 報告書における警察管轄区の設定基準（抜粋）  
1. 行政上の境界を尊重する可能性  
2. 地方警察管轄区の領域的継続性を尊重

する可能性  
3. 犯罪情勢や社会状況を考慮する  
4. 介入の時間  
5. 運用上の効率性  

6. 地方警察管轄区の規模  
7. 区の境界線の順守  
8. 既存の警察管轄区を複数内包する地方警

察管轄区の設定  
9. 地方警察管轄区の設定手順（省略）  

Directorate for Police Restructuring Implementation, “Proposed Plan for the Implementation of the Reform of 
Police Structures in Bosnia and Herzegovina,” December 22, 2006, p.  31.を基に筆者作成。

 

(2) DPRI 報告書（条件の設定）  

 DPRI 報告書で提示された警察構造（図 5-4）は、一部機関の名称が異なるものの PRC

案から大きな変更はない 27。既存の 3 層構造（中央政府・エンティティ・カントン）を 2

層構造（中央政府・地方）とし、地方警察の活動を中央政府レベルの治安省の下で一元管

理する構造となっている。名称に若干の変更があるものの、国境警察（Border Police）、

国家調査局（State Investigation Agency）、通常警察からなる 3 本柱構造や、それぞれの

長官から構成される長官会議の存在などは、PRC 報告書を引き継いでいる。  

                                                  
2 6 Directorate for Police Restructuring Implementation, “Proposed Plan for the Implementation of the Reform 
of Police Structures in Bosnia and Herzegovina,” December 22, 2006, p.  31. 
2 7 Ibid, p.  39.  
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 つまり、DPRI 案は警察管轄区の設定に関し RS 側に配慮したが、警察構造に関しては、

EU3 原則内に統一という文言を使わなかっただけで、実際には PRC 案に準じて警察組織

を統一する内容となっている。  

 

図 5-4：DPRI 報告書における警察構造案  

Directorate for Police Restructuring Implementation “Proposed Plan for the Implementation of the Reform of 
Police Structures in Bosnia and Herzegovina,” December 22, 2006, p.  39.

 

(3) 民族主義の高まり（政党間レベル）  

 DPRI の報告書提出期限は 2006 年 9 月末となっていたが、同年 10 月の総選挙を控えて

民族主義的レトリックが展開されていた。ドディック RS 首相は 2006 年のモンテネグロ

独立を引き合いに出し、モンテネグロに住民投票を通じた分離独立の権利があるならば、

RS にも同様の権利が認められるべきだとして、独立を問う住民投票に言及するなどした 28。

ドディックはまた、DPRI の協議から RS 代表者を撤退させると発表した 29。こうしたドデ

ィックの民族主義的なアピールに対しボシュニャク系側ではシライジッチ SBH 党首が反

応し、両者は民族主義的な非難の応酬を繰り広げた。この総選挙でドディック率いる SNSD

は、RS 国民議会において過半数まであと 1 議席という大勝を収めた。また、シライジッ

チは大統領評議会議員選挙で SDA のティヒッチ党首に 2 倍近い得票差をつけて勝利する

                                                  
2 8 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Leader Says Bosnian Serbs Should Have Right to Self-determination,”  
Source: HINA, May 27, 2006, LexisNexis.  
2 9ノービッチ SIPA 長官等、RS 代表者ではないセルビア系委員は警察改革実行委員会に留まっていたため、RS が

完全に警察改革実行委員会での議論から離れた訳ではない。  
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こととなった。なお、総選挙の結果、SNSD はセルビア系第 1 党の地位を獲得したのみな

らず、他のセルビア系政党の動向に関係なく自らの立場を決定できるほどの支持基盤を確

立した。また、第 2 党の SDS は選挙での敗北を受けて党内対立が深刻化し、交渉に参加

できなくなっていた。そこで以下ではセルビア系政党として、SNSD を追っていくことと

する。  

 このように、DPRI が活動を行う適切な環境が整備されていなかったことから報告書提

出は延期され、総選挙後の 2006 年 12 月に DPRI は報告書を閣僚評議会に提出した。DPRI

報告書に基づく政治交渉は、政府の発足を待って 2007 年 2 月に開始したが、RS 警察の存

続を強く主張するセルビア系の強硬姿勢により交渉は難航した。特に、総選挙で SDS を大

差で破って第 1 党の座を奪取した SNSD のドディック党首は、選挙戦と変わらぬ民族主義

的な主張を繰り返した。  

 

(4) ドディックの譲歩とシライジッチの反対（政党間レベル）  

 国際社会は年内に SAA 署名を実現させるためには 3 月中に報告書につき合意しなけれ

ばならないとして圧力をかけ、3 月 14 日の交渉でドディックは EU3 原則を受け入れる代

わりに RS 内の警察組織の呼称に「RS」との言葉を入れる、という妥協案を提示した 30。

ドディックはこれまで、警察改革は RS 廃止を目指しており受け入れられないとの主張を

繰り返してきた。そのドディックにとって警察組織の呼称に「RS」の名を入れることは、

RS 市民に対し警察改革によって RS 警察は消滅しなかったと主張する上で絶対に必要なも

のであった。  

 国際社会としては、DPRI 案で提示された警察構造をボスニア政治家が受け入れること

が最優先であったため、ドディックの妥協案に反対はなかった。グレゴリアン OHR 筆頭

副上級代表は、「RS 警察と呼ばれる組織がエンティティではなく中央政府の治安省の管轄

下に入るのであれば、それを RS 警察と呼ぶことは受け入れ可能だ」と述べていた 31。  

 しかし、シライジッチがこれに強く反対したため交渉は決裂した。シライジッチが反対

した最大の理由は、国際司法裁判所（ International Court of Justice: ICJ）判決を受けた

ボシュニャク系の民族感情の高まりだった。  

 2007 年 2 月 26 日、 ICJ はジェノサイド条約の適用に関する事件（ボスニア・ヘルツェ

ゴビナ  v. セルビア・モンテネグロ）の判決を下した。その中で ICJ は、2006 年に独立し

たモンテネグロに関し、セルビア・モンテネグロの後継国家はセルビアであるとして、モ

ンテネグロを訴追対象から除外した。その後、スレブレニツァでの事件を、RS 軍及び警

察によるムスリムに対するジェノサイドであると認定した。しかし、セルビアがジェノサ

イドを防止する努力を怠った点においてジェノサイド条約違反を認定した一方、セルビア

がジェノサイドを行ったとするボスニアの主張は退けた 32。  

 ICJ 判決を受けて、スレブレニツァでの虐殺の被害者がハンガーストライキを行い、政

治家からもジェノサイドの結果として誕生した RS の存在を許すべきではないとの発言が

                                                  
3 0 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnia Police Reform Talks End Without Agreement,” Source: SRNA, 
March 15, 2007, LexisNexis.  
3 1 BBC Monitoring Europe -  Political,  “OHR Official Says Silajdzic,  Ivanic Prevented Accord on Bosnian 
Police Reform,” Source: Dnevni Avaz, March 20, 2007, LexisNexis.  
3 2 International Court of Justice,  “Application of the Convention on the Prevention and Punishment of the 
Crime of Genocide (Bosnia and Herzegovina V. Serbia and Montenegro),”  February 26, 2007. 
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出る等、ボシュニャク系の民族感情が高まると共に RS 廃止論が展開された。シライジッ

チは ICJ 判決を機に、ジェノサイドの結果を否定する法案を議会に提出すると発言する等、

ボシュニャク系の民族感情を煽った中心的な政治家だった。先の警察改革交渉は ICJ 判決

のわずか 3 週間後の出来事であり、シライジッチにとって RS との名前を残すことに合意

することは、ボシュニャク系に対し自らを民族の守護者としてアピールできなくなること

を意味していた。  

 DPRI 報告書に基づく交渉を最終的に決裂させたのはボシュニャク系政党だったが、ド

ディックの住民投票発言による政情の悪化や ICJ 判決等、ボシュニャク系政党にとり妥協

することが難しい時期だったことは考慮すべきであろう。  

 

5. 警察改革関連法  

(1) 上級代表提案（国際レベル、条件の設定）  

 ドディックの住民投票発言はデイトン合意に反するものであり強い対応をすべきとの意

見が国際社会の中でも出ていた。しかし、当時のシュワルツ＝シリング（ Christian 

Schwarz-Schilling）上級代表は OHR の閉鎖と EU を中心とした体制への移行を進めるた

め強権発動を控えるとの方針であり、何ら具体的な対応をしなかった。このシュワルツ＝

シリング上級代表の対応が政治情勢の悪化を助長した点は否定できず、同上級代表は 1 年

という短い期間で任期を終えることとなった。こうした政治情勢や上級代表の対応のため、

DPRI 報告書に基づく交渉は合意形成がより困難な状況下で行われ、合意が実現すること

はなかった。  

 DPRI 報告書に基づく交渉が失敗に終わって以降、警察改革プロセスは一時停滞してい

たが、2007 年 7 月にライチャク（Miroslav Lajčák）上級代表が就任すると、9 月末まで

の警察改革合意の成立を掲げ、独自の警察改革案を提示するなど精力的に働きかけた 33。9

月末までの合意を目指したのは、欧州委員会のプログレス・レポートが 11 月に発表され

るため、同レポートにおいて警察改革の進展を掲載するには 9 月末までに合意を成立させ

る必要があったためである。更に、期限を設定することで停滞している警察改革協議を再

活性化させようとの狙いもあったと思われる。  

 上級代表提案は基本的に DPRI 報告書を踏襲しているが、警察管轄区の設定に関して修

正が加えられ、エンティティ境界線を尊重する内容になっている。同提案では、警察管轄

区の設定に際して RS 警察、BH 連邦のカントン警察、及びブルチュコ特別区警察の編成

を考慮するとされた。また、地方警察の管轄領域は、RS、カントン及びブルチュコ特別区

の検察機構の管轄領域と一致し、スレブレニツァ区を一つの警察管轄区とするとされてい

る。スレブレニツァを独立した警察管轄区としたのは、 ICJ 判決以降のボシュニャク系の

民族主義の高まりに配慮したものである。  

 ボスニアの検察組織は中央政府、エンティティ、カントン、ブルチュコ特別区に分かれ

ていることから、検察機構の管轄領域と一致させるとの規定は、エンティティ境界線に沿

って警察管轄区が設定されることを意味している。PRC 報告書では警察管轄区がエンティ

ティ境界線を跨いでおり、DPRI 報告書ではエンティティ境界線に沿って警察管轄区を設

                                                  
3 3 Office of the High Representative,  “Draft Protocol on Meeting the Police Reform Requirements Necessary 
for Initialing and Signing the Stabilization and Association Agreement,” 2007. 
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定することを認めたのに比べ、上級代表提案では更に一歩踏み込んでエンティティ内で警

察管轄区を設定する内容となった。このように、上級代表提案は ICJ 判決以降のボシュニ

ャク系の懸念と、警察管轄区に対するセルビア系の懸念に対し、国際社会が譲歩する形で

合意成立を目指したものとなっている。  

 

(2) 上級代表提案への反応（政党間レベル）  

 上級代表提案により、PRC 報告書に基づく交渉で最も懸案となっていた警察管轄区は、

国際社会がセルビア系に譲歩する形で解決するかに見えた。しかし、ボシュニャク系第 1

党 SBH と第 2 党 SDA は即座に上級代表提案の拒否を表明した。シライジッチ SBH 党首

は、上級代表提案はジェノサイドの結果誕生した RS が得をする内容だと主張した 34。シ

ライジッチは、上級代表提案において、警察管轄区割りがエンティティ境界線に沿って作

られることに反対していた。改革の結果、警察管轄区がエンティティ境界線に沿って区割

りされれば、セルビア系は RS の存続を国際社会が認めたと主張する可能性がある。そう

なれば、セルビア系は憲法改革においても RS の存続は国際社会のお墨付きを得ていると

主張する。RS の廃止を狙うシライジッチは、警察改革の結果が憲法改革に影響すること

を恐れていた 35。ボシュニャク系政党の反対により、ボシュニャク系の立場は（O, o）と

なった。  

 セルビア系第 1 党 SNSD のドディック党首も、上級代表提案では RS 警察の存続が保証

されていないとして反対を表明していた 36。したがって、セルビア系の立場は（O）であ

る。しかし、ボシュニャク系と異なり、ドディックは上級代表提案を警察改革交渉におけ

る素案としては評価していた 37。つまりドディックは、上級代表提案をそのまま受け入れ

ることには反対していたが、同提案に基づく交渉には参加する意向を示していた。このこ

とは、上級代表提案を強固に拒絶したシライジッチとは対象的だった。  

 この時期から国際社会の中では、ドディックよりもシライジッチの方が危険だとする見

方が主流になっていった 38。国際社会の中ではシライジッチの公職追放に反対意見はなか

った。しかし、シライジッチを公職追放する際は、民族間の不公平を避けるために、シラ

イジッチと共に民族対立を深刻化させたドディックも公職追放しなければならない。そこ

で、上級代表はドディックとシライジッチを同時に公職追放するのではないか、という噂

が広まり始めた。  

 9 月下旬に入り、ライチャク上級代表は「改革を阻害している人物は排除されねばなら

ない」と発言し、ドディックおよびシライジッチを公職追放する可能性を示唆した 39。ま

た、ワシントン訪問から帰国したグレゴリアン筆頭上級副代表（米国）は、「国際社会は上

                                                  
3 4 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Muslim Leader Rejects Police Reform Plan as Award for 
Ethnic Cleansing,” Source: SRNA, September 03, 2007, LexisNexis.  
3 5 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Muslim Party Reject Foreign Envoy’s Police Reform Proposal ,”  
Source:SRNA, September 03, 2007, LexisNexis.  
3 6 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Dodik Says Bosnian Serb Police Must Remain After Reforms,” Source:  
Bosnian Serb Radio, September 05, 2007, LexisNexis.  
3 7 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Serb Premier Says OHR’s Police Proposal ‘Acceptable Basis ’ 
for Talks,” Source: BHTV1, September 05, 2007, LexisNexis.  
3 8 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Western Sources Say Bosnia’s Silajdzic ‘Seriously Provoking’ 
Internationals,” Source: Vecernji  List,  September 10, 2007, LexisNexis.  
3 9 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Peace Envoy Hints at Possible Removal of Local Officials,”  
Source: BH FTV, September 25, 2007, LexisNexis.  
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級代表による、あらゆる決定と行動を支持する」と述べ、米国が公職追放を支持している

ことを示唆した 40。こうした一連の発言から、ドディックとシライジッチの公職追放は、

いよいよ現実味を帯びてきた。  

 

(3) ドディック -シライジッチ合意（政党間レベル）と OHR の判断（国際レベル）  

 公職追放が現実的になってきた 9 月 28 日に、ドディックとシライジッチはは突如サラ

エボで会談し独自の警察改革合意（ドディック -シライジッチ合意）に署名した 41。同合意

では、警察構造に関して DPRI 報告書及び上級代表提案を踏まえつつ、EU3 原則に合致す

る警察改革を行うとした上で、新たに 9 つの原則（表 5-6）を示した。  

 

表 5-6：ドディック -シライジッチ合意の 9 原則  

1. ボスニアの警察構造は将来的な憲法改革の内容を予断するものではなく、憲法改革後

の国家構造を規定するものでもない。  

2. ボスニアの警察構造は憲法に規定された国家構造と合致する。  

3. 警察改革の目的は、ボスニアの市民及び資産に対して安全を提供する、効率的で多民

族で構成される専門性の高い警察組織の創設にある。  

4. 警察関連の立法権限は中央政府の責任であり、そこにはボスニアの全警察組織に対す

る総合（枠組み）予算も含まれる。  

5. 警察活動への政治の不介入。  

6. 作戦上の指揮権は地方レベルにて実施され、地方警察管轄区は技術的・専門的基準に

基づいて設定される。  

7. 専門的な組織としてのボスニア警察は、最新の国勢調査に基づいてボスニア全土に均

等に配置される。  

8. ボスニアの警察構造は、ボスニアに最も適した組織の例として適用することができる

ような、多民族で複雑な国家におけるベスト・プラクティスに合致したものとなる。

9. 新しい、改革後の警察構造は憲法改革の内容に合致させることとなる。  
“Protocol on Meeting the Police Reform Requirements Necessary for Initialing and Signing the Stabilization 

and Association Agreement,” September 28, 2007.を基に筆者作成。

 

 両者が合意したことは大きな前進だったが、ボシュニャク系第 2 党 SDA のティヒッチ

党首は、ドディック -シライジッチ合意を拒否すると発表した。SDA はドディック -シライ

ジッチ合意が成立した日に、上級代表提案の受入を決定している。クロアチア系は第 1 党

の HDZ も第 2 党の HDZ1990 も上級代表提案を支持していた。この段階ではドディック -

シライジッチ合意が条件を満たしているかどうか国際社会は判断していないため、政党の

立場は上級代表提案を基準に決定される。つまり、ボシュニャク第 2 党 SDA の立場は c

となり、クロアチア系の立場は（C, c）となった。  

 ボシュニャク第 1 党 SBH とセルビア系第 1 党 SNSD の立場は、ドディック -シライジッ

                                                  
4 0 BBC Monitoring Europe -  Political,  “OHR Official Gregorian Says US ‘Ready to Do Anything to Save’ 
Bosnia,” Source: Dnevni Avaz, September 25, 2007, LexisNexis.  
4 1 “ Protocol on Meeting the Police Reform Requirements Necessary for Initialing and Signing the 
Stabilization and Association Agreement,” September 28, 2007. 
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チ合意を国際社会がどう判断するかにかかっていた。もし、ドディック -シライジッチ合意

がドナーによる条件と一致していると判断された場合、ドディック率いる SNSD とシライ

ジッチ率いる SBH は共に C となる。そうなれば、警察改革の行方はこの 2 党以外の政党

がドディック -シライジッチ合意を受け入れるか否かで決まる。他方、ドディック -シライ

ジッチ合意が条件として不十分だと判断されれば、SNSD と SBH の立場は O のままであ

る。  

 OHR は両者の合意を歓迎しつつも、この合意を SAA 署名に踏み切るには不十分である

と判断した 42。その理由は、2 点ある。第一に、2 党間の合意ではボスニア議会を法案が通

過する確約がないこと。第二に、合意文書に登場する「総合（枠組み）予算」との用語が、

予算権限の中央政府への移譲を意味するのか、現状と同じく各エンティティが独自に予算

権限を持つことを意味するのか何ら説明がない等、内容に不明確な部分があることである。

結局、9 月末までの警察改革合意の実現という上級代表の公約は実現しなかった。  

 

(4) モスタル宣言（条件の設定）  

 警察改革が再び頓挫したことを受け、上級代表は警察改革から離れデイトン合意の履行

という OHR の中心的な業務に戻った。そして上級代表は中央政府での意思決定プロセス

に関し、実態とボスニア憲法との乖離を正すべく 10 月 19 日に閣僚評議会法の改正決定及

びボスニア議会手続き規則改正案を発表した 43。この改正決定では、定足数（全閣僚の 3

分の 1 以上）に関し「3 民族から最低 2 名の閣僚が参加すること」との条件を撤廃し、議

決方法に関しても、閣僚評議会が最終決定を下す議案において、全会一致を「会合に参加

し投票した者の全会一致」と具体的にする等の変更が加えられた。閣僚評議会（総数 10）

は、ボシュニャク系 4、クロアチア系 3、セルビア系 3 となっており、既存の規定では、

ある民族の閣僚が全員欠席した場合、閣僚評議会の会合は成立しなかった。  

 また、議決に関しても、これまでは全会一致を全閣僚の全会一致と解釈していたため、

閣僚が一名でも代理を立てずに欠席した場合、議決が行えなかった。そこで、この改正決

定では閣僚が欠席した際には副大臣が閣僚の代理となり得ることも明記された。これまで、

セルビア系閣僚が代理を立てずに欠席することで閣僚評議会の活動を妨害することが多か

ったこともあり、この上級代表措置は警察改革を阻害しているセルビア系への罰則である

との見方が強かった。SNSD は、ボシュニャク系が自分達を多数決で押し切ることを可能

にするものとして改正決定に強く反発した。そして、上級代表が決定を覆さなければ、

SNSD は中央政府から撤退すると発表した 44。その後、11 月 1 日にシュピリッチ首相（セ

ルビア系、SNSD 所属）が辞意を表明したことで戦後最悪と言われる政治危機に発展した。  

 一方、政治危機の裏で警察改革は進展を見せ、10 月 28 日には主要６政党がモスタルで

会談し、クロアチア系政党が作成した警察改革に関する宣言（モスタル宣言）に署名した 45。

                                                  
4 2 Office of the High Representative,  “Lajčák to Meet Political Leaders Next Week,” October 04, 2007, 
http:/ /www.ohr.int/print/?content_id=40624. 
4 3 Office of the High Representative,  “Decision Enacting the Law on Changes and Amendments to the Law on 
the Council  of  Ministers of  Bosnia and Herzegovina,” October 19, 2007, 
http:/ /www.ohr.int/decisions/statemattersdec/default.asp?content_id=40687. 
4 4 BBC Monitoring Europe -  Political,  “Bosnian Serb’s PM Says His Party to Leave Government Unless OHR 
Changes Decision,” Source: Nezavisne Novine, October 25, 2007, LexisNexis.  
4 5 “ Declaration on Honouring the Commitments for Implementation of the Police Reform with Aim to Init ial  
and Sign the Stabilisation and Association Agreement,” October 10, 2007, 
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警察改革が進展した背景には、ドディック‐シライジッチ合意を基に主要 6 政党間での合

意を生み出し、政治危機打開の突破口にしようとした OHR の働きかけがあり、OHR は舞

台裏でモスタル宣言の作成にも関与していた。モスタル宣言では警察改革を EU3 原則に

沿って実行することに加え、改革後の警察構造は憲法改革後のボスニア憲法の関連規定に

従うこと等が合意された（表 5-7）。モスタル宣言の署名により、各民族の立場はボシュニ

ャク系（C, c）、セルビア系（C）、クロアチア系（C, c）となった。  

 その後、11 月 23 日にはモスタル宣言に基づいた行動計画が策定され、中央政府レベル

に 7 つの機関を設立すること、そのための法案を起草する作業部会を設置し 2008 年 2 月

16 日までに法案を起草することとされた 46。これで、PRC 報告書以来中心的な問題の一つ

だった警察管轄区及び権限を巡る議論は憲法改革後まで先延ばしになった。同時に、10 月

の上級代表決定に端を発する政治危機も 11 月 19 日のボスニア議会手続き規則改正によっ

て解決に向かい、12 月 3 日には上級代表が閣僚評議会法改正決定に関する有権解釈を発表

することで危機は去った 47。これを受けて 12 月 4 日、ボスニアは EU との SAA 仮署名を

果たした。  

 

表 5-7：モスタル宣言の合意事項  

 改革の目的は、欧州委員会が定めた 3 原則に基づく機能的で多民族且つ専門的な警察

組織を設立しボスニアの市民及び資産の安全を保障することにある。  

 ボスニアの統一警察の構造は憲法構成に従う。  

 新しい改革後のボスニアの警察構造は、憲法改革プロセスにて形成される憲法の関連

規定に従う。  

 ボスニアの警察構造に関する詳細は、警察法と警察官法によって規定される。  
“Declaration on Honouring the Commitments for Implementation of the Police Reform with Aim to Initial  and 

Sign the Stabilisation and Association Agreement,” October 10, 2007. 
http:/ /www.ohr.int/ohr-dept/rule-of-law-pillar/prc/doc/Mostar Decleration on Police reform, 28 Oct 07 eng.doc.

を基に筆者作成。

 

(5) 警察改革関連法案への SDA の反対（政党間レベル）  

 しかし、2008 年 2 月 3 日、ボシュニャク系第 2 党の SDA が突如として作業部会が起草

している法案への反対を表明した。同党は反対の理由として、調整機関は中央政府レベル

にのみ権限を有するため、EU が提示した 3 原則に合致していないことを挙げた。警察改

革関連法案 48によって設置が提案された機関は、独立委員会（ Independent Board）、警察

官不服審査委員会（ Board for Complaints of Police Officials）、一般不服審査委員会

（Public Complaints Board）、警察組織調整委員会（Directorate for Coordination of 

Police Bodies）、科学捜査局（Agency for Forensic Examinations and Expertise）、教育・

                                                                                                                                                                     
http:/ /www.ohr.int/ohr-dept/rule-of-law-pillar/prc/doc/Mostar Decleration on Police reform, 28 Oct 07 eng.doc.  
4 6 “ Action Plan for Implementation of the Mostar Declaration,” November 22, 2007, 
http:/ /www.ohr.int/ohr-dept/rule-of-law-pillar/prc/prc-other/default.asp?content_id=40959. 
4 7 Office of the High Representative, “Decision Enacting the Authentic Interpretation of the Law on Changes 
and Amendments to the Law on the Council  of Ministers of Bosnia and Herzegovina Enacted by the Decision 
of the High Representative of 19 October 2007,”  December 03, 2007, 
http:/ /www.ohr.int/decisions/statemattersdec/default.asp?content_id=40931. 
4 8 Law on Independent and Supervisory Bodies of Police Structure of Bosnia and Herzegovina, 2008; Law on 
Directorate for Coordination of Police Bodies and on Agencies for Support to Police Structure of Bosnia and 
Herzegovina, 2008. 



 
 

94

高等訓練局（Agency for Education and Advanced Training of Personnel）、及び警察支

援局（Agency for Police Support）の７つである。  

 しかし、いずれの機関も中央政府レベルにのみ権限を有し、警察組織調整委員会も中央

政府レベルの警察組織間の連絡・調整が役割とされている 49。つまり、EU3 原則はいずれ

も満たされているとは言い難い。その意味で SDA の指摘は正しい。他方で、SDA がモス

タル宣言に署名しておきながら年が明けてから反対した理由は、2008 年 10 月に予定され

ていた地方選挙を睨み、ドディックに譲歩したとしてシライジッチを糾弾することでボシ

ュニャク系からの支持を得ようとしたためだった。  

 SDA が警察改革関連法案に反対を表明した時点で、ボシュニャク系は（C, o）、セルビ

ア系は（C）、クロアチア系は（C, c）となった。SBH はボシュニャク系の過半数の議席を

有していないため、この時点でのボシュニャク系の立場は賛成とも反対とも言えない。た

だし、ボスニア議会下院を例にすれば、SDA が反対していても SBH および他の民族の議

席を合わせれば警察改革関連法案の可決は可能だった。最終的に法案は、ボスニア議会に

て SDA の反対を押し切って採択され、6 月 16 日にボスニアと EU は SAA に署名した。  

 

6. 分析  

 一連の警察改革プロセスにおける政党の立場の変化をまとめたものが、表 5-8 である。  

 

表 5-8：警察改革における各政党の立場  

 ボシュニャク系  セルビア系  クロアチア系  

 第１党  第２党  第１党  第２党  第１党  第２党  

2004/7/5 SDA SBH SDS SNSD HDZ  

PRC C c O o C  

2005/10/5 SDA SBH SDS SNSD HDZ  

DPRI 設立合意  C c C c C  

2007/3/14 SBH SDA SNSD  HDZ HDZ1990 

主要政党会合  O c C    

2007/8/29 SBH SDA SNSD  HDZ HDZ1990 

上級代表提案  O o O  C c 

2007/10/28 SBH SDA SNSD  HDZ HDZ1990 

モスタル宣言  C c C  C c 

2008/2/3 SBH SDA SNSD  HDZ HDZ1990 

主要政党会合  C o C  C c 

筆者作成。

 

これを見ると、PRC で合意が成立しなかった理由はセルビア系が（O, o）で一致してい

たためであることがわかる。また、DPRI では SNSD が譲歩したものの SBH が反対しボ

シュニャク系が（O, c）となったために合意が成立しなかった。上級代表提案は初めこそ

                                                  
4 9 Ibid.,  Article 6 (1).  
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ボシュニャク系とセルビア系が揃って拒否したものの、ドディック -シライジッチ合意の時

点で SDA は受入を表明していた。最終的に警察改革における合意に繋がったのは、モス

タル宣言にて 3 民族全てが（C, c）の組み合わせに至ったためである。その後、SDA は反

対に回ったが、単独で法案成立を阻止することは出来なかった。  

 

(1) 国際レベル  

a. 条件の変化  

 警察改革プロセスにおいて特徴的だったのは、国際社会による条件が変化したことであ

る。警察管轄区を見ると、PRC ではエンティティを跨ぐ管轄区が設定されていたのに対し、

DPRI ではエンティティ境界線を維持する可能性が示され、上級代表提案ではエンティテ

ィ境界線に沿った管轄区設定が盛り込まれた。最終的に警察管轄区に関する議論は憲法改

革まで先延ばしになった。また、警察機構に関しても、PRC では組織の統一が目標とされ

ていたが、最終的には中央政府に連絡調整機関を設置することとなった。条件の基準を見

ても、PRC における 12 原則から EU3 原則へと条件が緩和され、警察改革関連法では EU3

原則すら守られていない。このように条件が緩和されていったことは、更なる条件の緩和

を引き出すインセンティブを生み出してしまう。実際に、警察改革プロセスでは新たな改

革案が提示される度にボシュニャク系ないしセルビア系が反対し、プロセスが長期化する

傾向が見てとれる。このように、条件の緩和によって受容国のアクターに妥協のインセン

ティブが働かなかったため、主要政党間の合意成立は困難になっていた。  

 

b. 上級代表の役割  

 2007 年 3 月の会合においてドディックの譲歩をシライジッチが拒否したことから、両者

の対立が警察改革に与える影響は深刻なものとなった。こうした状況を打破し、ドディッ

クとシライジッチを合意に至らせた大きな要因の一つに上級代表の存在があった。公職追

放の噂が立ったことでドディック -シライジッチ合意が成立したということは、ボン・パワ

ーが、警察改革の最終局面において大きな影響を与えたことを端的に表している。  

 また、警察改革において上級代表は、EU 特別代表を兼任していることから積極的に交

渉に関与していた。PRC 設立は上級代表決定によって行われた。また、ライチャク上級代

表は独自の警察改革案を提示する等、警察改革における合意を実現するために精力的に動

いた。  

 

(2) 政党間レベル  

a. ボシュニャク系政党  

 警察改革プロセスにおける各政党の立場の変化を見ると、特にボシュニャク系とセルビ

ア系政党の立場が変化していることに気づく。ボシュニャク系政党の立場が変化した最大

の要因は 2006 年総選挙にある。大統領評議会議員選挙でシライジッチがティヒッチを破

ったことは、警察改革における両党の立場に大きな影響を与えた。  

 シライジッチは選挙戦においてボシュニャク系の民族主義を煽った。そして彼は総選挙

後の警察改革協議においても RS の廃止を目指すという急進的な立場を維持した。そのた

め、総選挙前は（C, c）だった組み合わせが選挙後には（O, c）となった。2007 年 3 月の
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主要政党会合でシライジッチが妥協に応じなかったことは、シライジッチの急進的な立場

を表している。この頃から国際社会の中ではドディックよりもシライジッチが警察改革の

障害となっているとの見方が登場し始めた。それはつまり、シライジッチに対する圧力が

強くなっていたことを意味している。そして最終的には公職追放の噂がきっかけとなって

シライジッチは妥協に応じたものと考えられる。  

 シライジッチがドディックと妥協したことで、ボシュニャク系は（C, c）になるかに思

われた。だが、上級代表がシライジッチ -ドディック合意を不十分と判断したため、シライ

ジッチ率いる SBH は合意前の状態である O を維持し、組み合わせは（O, c）となった。  

 SDA は総選挙以降、SBH との差別化戦略を基本としていた。内戦終結以降、大統領評

議会議員の席を独占し続けてきた SDA にとって、2 倍の差をつけられて選挙で敗れたこと

はティヒッチ党首の求心力低下に繋がった。そこでティヒッチはシライジッチを糾弾する

ことで自らの地位を回復させようとしたのだろう。ティヒッチがドディック -シライジッチ

合意を即座に拒否し、警察改革関連法案に反対した背景には当内外に自らをアピールする

狙いがあったと考えられる。民族主義的な主張を繰り返してきたシライジッチが妥協に応

じた時期とティヒッチが妥協を批判し始めた時期が重なっていることが、その証拠である。

結果、モスタル宣言において一時的に（C, c）が実現したものの、最終的には（C, o）の

まま法案可決となった。  

 

b. セルビア系政党  

 セルビア系政党は当初、警察改革交渉には応じるが RS 内務省及び警察は維持するとの

主張だった。それ故に警察の統一を目標とした PRC にも参加し、その報告書に基づく協

議にも参加していた。こうした姿勢は、チャービッチによる DPRI 設立合意に繋がった。

セルビア系は立場としては（O, o）であるにも関わらず、警察改革プロセスの継続に寄与

した。しかし、2006 年総選挙で SNSD が大勝したことで、状況は一変した。ドディック

は選挙での勝利によって、第 2 党の行動に影響を受けずに済む程の勢力を手にした。こう

なれば、選挙戦と同様に民族主義的な主張を繰り返すことが容易に想像できた。しかし、

実際にはドディックは DPRI から RS 代表を撤退させておきながら、主要政党会合では「RS」

の名前を残せば権限は移譲しても良いとして妥協の意思を示している。このように一見矛

盾するような行動の背景には、民族主義的レトリックによって圧倒的な勢力を手に入れた

時でさえ、条件達成との間での微妙な舵取りが求められていることが見て取れる。  

 

7. 小括  

 以上のように、本章では警察改革プロセスを分析モデルに基づいて追っていった。その

結果、プロセスが長期化し改革内容が後退した要因は、国際レベルにおいて条件が緩和さ

れたこと、政党間レベルでは 2006 年の総選挙によってボシュニャク系とセルビア系の政

党が急進化したためであることが明らかになった。
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第6章 比較分析  
 

1. はじめに  

 本章では、3 つの事例を比較分析し、第 1 章と第 2 章で提示した視点に対する分析結果

を導く。第 1 章では条件の変化と妥協へ至る経路という 2 つの視点を提示した。第 2 章で

はボスニアの事例に合わせて条件に反対する民族の数と上級代表の役割という 2 つの視点

を追加した。これらの視点を国際レベル（条件の変化、上級代表の役割）、民族間レベル（条

件に反対する民族の数）、政党間レベル（妥協へ至る経路）に整理して事例分析の結果を比

較したものが表 6-1 である。また、最後には分析結果を踏まえて、国家建設におけるコン

ディショナリティの機能に影響を与え得る要素を指摘する。  

 

表 6-1：分析の視点と事例分析の結果  

軍改革  憲法改革  警察改革  

国際  

レベル  

条件の変化  厳格化  部分緩和  緩和  

改革プロセスへの影響  合意成立  僅差で否決  

条件緩和により  

合意成立  

プロセス長期化  

上級代表の関与  あり  なし  あり  

民族間  

レベル  
条件に反対する民族の数  賛成 2:反対 1 賛成 1:反対 2 賛成 2:反対 1 

政党間  

レベル  

（C, c）

へ と 至

る経路  

ボシュニャク系  （O, c）→（C, c）

クロアチア系  

セルビア系  （O, c）→（C, c）

筆者作成。

 

2. 分析の視点  

(1) 国際レベル  

 まずは国際レベルから見たい。国際レベルで設定された分析の視点は、第 1 章で提示し

た条件の変化が協議プロセスに与える影響と、第 2 章で示した上級代表の役割である。  

 

a. 条件の変化  

 本研究における分析モデルでは、条件を決定する権限を有するドナーが条件を変化させ

る可能性があるとしている。では、条件が変化した際に、コンディショナリティにどのよ

うな影響が出るのか。条件の変化が与える影響について第 1 章では、条件と民族の利益が矛

盾する民族は、条件の緩和を引き出すべく改革に強く反対すると予想した。そこで条件が緩

和されれば、再び条件の緩和を引き出すべく反対の立場をとることが繰り返され、プロセスが

長期化すると考えられる。他方、条件の緩和がなければ、条件となっている改革事案に反対の

民族は競り上げか条件達成かの選択を迫られるため、妥協の可能性が生じる。つまり、条件を

緩和すれば妥協のインセンティブは低下しプロセスが長期化するが、条件が緩和されなければ
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妥協のインセンティブが高まると考えられる。では、事例においてこの仮説は検証されたの

だろうか。  

 条件の変化について、本研究で取り上げた 3 つの事例では、国際社会はそれぞれ異なる

対応を見せていた。軍改革において NATO は指揮権の統一を繰り返し要求し、その後に

ICTY 協力も全面に押し出すなど、条件を緩和するよりも厳しくしていった。憲法改革の

事例では部分的に条件が緩和された。憲法改革でヴェニス委員会は、協議の最終局面にお

いて大統領評議会議員の選出方法についてボスニア側が示した 3 案について評価を下して

いる。その中で、ヴェニス委員会は単一大統領と間接選挙が最も望ましいとしつつも、3

案の中では輪番制かつ間接選挙の組み合わせが望ましいと判断している。これはヴェニス

委員会が自発的に条件を緩和した訳ではないが、3 案の順位付けをすることである程度の

お墨付きを与えたことになる。警察改革では、条件が緩和されていった。PRC が警察組織

の統一かつエンティティ境界線を跨ぐ管轄区を打ち出した後、DPRI から上級代表提案へ

と続く中で管轄区について条件が緩和された。最終的には管轄区設定は先送りされ、組織

の統一も放棄されていた。  

 こうした条件の変化と協議プロセスとの関係を見てみたい。条件が厳しくなった軍改革

では比較的順調に合意が形成されたのに対し、部分的に緩和された憲法改革では僅差で改

正案が否決され、警察改革では法律は採択されたが当初の条件とは完全にかけ離れたもの

だった。また、警察改革では条件が緩和された新たな改革案が出る度に、ボシュニャク系

あるいはセルビア系が改革案に反対しプロセスが長期化した。このことは、条件を緩和す

ることがコンディショナリティの受容にマイナスの影響を与える傾向があることを示して

いる。ただし、本研究では、条件の変化と合意形成以外の変数をコントロールできていな

いため、条件の変化と協議プロセスとの間の相関関係を証明できたわけではない。本研究

では、あくまで傾向が発見できたに過ぎない。  

 また、条件が緩和された憲法改革と警察改革では、当初の条件からの乖離を理由に合意

に反対する政党がいたことも注目に値する。憲法改革における SBH と HDZ1990、並びに

警察改革における SDA が反対時にあげた理由は、同民族のもう一方の政党が妥協の結果

として最初の立場（プロセスにおける初期反応）から乖離したため、もはや民族の利益を

害している、というものであった。つまり、条件の緩和は民族主義的な批判を誘発するこ

とで改革プロセスを阻害していたことになる。  

 本研究の分析モデルでは、国際社会が条件を緩和することは条件に対する信頼性を損ね、

民族間の妥協を困難にすると想定した。本研究で分析した事例を見る限りでは、この説明

は説得力を持っていると判断できる。  

 

b. 上級代表の役割  

 国際レベルでの次の視点は、上級代表が与える影響である。上級代表の役割という視点

は、第 1 章では提示されず、第 2 章でボスニアに分析モデルを適用したために生まれたも

のである。では、ボスニアに固有なアクターである上級代表は、3 つの事例においてどの

ような影響を与えたのだろうか。  

 今回分析した事例は、いずれも上級代表が直接的に強権を行使することができないもの

である。実際に憲法改革では上級代表の関与は限定的だった。しかし、軍改革と警察改革
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では直接的・間接的に上級代表は改革プロセスに関与していた。軍改革では直接的な関与

としては DRC 設立決定と DRC 任期延長決定がある。間接的な関与としては、ORAO 事件

やムラディッチ給与明細事件の後に RS 軍の管理体制を糾弾し軍改革の必要性を訴えたこ

と、更に NATO サミットを受けた公職追放決定がある。警察改革における直接的な関与は

PRC 設立決定と上級代表提案である。間接的な関与は、ドディック -シライジッチ合意前

に公職追放の可能性を示唆したこと、モスタル宣言の作成に関与していたことである。  

 注目すべきは、上級代表が関与した軍改革と警察改革において妥協が成立していること

である。上級代表はコンディショナリティとは直接の関係はないものの、ボスニアでの合

意形成には未だに影響力を有していると言える。  

 他方、上級代表が影響力を有しているということは、第 1 章で提示したモデルの検証を

困難にさせる。政党間ないし民族間での妥協成立は、上級代表の影響力によるものだとい

う見方ができるからである。この点については、結論において詳述する。  

 

(2) 民族間レベル：条件に反対する民族の数  

 次に、民族間レベルに話を移す。第 1 章では、ドナーが条件を提示すると、民族間レベ

ルで条件に対する初期反応が決定されると述べた。第 2 章で述べたように、ボスニアには

主要 3 民族が存在することから、条件に対する初期反応として、賛成：反対の組み合わせ

は 3：0、2：1、1：2、0：3 の 4 通りとなる。その場合、賛成・反対する民族数の違いは

コンディショナリティの作用に影響を与えるのだろうか。もっとも、第 1 章と第 2 章で述

べた通り、全民族が反対する条件設定は現実的ではない。また、今回分析した事例では賛

成 3：反対 0 の事例が存在しなかった。したがって賛成と反対が 2：1 と 1：2 の場合の比

較を行う。 

 軍改革では当初、条件が曖昧だったもののボシュニャク系とクロアチア系は賛成、セル

ビア系は反対の立場だった（賛成 2：反対 1）。その後、ORAO 事件等の影響もありセルビ

ア系は軍改革を受け入れた。憲法改革ではヴェニス委員会が 2 エンティティ制の維持を前

提としたことで、ボシュニャク系とクロアチア系は反発した（賛成 1：反対 2）。最終的に

は、反対した 2 民族内で改革に反対し競り上げを行う政党が生まれたことで、改正案は否

決された。警察改革では、ボシュニャク系とクロアチア系が賛成、セルビア系は反対して

いた（賛成 2：反対 1）。最後には SDA の反対があったものの警察改革関連法案は可決さ

れた。このように見ると、3 民族の中で反対する民族が 2 つの場合に条件の受容が困難に

なっていることが明らかとなる。  

 以上のように、初期反応において条件に反対する民族が少ない方が、妥協の成立が容易

になることが明らかになった。  

 

(3) 政党間レベル：妥協へと至る経路  

 最後に政党間レベルを見てみたい。政党間レベルにおける分析の視点は、妥協（C, c）

へと至る経路である。第 1 章で述べたように、(C, o)において第 2 党が同調戦略を採った場

合と、 (O, c)において第 1 党が同調戦略を採った場合に (C, c)の組み合わせが実現する。で

は、実際にはどちらの経路において (C, c)へと到達するのだろうか。  

 各事例における政党の立場の組み合わせを見ると、軍改革では SDA が一時的に反対に
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回ったことがあったものの、ボシュニャク系とクロアチア系は第 1 党、第 2 党とも改革案

に賛成（C, c）していた。セルビア系ではセルビア民主党は反対していたが、第 2 党の SNSD

は賛成していたため、 (O, c)の組み合わせだった。最終的には第一次軍改革と第二次軍改

革のいずれにおいても SDS が妥協し (C, c)となったために改革は成功した。つまり、セル

ビア系は（O, c）から（C, c）へと至る経路を辿っていた。  

 憲法改革においてボシュニャク系は (C, c)から SBH のプロセス離脱により (C, o)へと変

化した。SDA は条件達成支持の立場を貫いたが、投票時に造反者が出たことが法案否決に

大きく影響した。クロアチア系は党内において、チョービッチ派は条件達成、リュービッ

チ派は競り上げに分かれていた。最終的に党の分裂により HDZ1990 が第１党、HDZ が第

2 党となった。そのため立場の組み合わせは (O, c)となり、クロアチア系としては反対の立

場に変化した。セルビア系はエンティティ投票の存続が受け入れられたため、(C, c)を維持

していた。つまり、憲法改革では（C, c）へと変化した民族が存在しなかった。  

 警察改革では、クロアチア系は一貫して (C, c)だった。ボシュニャク系では、EU が条件

を緩和させるに伴って SBH は賛成から反対に態度を変化させていった。SDA は基本的に

賛成の立場だったが、最後の投票時に反対に回った。つまり、組み合わせとしては PRC

時に (C, c)、選挙により第 1 党と第 2 党が逆転した後の DPRI 時に (O, c)になった。その後、

モスタル宣言での (C, c)を経て警察改革関連法案の採決時には (C, o)に変化している。セル

ビア系は、PRC の時点で  (O, o)の組み合わせだった。その後、総選挙において SNSD が

大勝し、1 党でセルビア系の意向を左右できるようになったため（O）となった。その後、

SNSD はモスタル宣言において（C）になっていた。  

 ドナーによる条件と民族の利益が一致しない場合、当該民族の第 1 党と第 2 党の立場が

同じになった時に各党はどのような動きを示したのか。条件と民族の利益が一致しなかっ

たのは、軍改革におけるセルビア系、憲法改革におけるボシュニャク系とクロアチア系、

警察改革序盤のセルビア系と終盤のボシュニャク系である。それぞれの場合における組み

合わせの変化を見てみると、軍改革でのセルビア系は (O, c)から (C, c)への変化であり、立

場を変えたのは第１党だった。憲法改革においてボシュニャク系は (C, c)から (C, o)へ変化

している。HDZ は党内で (C, o)だった組み合わせが、HDZ1990 の誕生により HDZ は第 2

党になり (O, c)へ変化している。警察改革序盤のセルビア系は条件緩和の余地が残されて

いたために (O, o)を維持していた。警察改革終盤のボシュニャク系は (C, c)から (C, o)とな

り、第 2 党が立場を変化させている。  

 第 1 党の動きを見ると、 (C, o)の組み合わせにおいて第 1 党の行動に変化はないが、 (O, 

c)において第 1 党が立場を変化させていることがわかる。つまり、第 2 党が c である時、

第 1 党には妥協のインセンティブが働いている。これは国際社会や第 2 党、他の民族から

の圧力が要因であると考えられる。更に、ボスニアにおいては上級代表も第 1 党の立場を

変化させる上で一定の役割を果たしていた。また、 (C, o)において第 1 党は、第 2 党から

の競り上げと国際社会からの圧力の間で難しい舵取りを迫られていると考えられる。他方、

憲法改革におけるボシュニャク系とクロアチア系のように、第 1 党は条件達成支持の立場

を維持することで第 2 党に支持獲得競争で敗れる可能性がある。  

 第 2 党の動きを見ると、憲法改革と警察改革終盤のボシュニャク系が（C, c）から（C, o）

となっていた。つまり、第 1 党が C になった際に、第 2 党には競り上げを行うインセンテ
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ィブが働いたことがわかる。逆に、今回の事例の中では（C, o）から（C, c）に変化した

パターンは発見できなかった。つまり、（C, o）において第 2 党には妥協のインセンティブ

が働いていないことになる。  

 結果として、 (C, c)の組み合わせにより民族が改革に賛成するのは、 (O, c)から第 1 党が

同調戦略をとり立場を変化させた場合となる。  

 

3. コンディショナリティに有利・不利な条件  

 ここでは、上述の分析結果から、コンディショナリティが有効に機能する上で有利な条

件と不利な条件となりうる要素を指摘したい。  

 まず、国際レベルにおける条件の変化を見る。条件が緩和された警察改革では、合意は

成立したものの当初の条件からはかけ離れた内容だった。部分的に条件が緩和された憲法

改革では、改正案が否決された。そして、条件が厳格化した軍改革では合意が成立した。

従って、条件の緩和はコンディショナリティの機能を阻害し、条件を厳格化することは有

利に働く可能性が示された。  

 では、なぜドナーは条件を緩和したのだろうか。本研究の分析モデルでは、ドナーが条

件を緩和するのは、条件である改革案件において合意の実現が困難であるとドナーが判断

した場合と想定している。この観点から見れば、警察改革において PRC 報告書や DPRI

報告書に対してセルビア系が強く反対したために、ドナーが条件を緩和したことは理解で

きる。しかし、ドナーが条件を緩和せざるを得なかったのは、ドナーが条件を厳しくし過

ぎたために強い反発を招いたからだと見ることもできる。  

 また、憲法改革においてボシュニャク第 1 党の SDA とクロアチア系第 1 党の HDZ が、

大幅な譲歩をしたために第 2 党に競り上げを仕掛けられたことも、条件と報酬のバランス

が関係しているだろう。報酬に比べて条件が厳し過ぎる場合、その高過ぎる条件を受け入

れることは、報酬を得るために必要以上に高いコストを支払うことを意味する。例えば、

第 1 党が大幅な譲歩を受け入れたとする。その場合、第 2 党は第 1 党が過度に妥協し民族

の利益を不当に損ねる事態を招いているとして第 1 党を非難し、競り上げを仕掛けるだろ

う。  

 以上のことから、国際社会は条件を設定する時点で、報酬に見合った条件を設定すべく

細心の注意を払わなければならない。条件に比べて報酬が低い場合には、コンディショナ

リティは条件受け入れに反対する民族の強硬な反発を招き、競り上げを加速させる危険性

がある。  

 次に、民族間レベルでの条件に反対する民族の数である。今回扱った 3 つの事例では、

賛成 2：反対 1 となった軍改革と警察改革では合意が成立した。他方、賛成 1：反対 2 と

なった憲法改革では改革に失敗した。このことから、賛成する民族が 2 の時にコンディシ

ョナリティは合意を促進するが、反対する民族が 2 の時には条件の受容が困難になること

が示された。  

 最後に政党間レベルにおいて、妥協へと至る経路を見たい。今回の事例で（C、c）へと

民族の立場が変化した場合は、全て（O, c）から第 1 党が同調戦略によって立場を変化さ

せた場合だった。また、第 2 党に着目すると、（C, c）において第 2 党が差別化戦略をとり

競り上げを仕掛けた結果（C, o）に移行した事例が確認できた。他方、（C, o）において第
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2 党が立場を変化させたパターンは確認できなかった。つまり、第 1 党が O から C になる

ことはあるが、第 2 党が o から c になることはなかった。このことから、コンディショナ

リティが機能するためには、条件達成を支持する第 2 党の存在が重要になる可能性が示さ

れた。他方、第 2 党が競り上げを仕掛けている場合、その立場を変化させることが困難で

あることも示された。  

 以上のことから、ボスニアの 3 事例を分析した結果、以下の可能性が示された。まず、

妥協の成立を促進する要因となりうるものは、ドナーが条件を厳格化すること、条件と報

酬が釣り合っていること、条件と民族の利益が矛盾する民族が全 3 民族中 1 民族であるこ

と、そして第 2 党が条件達成を支持していることの４点である。逆に、妥協を阻害し得る

要因は、条件の緩和、報酬に比べて高すぎる条件の設定、2 民族の反対、第 2 党が競り上

げであることの 4 点となる。
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結論  
 

1. 研究の要約と結論  

 まず始めに序論において国家建設に関する先行研究を整理し、国際社会と当事国が抱え

る問題を明らかにした。国際社会は介入の度合いや依存、正統性に関連したジレンマに悩

まされている。こうした問題は短期的な目標と長期的な目標が両立しないことから生じる

ものであり、出口戦略の問題として整理される。当事国は権力分有制度や民族対立に起因

する合意形成の問題を抱えている。権力分有制度では民族内での競り上げが抑制できない

ため主張が急進化してしまう。また、紛争後の民族対立が残る状況では国家性の問題が発

生しており、これも国家建設における合意形成を阻害している。こうした問題を解決する

可能性を秘めたものとして、コンディショナリティによる国家建設が注目されてきている。

しかし、先行研究では政府を一つのアクターとして扱っているため、民族対立が残る紛争

後国家におけるコンディショナリティの作用プロセスを分析できていない。そのため、コ

ンディショナリティが機能したのか（しなかったのか）、どのように機能したのか（しなか

ったのか）が説明できていない。そこで本研究では、国家建設において加盟コンディショ

ナリティが作用するプロセスを、国家内のアクターに注目して明らかにすることを目的と

した。  

 第 1 章では上述の問題意識に基づいて、モデルの構築を行った。モデルは、国際機関へ

の加盟という報酬に対する民族を越えた支持を前提条件としている。そして、コンディシ

ョナリティの作用を見る 3 つのレベル（国際、民族間、政党間（民族内））を設定した。

国際レベルでは条件と報酬が設定される。それに対し、受容国では民族間レベルにおいて

各民族が条件と民族の利益を比べ、条件に対する初期反応を決定する。しかし、初期反応

は後に政党間レベルにおいて変化する。それまで民族主義政党は民族主義という論点にお

いてのみ支持獲得競争を繰り広げていたため、競り上げが発生し主張が急進化していた。

だが、コンディショナリティにより、そこに条件達成のための妥協という新たな選択肢が

加わる。その結果、条件と民族の利益が一致しない民族内において、各政党は民族主義に

訴えて競り上げを行うか、条件達成を目指して競り上げを抑制するかの選択を迫られる。

こうして政党の立場は流動的になり、（政党が 2 つと仮定した場合）両党が条件達成を支

持することで、当該民族は妥協に応じる。このように、第 1 章ではコンディショナリティ

が政党の立場を変化させることで、政治プロセスに影響を与えるというモデルを提示した。 

 第 2 章では、ボスニアの国家制度や国際社会の関与、EU・NATO 加盟プロセスの進捗

を概観した。ボスニアではデイトン合意によって多極共存型民主主義体制が導入された。

しかし、根強い民族対立により常に国家性の問題に直面することとなっている。また、競

り上げによって各民族の主張が急進化している。これに対し国際社会は、当初抱いていた

楽観的な期待が裏切られたことから、強権行使による国家建設を行うようになり介入の度

合いを深めていった。その結果、国際社会は様々なジレンマを抱えることになり、出口戦

略を見失ってしまった。また、章の最後では第 1 章で提示した分析モデルをボスニアに適

用するにあたり、ボスニアに固有の事象として民族数が 3 であること上級代表の存在に触

れた。そこから、分析の視点として第 1 章で示した 2 点に加え、反対する民族の数と上級

代表の影響についても含めることとした。  
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 第 3 章では、NATO の PfP 参加条件だった軍改革のプロセスを詳細に追った。軍改革以

前の状況を見ることで改革の必要性を明らかにした後に、軍改革の一連の流れを、国際レ

ベルと政党間レベルに着目しつつ実際の出来事と絡めて記述した。その結果、軍改革にお

いて妥協が成立した要因は、国際社会が条件を緩和しなかったことと、SDS や SDA が条

件達成の障害となることを避けたことの 2 点であることが明らかになった。また、偶発的

に発生した事件や、上級代表による公職追放なども合意形成に一定の影響を与えていたこ

とが明らかになった。  

 第 4 章では、将来的な EU 加盟に必要とされている憲法改革を取り上げた。まず、ヴェ

ニス委員会報告書に基づいてボスニア憲法の問題点を明らかにした。次にエイプリル・パ

ッケージを巡る政治プロセスを詳細に追うことで、同パッケージが否決された理由である

2 党（SBH、HDZ1990）が反対した理由を探った。その結果、2 党の反対を引き起こした

要因は、国際社会が 2 民族内に葛藤を生み出す条件を設定したことと、ボシュニャク系と

クロアチア系の第 1 党が大幅な譲歩をしたことの 2 点であることが明らかになった。  

 第 5 章では、国際レベルと政党間レベルの動きを中心に警察改革プロセスを追っていっ

た。警察改革では、改革案の作成とそれに続く政治交渉という形式でプロセスが進められ

ていたため、改革案の内容と政治交渉における各政党の立場の変化を詳述した。警察改革

ではプロセスが長期化し、改革内容が当初のものから後退していった。分析モデルに基づ

いてプロセスを追った結果、その要因は、国際レベルにおいて条件が緩和されたこと、政

党間レベルでは 2006 年の総選挙によってボシュニャク系とセルビア系の政党が急進化し

たためであることが明らかになった。  

 第 6 章では比較分析として、第 3 章から第 5 章の結果に対して第 1 章と第 2 章で提示し

た視点からの比較分析を行った。まず、分析の視点を国際レベル（条件の変化、上級代表

の役割）、民族間レベル（条件に反対する民族の数）、政党間レベル（妥協へ至る経路）に

整理し、事例分析の結果に当てはめた。その結果、本研究の分析モデルがコンディショナ

リティによる国家建設の作用プロセスを説明し得ることが示された。また、ドナーが条件

を厳格化すること、ドナーが報酬に見合った条件を設定すること、条件と民族の利益が矛

盾する民族が全 3 民族中 1 民族であること、そして第 2 党が条件達成を支持していること

が妥協の成立を促進する要因となる可能性のあることが示された。逆に、報酬に比べて高

すぎる条件の設定、条件の緩和、2 民族の反対、第 2 党が競り上げであることの 3 点は妥

協を阻害する可能性を有している。 

 以上のように、近年注目されている EU や NATO の加盟コンディショナリティは、紛争

後の民族対立や国家性の問題を抱えたボスニアの政治プロセスに新たな動きを与え、場合

によっては改革を成功させることが明らかとなった。従来のように民族を一枚岩として見

るべきではなく、民族内の支持獲得競争までを視野に入れるべきである。本研究で取り上

げられた複雑な政治現象は、こうしたモデルによって初めて理解可能になるのである。  

 以下では、本研究のインプリケーションと今後の課題について触れたい。  

 

2. 本研究のインプリケーション  

(1) 国際社会の出口戦略  

 本研究の結果、分析モデルによるコンディショナリティの作用プロセスに関する理解は、
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受容国内の複雑な政治プロセスを説明できることが示された。また、特定の条件が揃えば

コンディショナリティが機能する可能性があることも示された。序論で述べた通り、本研

究で指摘した要因と条件達成との相関関係は、計量分析によって解明しなければならない。

しかし、そうした限界を踏まえた上で、仮に本研究の分析モデルが想定している通りに国

家建設におけるコンディショナリティが作用するとしたら、どのような示唆を得られるの

だろうか。  

 まず、特定の条件下でコンディショナリティが機能することは、国家建設において国際

社会が抱えている出口戦略に関する問題に対して、どのような示唆を有しているのだろう

か。本項では、序論で指摘した問題に対して本研究が示唆しているものについて触れたい。  

 コンディショナリティによる国家建設が機能するのであれば、国際社会は重度の介入を

行う必要性が低下する。もっとも、コンディショナリティは常に機能するわけではない。

したがって、コンディショナリティによる国家建設を行えば最初から重度の介入をせずに

済む訳ではない。コンディショナリティの機能に不利な条件を揃えている制度構築の事案

においては、国際社会の介入は依然として必要とされる。しかし、少なくとも有利な条件

が揃っている事案においてはコンディショナリティを積極的に導入することができる。序

論で述べたように、コンディショナリティによる国家建設は、国際社会が直接的に制度構

築を行わない点において、直接的な関与と比べて介入の度合いが低い。したがって、コン

ディショナリティによる国家建設に移行することで、段階的に介入の度合いを低減させる

ことが可能となるだろう。  

 コンディショナリティによる国家建設は、依存ジレンマの解消にも寄与することができ

る。国家建設に国際社会が関与することで、当事国が国際社会に依存してしまうために、

当事国の能力育成に繋がらない。この問題を解決するためには、重度に介入していたとし

ても当事国の能力育成を行わなければならない。コンディショナリティによる国家建設で

は、当事国の政治エリートに合意のインセンティブを与える。この手法が機能するのであ

れば、国際社会はコンディショナリティを導入することによって、当事国の合意形成を促

すことができる。また、国際社会が条件を設定するため合意の内容を国際社会の意向に沿

ったものにできる。このようにコンディショナリティによる国家建設は、当事国の政治エ

リートに合意を促しつつ国家建設を管理できる点において、依存ジレンマの解消に大きく

役立つものである。  

 介入の正統性について、コンディショナリティによる国家建設は 2 つの点で示唆を与え

ている。第一に、当事国の国民に選ばれた訳ではない国際社会が介入することに対する民

主的正統性の問題である。コンディショナリティを導入したとしても、国際社会が介入し

ていることに変わりはない。従って、非民主的手法により民主的な制度の構築・強化を行

うという矛盾は解消されない。他方で、この矛盾に基づく国民の不満の緩和には、コンデ

ィショナリティが一助となるだろう。先述のように、コンディショナリティによる国家建

設を行うことで介入の度合いを低減させ、当事国の政治エリートに制度構築に関する合意

を促すことができる。この手法は、介入の度合いを段階的に低減させている点と、当事国

の政治エリートに合意させている点において、重度の介入よりも民主主義の観点から好ま

しいものだと言える。こうした手法の導入により、国民の不満が軽減されることが期待で

きる。  



 
 

106

 国際社会が当事国の国民に対する説明責任を有していないことから生じる、「国家」観の

相違に関する問題にも、コンディショナリティは重要な示唆を与えている。コンディショ

ナリティによる国家建設では、国際社会が望む「国家」の姿に基づいた制度構築を条件と

して提示する。しかし、本研究の事例分析を通じて明らかになったように、何をもって条

件を満たしたと判断するのかは国際社会の一存で決まる。この条件の解釈については、常

に唯一不変のものが存在する訳ではない。それ故に、コンディショナリティによる国家建

設では、当事国の政治エリートが合意した内容に対して、国際社会が条件を満たしている

か判断するというプロセスが生まれる。このプロセスを通して、国際社会が望む「国家」

と当事国の政治エリートが目指す「国家」との間の調整が行われる。その結果、当事国の

「国家」像を無視して国際社会が自らの「国家」像を押し付けるという問題の緩和が期待

できる。  

 序論で述べたように、国家建設における短期的な目標と長期的な目標の間のジレンマを

克服するために、国際社会は介入の度合いを下げ、国際社会が掲げる「国家」を当事国に

理解させなければならない。既に述べたように、コンディショナリティによる国家建設を

行うことにより、介入の度合いを下げることが期待できる。また、コンディショナリティ

が国際社会と当事国との間の調整プロセスを生み出している。このことから、コンディシ

ョナリティは国際社会の掲げる「国家」を当事国に理解させる効果を持つことが期待でき

る。このように、コンディショナリティの導入によって短期的な目標と長期的な目標の間

の橋渡しをすることができる。したがって、コンディショナリティによる国家建設は、国

家建設において国際社会が抱えている出口戦略に関する問題の解消に重要な示唆を与える

ものである。  

 

(2) 当事国における合意形成  

 本研究で分析したボスニアは、多極共存型民主主義制度を導入したために競り上げが抑

制できず民族間での合意が困難になっていた。しかし、そうした状況下においても、コン

ディショナリティによる国家建設で合意が成立した事例があった。つまり、合意の成立に

有利に働く条件が揃った場合に、コンディショナリティが競り上げを抑制しうることが示

された。第 1 章で提示したように、コンディショナリティによって政党には、民族主義に

訴えて競り上げを行うか、条件を達成し報酬を得るために競り上げを控えるかの選択肢が

与えられる。これまで民族主義政党は、民族主義に訴える以外に支持獲得手段を持ってい

なかった。コンディショナリティによって選択肢が増えるということは、民族主義が相対

化されることを意味する。  

 これまで民族主義政党が民族主義に訴えていたのは、他に争点がないからであった。選

択肢が増えると、民族の利益と国際社会が提示する条件が一致しない政党は、競り上げか

条件達成かの選択を迫られる。本研究で明らかになったように、そこで条件達成を選択す

る政党が存在するということは、EU・NATO 加盟はボスニアにとって魅力的であり、時

には民族主義を上回る可能性があるということを意味している。  

 ウォルターの指摘を踏まえれば、紛争後に権力分有制度が導入されることは好ましいこ

とである。コンディショナリティが、権力分有制度の問題点である競り上げの発生を抑え

られるのであれば、国家建設のみならず平和構築にとっても非常に重要な意味を持つ。コ
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ンディショナリティが機能する条件が揃っていれば、権力分有制度の導入とコンディショ

ナリティによる国家建設の組み合わせは、民族対立を抑制しつつ平和構築のための国家制

度を構築・強化することを可能にするだろう。  

 国家に対する帰属意識が薄く国家性の問題が発生している場合、国家建設は非常に困難

になる。本研究が分析対象としたボスニアは、この問題を抱える典型例である。しかし、

分析の結果、国家に対する帰属意識が薄くても国家建設で合意が成立し得ることがわかっ

た。そもそも、「亀裂を跨ぐ愛着」が存在しなければ多極共存型民主主義が安定的に機能す

る条件の一つが失われていることになる。また、「国民的統一」が前提として存在していな

ければ、政治対立が紛争へと至る危険がある。にもかかわらず合意が成立する事例があっ

たということは、条件達成という民族を越えた目標がコンディショナリティによる国家建

設において、「亀裂を跨ぐ愛着」や「国民的統一」に似た機能を果たしていた可能性を示唆

している。もっとも、条件達成という目標がこうした機能を果たし得るのは、欧州統合と

いう報酬に対する条件として指定された改革協議に限定されるだろう。報酬とも条件とも

無関係な改革案件において、条件達成という目標が上述の機能を果たすことは困難だと考

えられる。しかし、仮に条件達成という目標が民族同士を繋ぐ役割を限定的とはいえ果た

し得るのであれば、国家性の問題を抱えた地域における国家建設は、コンディショナリテ

ィを導入することで国家が分裂する危険を抑制しつつ進められることになる。  

 

(3) コンディショナリティによる国家建設  

 本研究の結果から、国際社会がコンディショナリティによる国家建設を行う上で有益な

示唆は 3 点ある。第一に条件に関するものである。今回の分析からは、国際社会が条件を

緩和することが国家建設に負の影響を与える可能性が示された。条件を緩和することで、

国際社会と当事国との間の条件を巡る駆け引きが長期化し、国家建設の進展を阻害する。

したがって、国際社会が一度設定した条件を緩和することは望ましいことではない。  

 また、報酬と条件のバランスも考慮しなければならない。ある民族や政党が、報酬に対

して条件受け入れのコストが高過ぎると判断した場合、その民族や政党は条件受け入れに

強く反発するだろう。仮に、条件受け入れに反対している民族内で、ある政党が大幅な譲

歩をして条件受け入れに賛成を表明したとする。その場合、同じ民族の他の政党は、民族

の利益を放棄したとして賛成した政党を非難し、競り上げを仕掛ける機会を与えてしまう

したがって、ドナーは条件を設定する際、受容国の各民族や政党が、報酬と条件が釣り合

っていると判断するかどうかについて、細心の注意を払う必要がある。  

 次に、条件に対する初期反応に関して、分析の結果からボスニアのように主要民族数が

3 の場合、賛成 2、反対 1 の組み合わせにおいて合意が得られやすいことが示された。こ

のことは、国際社会が条件を設定する際の指標となるだろう。初期反応は条件と民族の利

益との関係で決定されるため、事前にある程度の予想が可能である。国際社会が条件を設

定する際、全 3 民族であれば反対する民族が 1 になるような条件の設定が好ましい。  

 政党の立場の変化を見ると、（C, c）になったのは（O, c）を経由した時だった。このこ

とは、第 2 党が競り上げを抑制し条件達成を支持していることが合意成立に有利に働く要

因となり可能性を示している。国際社会としては、第 1 党のみならず第 2 党にも注目しな

ければならない。第 2 党が条件受け入れに賛成するように国際社会が促すことができれば、
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合意成立の可能性は高くなるだろう。  

 

3. 今後の課題  

 最後に、本研究を踏まえた今後の課題について触れたい。条件の抽出における計量分析

の必要性は既に述べたので、以下ではその他の課題に触れる。  

 本研究では条件の緩和が国家建設にマイナスの影響を与えることが明らかになった。他

方で、条件の維持と厳格化が結果に与える違いについては明らかにできていない。条件が

厳格化した軍改革の事例において軍の統一が実現したため、条件の厳格化は合意を促すと

考えられる。しかし、条件を維持した場合については本研究の中で扱っていない。したが

って、維持と厳格化の比較もできなかった。この点は、今後、ボスニアで適切な事案が見

つかった際や他の国を事例にして分析を加える必要がある。  

 コンディショナリティの効果に関して、本研究では EU との SAA や NATO との PfP、

また将来的な EU 加盟といった報酬が設定された改革事例を分析対象とした。つまり、本

研究が扱ったのは、EU・NATO 加盟プロセスのある一段階である。では、より加盟に近

づくにつれコンディショナリティは強い効果を発揮するのか、そもそも、コンディショナ

リティの効果は加盟プロセスのどの段階にいるかによって影響を受けるのか。こうした疑

問は本研究では答えられていない。  

 本研究では、当事国にとって非常に強い魅力を持つという点において、EU 加盟と NATO

加盟を同列に扱っている。しかし、EU と NATO は性質を異にする国際機関であり、EU

と NATO が平和構築や国家建設において果たす役割の違いがコンディショナリティにど

う影響するのかは明らかにされていない。このような違いは、具体的には条件と報酬の関

連性の問題として捉えられるだろう。多様なイシューを扱う EU は、経済分野での報酬に

対して経済以外の分野での制度構築を条件にすることが考えられる。実際に、警察改革の

報酬だった安定化連合協定は経済分野での協定であり、警察とは直接の関係はない。他方、

軍事に特化している NATO が設定する条件と報酬は、ともに軍事分野に限定されるだろう。

平和のためのパートナーシップは NATO とボスニアとの軍事面での協力に関する取り決

めである。そして、軍改革前のように一国の軍が分割されている状況では NATO との協力

に支障が出ることは明らかだった。このように、条件と報酬の関連が強いか弱いかが、コ

ンディショナリティの効果に影響するのか否かは、今後の研究で明らかにすべき問題であ

る。  

 今回の分析では、条件の厳格化、ドナーが報酬に見合った条件を設定すること、反対す

る民族が 3 民族中 1 民族であること、第 2 党が条件達成を支持していること、の 4 点がコ

ンディショナリティの効果的な機能を促進しうることが示された。では、国際社会はこれ

らの条件を意図的に生み出せるのだろうか。反対する民族数については、条件を公に発表

する前に予測することが可能であろう。その意味で、この条件は国際社会が意図的に作り

出せる。  

 他方、他の 2 つの条件については国際社会の意向だけで作り出せるものではない。条件

を変化させるのは国際社会であることを考えれば、条件の厳格化は国際社会の一存と考え

ることもできる。しかし、警察改革の例から明らかなように、国際社会は現地情勢を考慮

して条件を変化させる。つまり、条件の変化を決定するのは国際社会だが、当時国の政治
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情勢が変化を決定する際の要因となっている。したがって、条件の厳格化を国際社会が意

図的に生み出せるかどうかは、更なる分析を待たなければならない。同様に、報酬と条件

のバランスについても、条件を設定するのはドナーだが、報酬と条件のバランスを受容国

のアクターがどのように評価するのかは、条件を設定する時点ではわからない。もちろん、

ドナーとしてはある程度予想して条件を設定することになるが、この予想がどの程度可能

なのかは、本研究では明らかにされていない。最後に第 2 党の動向である。第 2 党を条件

達成支持にするために国際社会は何ができるのか。本研究の分析では、条件に反対する民

族の中で第 1 党と第 2 党のどちらが先に立場を変化させるかは明らかにされていない。つ

まり、どのようにすれば第 2 党が立場を変化させて条件達成支持に回るのかは、本研究で

は説明できていない論点であり、今後の課題である。  

 本研究の分析モデルでは、政党の支持獲得競争に際し、民族主義に訴えて競り上げを仕

掛けることと、条件達成を目指して競り上げを抑制するという 2 つの選択肢を設定してい

る。分析モデルによって政党の動きが説明できたことはモデルの妥当性を証明しているが、

競り上げが抑制される要因が条件達成の支持以外に存在しているのか否かについては、本

研究では明らかにされていない。この点については、主要な政治家の発言や回顧録から探

る必要があるだろう。しかし、未だに国政の中心にいる彼らの真意を探ることは現時点で

は難しい。競り上げを抑制したのは本当に条件達成を支持しているからなのか、他の要因

によるのかは今後の研究課題である。  

 第６章にて、報酬に対して条件達成のコストが高過ぎる場合、コンディショナリティは

うまく機能しないことを指摘した。では、「高過ぎる」かどうかの基準はどこにあるのだろ

うか。例えば、ある閾値を越えた時に条件受け入れコストが「高過ぎる」と見做されると

する。その場合、閾値は一定のものなのか、それとも時々で変化するのか。そもそも、閾

値を計測することは可能なのか。こうした論点は、今後の研究で取り組んでいきたい。  

 2006 年の国政選挙の結果、ボスニアのセルビア系は SNSD が第 1 党となったのみなら

ず、それまで第 1 党の座にいた SDS に倍以上の差をつけた。ドディック SNSD 党首が民

族主義的な言動を繰り返して支持を集めたことを考えれば、SNSD が大差をつけたことは、

ドディックの民族主義的言動に拍車がかかることを意味している。合理的に考えれば、民

族主義に訴えて大勝した政党にとって、最適な戦略は民族主義に訴え続けることである。

しかし、ドディックは警察改革において EU3 原則を受け入れる等の譲歩をしている。こ

の行動から考えると、勢力差は政党の行動に影響しないということになる。ただ、今回の

分析では 2006 年選挙における SNSD の例しか存在しないため、勢力差と行動の関係を明

らかにするには不十分であろう。  

 政治家の動向としては、憲法改革におけるティヒッチ SDA 党首とチョービッチ HDZ 党

首、DPRI 設立合意時のチャービッチ SDS 党首の行動の理由も、本研究で明らかにできな

かった。憲法改革におけるティヒッチとチョービッチは、民族の利益を損ねるような妥協

案に同意したが故に、第 2 党が競り上げを仕掛けるのに適した環境を作ってしまった。テ

ィヒッチとチョービッチが、過度な妥協の持つ危険性を全く認識していなかったとは考え

にくい。だとすると、両者の行動は EU 加盟に向けて前進するためにリスクを負ったと考

えられるが、両者の行動原理は本研究では明らかにできていない。また、警察改革におい

て PRC 報告書の内容に強く反対していたにも関わらず、DPRI 設立合意の作成に尽力した
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チャービッチの行動も、本研究ではその理由を明らかにはできなかった。  

 最後に、上級代表が与える影響力とコンディショナリティの関係についてである。今回

の事例では、軍改革と警察改革において上級代表が一定の役割を果たしたことが明らかに

なっている。つまり、第６章で触れたように、上級代表が合意形成に影響を与えていると

いうことは、合意の成立が上級代表の影響に起因するという見方が可能となる。したがっ

て、本研究ではボスニアにおける合意形成がコンディショナリティに起因するのか、上級

代表の影響力に起因するのかを、最終的には明らかにできていない。  

 他方、今回取り上げた 3 つの事例は、上級代表が最も影響力を行使し難い事例である。

ボスニアは競り上げの発生や国家性の問題を抱え、国際社会も国家建設活動の出口戦略を

見いだせずにいる。国際社会が OHR を閉鎖し、ボスニアにおける国家建設活動を終了さ

せることができないのは、未だに強権が必要とされているからである。そのような中で、

更に上級代表が直接的に強権を行使できない事例においても、合意が成立し得ることを示

した本研究は、少なくともコンディショナリティが機能し得る可能性を示している。この

問題について更なる検証は、OHR 閉鎖後のボスニアや他の国の事例を通じて、今後明らか

にしていきたい。  
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